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港区平和都市宣言 

 

かけがえのない美しい地球を守り、世界の恒久平和 

を願う人びとの心は一つであり、いつまでも変わるこ 

とはありません。 

私たちも真の平和を望みながら、文化や伝統を守り、 

生きがいに満ちたまちづくりに努めています。 

このふれあいのある郷土、美しい大地をこれから生 

まれ育つこどもたちに伝えることは私たちの務めです。 

私たちは、我が国が『非核三原則』を堅持すること 

を求めるとともに、ここに広く核兵器の廃絶を訴え、 

心から平和の願いをこめて港区が平和都市であること 

を宣言します。 

 

昭和６０（１９８５）年８月１５日 

 

港  区   

 



 

 

  策定にあたって 
 

 

わたしたちのまち港区は、高齢者、障害者をはじめ、妊産婦、子ども、外国人

等、多様な人々が住まうまちであり、また、国内外からのアクセスに優れ、観光

やビジネスで多くの人が訪れる国際性豊かな経済活動・情報発信の拠点とな

っています。誰もが安全・安心かつ円滑に移動ができ、いきいきと元気に暮ら

すことができる都市空間の形成のために、バリアフリーの推進は欠かすことの

できない重要な取組となっています。 

区では平成 26 年（2014 年）に「港区バリアフリー基本構想」を策定し、区民

や事業者の皆さんと連携、協働を図りながら、駅や公共施設、医療施設等とそ

の移動経路となる道路のバリアフリー化の推進に取り組んでまいりました。 

このたび新たに策定した「港区バリアフリー基本構想」では、すべての人が利

用しやすいことを考慮してまちづくりを行う「ユニバーサルデザイン」をさらに

推進し、バリアフリー化を加速するための新たな重点整備地区の追加、区民の

皆さん一人ひとりがお互いに理解し、尊重し、思いあい、支えあう「心のバリア

フリー」の推進の重要性を強調し、更なる施策の充実を図りました。 

また、世界的な大流行となった新型コロナウイルス感染症の感染拡大は、

人々の暮らしを根底から揺るがし、私たちはこれまでにない危機に直面してい

ます。かつてない先行きが不透明な状況な状況だからこそ、区は、本基本構想

を通して困難を克服した先の明るい未来の展望を示し、区民一人ひとりがこれ

まで以上に大切にされ、多様性を認め合う社会をめざします。 

本基本構想を着実に推進するには、区民や事業者の皆さんと区が一体とな

って、様々な取組みを進める必要があります。区では、皆さんと手を携えて、人

にやさしい良質な都市空間・居住環境の維持と創造に向け、全力で取り組んで

まいります。今後とも、一層のご支援とご協力をお願い申し上げます。 

本基本構想策定にあたり、ご尽力を賜りました港区バリアフリー基本構想推

進協議会の委員の皆さんをはじめ、数多くの貴重なご意見をいただきました

区民の皆さんに心からお礼を申し上げます。 

 

令和２年１１月 
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第１章 港区バリアフリー基本構想とは 
 

１-１．港区バリアフリー基本構想とは 
 

バリアフリー基本構想は「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」

（以下「バリアフリー法」）の規定により国が定めた「移動等円滑化の促進に関する基本方針」

に基づき策定するものです。 

港区においても高齢者、障害者等、誰もが安全に安心して快適に移動できるバリアフリ

ー空間の計画的な整備を進めていく方針として策定しています。 

今回、平成３０（2018）年及び令和２（2020）年のバリアフリー法の改正や、バリアフリー

化を必要とする人々の増加と多様化、区民のバリアフリーに対する意識の変化等を踏まえ

て、令和の新しい港区バリアフリー基本構想として策定しました。 

 

 

 
  

○バリアフリー法とは 

バリアフリー法は高齢者、障害者等が自立した日常生活や社会生活を営むことが

できる生活環境整備をめざし、移動等円滑化に関してより一体的・総合的な施策の

推進を図るため、公共交通機関を対象とした 「高齢者、身体障害者等の公共交通

機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律（交通バリアフリー法、平成１２

（2000）年）」及び建築物を対象とした「高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる

特定建築物の建築に関する法律（ハートビル法、平成６（1994）年）」を統合・拡充

し、平成１８（2006）年１２月に施行された法律です。 

バリアフリー法では、バリアフリー基本構想を公共交通機関、道路、都市公園、建

築物、交通安全施設等の施設管理者等に移動等円滑化基準への適合義務を課すこ

とによって、歩行空間の確保や施設・設備を利用する際のバリアを取り除き、重点的

かつ一体的なバリアフリー化を推進しようとするものとして位置づけています。 



 

－ 2 － 

 

１-２．港区バリアフリー基本構想の位置づけ 

港区バリアフリー基本構想は、「バリアフリー法」を受けて、区の基本構想、基本計画やま

ちづくりマスタープラン、福祉のまちづくり等のバリアフリーに関する他の関連計画との整

合性や事業連携を図りながら進めていく個別計画です。 

 

 

 
図 基本構想の位置づけ  

港区基本構想・基本計画 

整合 

移動等円滑化の促進に 
関する基本方針 

整合 事業 
連携 

整合 

 
 
 
 
 
 
 
 

港区の関連個別計画 

 

 

 

 

東京都の関連個別計画 

港区バリアフリー基本構想 

港区まちづくりマスタープラン 

高齢者、障害者等の 
移動等の円滑化の 
促進に関する法律 
（バリアフリー法） 
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１-３．これまでの経緯 

国及び港区のバリアフリーに関連する経緯は次のとおりです。 

港区では平成１９（2007）年４月に「港区交通バリアフリー基本構想（全体構想）」を策定

して以降、区内のバリアフリー化を重点的かつ一体的に推進するため、各地区総合支所を

含む浜松町、赤坂、六本木、白金高輪、田町の５つの駅周辺地区の重点整備地区の指定

や、バリアフリー法の「基本方針」の改正を踏まえ、平成２６（2014）年に港区バリアフリー

基本構想の策定を行ってきました。 

 

 

 

図 港区バリアフリー基本構想策定の経緯  

 
＜ 港区バリアフリー基本構想策定の経緯 ＞ 

「バリアフリー法」の施⾏及び「基本⽅針」の制定 平成 18(2006)年 12 月 

港区交通バリアフリー基本構想（全体構想）を策定 平成 19(2007)年４月 

重点整備地区のバリアフリー基本構想を策定 
 

平成 20(2008)年〜 
平成 21(2009)年 

５地区を重点整備地区に指定 
 
〇 浜松町駅周辺地区 
〇 赤坂駅周辺地区 
〇 六本⽊駅周辺地区 
〇 ⽩⾦⾼輪駅周辺地区 
〇 田町駅周辺地区 

重点整備地区以外の地区では、
「港区全体における基本構想」に
基づき、公共交通事業者、公安委
員会、施設管理者が協議・調整の
上、適宜、バリアフリーの整備を
推進 

平成 26(2014)年 9 月 港区バリアフリー基本構想を策定 
地区別の「基本構想」を統合・拡充し、港区におけるバリアフリー
化に向けた整備促進 

港区バリアフリー基本構想の策定 

「基本⽅針」の改正 平成 23(20011)年３月 

「バリアフリー法」及び「基本⽅針」の改正 
平成 30(2018)年５月 

令和２(2020)年５月 
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第２章 策定の考え方 
 

２-１．策定の背景 

「港区バリアフリー基本構想」が策定されてから６年が経過し、重点整備地区の対象施設

のバリアフリー化は着実に進んできましたが、これまでの港区バリアフリー基本構想に基づ

いた計画期間である令和２（2020）年度がを迎えたこと、さらに多様な利用者からの更な

るバリアフリー化を求める声などを勘案し、港区バリアフリー基本構想の策定を行うことと

しました。 

今回は主に次の 7 点を背景に港区バリアフリー基本構想を策定します。 

 

 
  

▶ バリアフリー化を必要とする人々の増加と多様化 

▶ バリアフリー法の改正 

▶ ユニバーサルデザイン等の関連法令等の動向 

▶ 区民のバリアフリーに対する意識の変化 

▶ 国際的な持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）への取組 

▶ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大による生活様式の変化 

▶ 区財政を取り巻く厳しい状況の認識 
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（１）バリアフリー化を必要とする人々の増加と多様化 
 

①港区の人口の変化 

バリアフリーを必要とする人々の割合の大きな変化はありませんが、港区全体の人口

は増加傾向にあり、今後も増加し令和９（2027）年には３０万人を超えると推測されます。 

港区は、外国人居住者や来訪者等の多様な人が集積しているまちであり、バリアフリ

ーを必要とする人々（高齢者、要介護認定者、障害者、子育て世代、外国人居住者等）も

人口の増加にあわせて増加する傾向にあります。 
 
 

  

図 港区の年齢別人口の推移（平成 26(2014)年～令和２(2020)年）と 

推計（令和３(2021)年～） 

出典 港区住民基本台帳（推移）、港区政策創造研究所（推計） 
 
 

  
図 港区の年齢別人口の割合の推移（平成 26(2014)年～令和２(2020)年）と 

推計（令和３(2021)年～） 

出典 港区住民基本台帳（推移）、港区政策創造研究所（推計） 
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図 港区の外国人居住者人口及び割合の推移 

出典 港区住民基本台帳 
 
 
 

 

図 港区の身体障害者手帳所持者等の推移 

出典 港区行政資料集 令和元年度（2020 年度）版  
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②観光客数の動向 

日本を訪れる外国人観光客は増加傾向にあり、東京都に訪れる外国人旅行者数は平

成２６（2014）年と比べて倍近く増加しています。大使館や外国系企業等の国際的資源

が豊富な港区では、国外からの多様な来訪者に対応したバリアフリーの整備が必要です。 

 

 
※外客数とは、日本に入国した外国人の入国数を示しています。   

図 訪日外客数及び訪都外客数の推移 

出典 日本政府観光局（JNTO）訪日外客数・出国日本人数データ及び 

東京都観光客数等実態調査 
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（２）バリアフリー法の改正 

①バリアフリー法の改正や関連法令等の動向 

世界中の様々な人々が集まる、東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会の開

催決定を契機に、バリアフリー法及び関係施策が平成３０（2018）年以降、改正又は策

定されています。主な関連法令の内容は次項のとおりです。 

 
 

表 関連法令、基準等の変化 

年度 
〜H25 
~(2013) 

H26 
(2014) 

H27 
(2015) 

H28 
(2016) 

H29 
(2017) 

H30 
(2018) 

R1 
(2019) 

R2 
(2020) 

①バリアフリー法         

②移動等円滑化の促
進に関する基本方
針 

        

③公共交通移動等円
滑化基準         

④建築物移動等円滑
化誘導基準         

⑤道路移動等円滑化
基準         

⑥都市公園移動等円
滑化基準         

⑦旅客施設及び⾞両等の
移動等円滑化の促進に
関する公共交通事業者
等の判断の基準 

        

⑧ユニバーサル社会
実現推進法         

⑨ユニバーサルデザイ
ン 2020 ⾏動計画         

⑩障害を理由とする
差別の解消の推進
に関する法律 

        

⑪障害を理由とする
差別の解消の推進
に関する基本方針 

        

⑫案内用図記号ガイ
ドライン         

※  黄色の塗り  は平成 26（2014）年以降に新たに制定、施行されたものを示します。 

H25.06 制定 H28.04 施⾏ 

H27.02 閣議決定 

H31.03 制定 
H31.04 施⾏ 

H18.12 制定 H2４.03 改正 

H30.12 施⾏ 

H27.02 計画決定 平成 29.02 決定 
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②バリアフリー法の改正 

 
  

＜平成３０（2018）年５月の改正＞ 

※平成 30（2018）年 11 月及び平成３1（2019）年４月施行の内容をまとめています。 

○ 基本理念の規定 

・ 理念規定を設け、「共生社会の実現」、「社会的障壁の除去」を明確化 
・ 「心のバリアフリー」として、高齢者、障害者等に対する支援（鉄道利用者による 

声かけ等）を明記 

○ 公共交通事業者等によるハード・ソフト一体的な取組の推進 

・ ハード対策に加え、接遇・研修のあり方を含むソフト対策のメニューを国土交通
大臣が新たに作成 

・ 事業者は、ハード・ソフト計画の作成・取組状況の報告・公表 

○ バリアフリーのまちづくりに向けた地域における取組強化 

・ 区市町村がバリアフリー方針を定めるマスタープラン制度を創設 
・ 近接建築物との連携による既存地下駅等のバリアフリー化を促進するため、協

定(承継効)制度及び容積率特例を創設 

○ 更なる利用し易さ確保に向けた様々な施策の充実 

・ 貸切バス・遊覧船等の導入時におけるバリアフリー基準適合を義務化 
・ 建築物等のバリアフリー情報の提供を新たに努力義務化 

 
 

＜令和２（2020）年５月の改正＞ 

※令和２（2020）年６月及び令和３（2021）年４月施行の内容をまとめています。 

○ 公共交通事業者等の施設設置管理者におけるソフト対策の取組強化 

・ 公共交通事業者等に対するスロープ板の適切な操作、明るさの確保等ソフト基
準適合義務の創設 

・ 公共交通機関の乗継円滑化のため、他の公共交通事業者等からのハード・ソフト

（旅客支援、情報提供等）の移動等円滑化に関する協議への応諾義務を創設 
・ 障害者等へのサービス提供について国が認定する観光施設（宿泊施設・飲食店

等）の情報提供を促進 

○ 区市町村等による「心のバリアフリー」の推進 

・ 目的規定、国が定める基本方針、区市町村が定める移動等円滑化促進方針の

記載事項や、基本構想に記載する事業メニューの一つとして、情報提供、理解の
増進、協力の確保等の「心のバリアフリー」に関する事項を追加 

・ 児童や学生のバリアフリーの理解を深めるための学校と連携して行う教育活動

の実施、住民やその他の関係者との協力の確保に必要な啓発活動の実施等の
教育啓発特定事業を追加 

・ バリアフリーの促進に関する地方公共団体への国の助言・指導 

○ バリアフリー基準適合義務の対象拡大 

・ 公立小中学校及びバス等の旅客の乗降のための旅客特定車両停留施設を追加

し、共生社会の実現に向け、高齢者、障害者等を含む全ての人々が互いの個性
を尊重しあう移動等の環境を整備 
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表 バリアフリー法に基づく基本方針における目標 
出典 国土交通省 HP「バリアフリー法に基づく基本方針における次期目標について

（中間とりまとめ）」（令和 2（2020）年 7 月 3 日） 

対象施設 

現状 
(平成 30

（2018）年
度末) 

令和 7（2025）年度末までの目標に関する考え方 

鉄軌
道 

鉄 軌
道 駅
※1 

段差の解消 
90％ 

○3,000 ⼈以上/日の施設及び基本構想の⽣活関連施設に位置づけら
れた 2,000 ⼈以上/日の施設を原則 100％ 

○バリアフリー指標として、案内設備（⽂字等及び⾳声による運⾏情
報提供設備、案内用図記号による標識等）の設置を追加 

○この場合、地域の要請及び支援の下、鉄軌道駅の構造等の制約条
件を踏まえ可能な限りの整備を⾏う 

○その他、地域の実情にかんがみ、利用者数のみならず利用実態を
踏まえて可能な限りバリアフリー化 

※高齢者、障害者等に迂回による過度の負担が⽣じないよう、⼤規
模な鉄軌道駅については、当該駅及び周辺施設の状況や当該駅の
利用状況等を踏まえ、可能な限りバリアフリールートの複数化を
進める 

※駅施設・⾞両の構造、運⾏の状況、駅の利用状況等に応じて、⼗
分に列⾞の⾛⾏の安全確保が図れることを確認しつつ、可能な限
りプラットホームと⾞両乗降⼝の段差・隙間の縮⼩を進める 

視覚障害者誘
導用ブロック 95％ 

案内設備※2 
71％ 

障害者用トイレ※3 
87％ 

ホームドア・
可動式ホーム
柵 

84 路線 
783 駅 

○10 万⼈以上駅の優先的な整備を引き続き推進（番線単位の数値目
標を設定） 

○10 万⼈未満駅を含む全体の番線単位の数値目標を設定 

鉄軌道⾞両※4 

73％ 

○令和２（2020）年４月に施⾏された新たなバリアフリー基準への適
合状況を踏まえてバリアフリー化率に関する目標値を設定 

※新幹線⾞両については「新幹線のバリアフリー対策検討会」での議
論を踏まえ、公共交通移動等円滑化基準を改正した上で、必要な
バリアフリー化を推進 

バス バ ス
タ ー
ミ ナ
ル※1 

段差の解消 94％ ○3,000 ⼈以上/日の施設及び基本構想の⽣活関連施設に位置づけら
れた 2,000 ⼈以上/日の施設を原則 100％ 

○バリアフリー指標として、案内設備（⽂字等及び⾳声による運⾏情
報提供設備、案内用図記号による標識等）の設置を追加 

○その他、地域の実情にかんがみ、利用者数のみならず利用実態等
を踏まえて可能な限りバリアフリー化 

視覚障害者誘
導用ブロック 96％ 

案内設備※2 68％ 
障害者用トイレ※3 75％ 

乗 合
バ ス
⾞ 両
※4 

ノンステップバス 59％ ○目標値を引き上げる 
リフト付きバ
ス等（適用除外
⾞両） 5％ 

○約 25％をリフト付きバス又はスロープ付きバスとする等、高齢者、障害
者等の利用の実態を踏まえて、可能な限りバリアフリー化 

○１日当たりの平均的な利用者数が⼀定数以上の航空旅客ターミナ
ルのうち鉄軌道アクセスがない施設へのバス路線を運⾏する乗合
バス⾞両における適用除外の認定基準を⾒直すとともに、新たな
目標値を設定 

貸切バス⾞両※4 
1,013 台 

○約 2,100 台のノンステップバス、リフト付きバス又はスロープ付
きバスを導⼊する等、高齢者、障害者等の利用の実態を踏まえ
て、可能な限りバリアフリー化 

タク
シー 

福祉タクシー⾞両※4 
28,602 台 

○目標値を引き上げる 
○ユニバーサルデザインタクシーの導⼊に関する目標値を新たに設

定（現状︓12,533 台） 
 

※1 1 日当たりの平均的な利用者数が 3,000 人以上のものが対象。  

※2 文字等により表示するための設備及び音声により提供するための設備、標識、案内板等。  

※3 便所を設置している旅客施設が対象。 

※4 車両等におけるバリアフリー化の内容として、段差の解消、運行情報提供設備（車両等の運行（運航を含む。）に関する情報を文字等 により表示するための設

備及び音声により提供するための設備。福祉タクシーにあっては、音等による情報提供設備及び文字による 意思疎通を図るための設備）の設置等が含まれる

旨を明記。   
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対象施設 

現状 
(平成 30

（2018）年
度末) 

令和 7（2025）年度末までの目標に関する考え方 

船舶 旅 客
船 タ
ー ミ
ナ ル
※1 

段差の解消 100％ ○バリアフリー指標として、案内設備（⽂字等及び⾳声による運航情
報提供設備、案内用図記号による標識等）の設置を追加 

○2,000 ⼈以上/日の施設を原則 100％ 
○離島との間の航路等に利用する公共旅客船ターミナルについて地

域の実情を踏まえて順次バリアフリー化 
○その他、地域の実情にかんがみ、利用者数のみならず利用実態等

を踏まえて可能な限りバリアフリー化 

視覚障害者誘
導用ブロック 79％ 

案内設備※2 50％ 
障害者用トイレ※3 92％ 

旅客船※4 

46％※5 

○目標値を引き上げる 
○2,000 ⼈以上/日のターミナルに就航する船舶は、構造等の制約条

件を踏まえて可能な限りバリアフリー化 
○その他、利用実態等を踏まえて可能な限りバリアフリー化 

道路 重点整備地区内の主
要な⽣活関 連経路を
構成する道路 

89％※6 
○重点整備地区内の主要な⽣活関連経路を構成する道路約 4,450km

（令和元（2019）年 7 月拡⼤）のバリアフリー化に関する目標値
を設定 

都市
公園 
 

園路及び広場 57％ ○規模の⼤きい公園のバリアフリー化率の目標値を引き上げる 
駐⾞場 48％ 
便所 36％ 

路外
駐⾞
場 

特定路外駐⾞場 
65％ 

○目標値を引き上げる 

建築
物 

2,000 ㎡以上の特別
特定建築物※7 のスト
ック 

60％ 

○床面積の合計が 2,000 ㎡以上の特別特定建築物のバリアフリー化
率の目標値を引き上げる 

○床面積の合計が 2,000 ㎡未満の特別特定建築物等についても、地
方公共団体における条例整備の働きかけ、ガイドラインの作成及
び周知により、バリアフリー化を促進 

※公⽴⼩中学校については、⽂部科学省においてバリアフリー化の
実態を的確に把握し、整備目標を検討 

信号
機等 

主要な⽣活関連経路を
構成する道 路に設置
されている信号機等 

99％ 
○原則 100％ 
※⾳響機能付加信号機等及びエスコートゾーンについて、施設ごと

の整備状況を把握した上で、目標値を明記 
基本
構想
等 

移動等円滑化促進方
針の作成 

7 
自治体※8 

○移動等円滑化促進方針の作成区市町村数に関する数値目標を設定 

移動等円滑化基本構
想の作成 

304 
自治体※9 

○2,000 ⼈以上/日である鉄軌道駅及びバスターミナルが所在する区市町村に占
める割合を勘案して基本構想の作成区市町村数に関する数値目標を設定 

「心のバリアフリー」 

― 

○移動等円滑化に関する国⺠の理解と協⼒を得ることが当たり前の
社会となるような環境を整備する 

○「心のバリアフリー」の用語の認知度に関する数値目標を設定（現
状︓約 24％※10） 

 
※1 1 日当たりの平均的な利用者数が 3,000 人以上のものが対象。  

※2 文字等により表示するための設備及び音声により提供するための設備、標識、案内板等。  

※3 便所を設置している旅客施設が対象。 

※4 車両等におけるバリアフリー化の内容として、段差の解消、運行情報提供設備（車両等の運行

（運航を含む。）に関する情報を文字等 により表示するための設備及び音声により提供するため

の設備。福祉タクシーにあっては、音等による情報提供設備及び文字による 意思疎通を図るた

めの設備）の設置等が含まれる旨を明記。 

※5 平成 31（2019）年４月より適用となった旅客不定期

航路事業の用に供する船舶は含まれていない。 

※6 重点整備地区内の主要な生活関連経路を構成する

道路約 1,700 ㎞が対象。 

※7 公立小中学校は除く。 

※8 令和２（2020）年 5 月末の数値。 

※9 令和２（2020）年 3 月末の数値。 

※10 令和元（2019）年 12 月に国土交通省が実施した

「心のバリアフリーに関するアンケート調査」による。 
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（３）ユニバーサルデザイン等の関連法令等の動向 
 

①関連法令の動向 
 

ア）障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律の施行（平成 25(2013)年法

律第 65号） 

 
 

イ）ユニバーサル社会の実現に向けた諸施策の総合的かつ一体的な推進に関する

法律の施行（平成 30（2018）年法律第 100 号） 

 
 
 
 

②港区の条例の動向 
 

ウ）港区手話言語の理解の促進及び障害者の多様な意思疎通手段の利用の促進に

関する条例（令和元（2019）年 12 月 1日施行） 

 
  

○ 基本方針 

・ 障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策の基本的な方向 
・ 行政機関等が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置に関する

基本的な事項 
・ 事業者が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置に関する基本

的な事項 
・ その他障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に関する重要事項 

○ 基本方針 

・ 日常生活又は社会生活上特に配慮を要する者の、教育の内容及び方法の改

善及び充実 
・ 多様な就業の機会の確保 
・ 移動上又は施設の利用上の利便性及び安全性の確保 
・ 手話等の意思疎通のための手段並びに情報の取得及び利用のための手段の

確保 
・ 障害者、高齢者等の安全を考慮した防災上の措置 
・ 選挙等に関し、円滑に投票を行うことができる環境の確保 

○ 条例の特徴 

・ 区は区民や事業者の皆さんに、手話が言語であることの理解を促進 
・ 障害者のそれぞれの障害の特性に応じた多様な意思疎通手段の利用を促進 
・ 区は施策を実施する際、区民や事業者の皆さんと協働の下、参画を得て行う 
・ 緊急時及び災害発生時は、共助の理念の下、障害のある方が情報を円滑に得

られるよう、区は、区民や事業者の皆さんと、多様な意思疎通手段を利用し、

情報を提供する取り組む 
・ 事業者の皆さんが行う自主的な取組を促進するため、区は情報の提供及び助

言を行う 
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（４）区民のバリアフリーに対する意識の変化 

バリアフリー状況の事後評価として区民アンケートを実施しており、平成２５（2013）年

度と令和元（2019）年度の結果を比較すると、バリアフリー化が進み「便利になった」と「改

善された」と感じる意見も多かった一方で、駅のバリアフリールートの複数化を望む意見や

トイレ内の大人用ベッドの設置等、さらにレベルを上げたバリアフリー対策についてのニー

ズが高まっています。 

 

（５）国際的な持続可能な開発目標への取組 

①持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）とは 

SDGs（持続可能な開発目標）とは、平成 27（2015）年 9⽉の国連サミットで採択

された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」にて記載された令和 12（2030）

年までに持続可能でより良い世界をめざす国際目標です。17 のゴールと 169 のター

ゲットから構成され、地球上の「誰一人取り残さない」ことを誓っており、普遍的なもの

として全ての国で取組が進められています。 

 

図 ＳＤＧｓにおける 17のゴール 
 

②ＳＤＧｓと港区バリアフリー基本構想との関係 

SDGs が掲げる「誰一人取り残さない」社会の実現に向けて、国や地方自治体、企

業、教育・研究機関、NPO など、様々な主体により積極的な取組が展開されています。

SDGs が掲げる目標や方向性は地域課題の解決に資するものであることから、区は、

本基本構想における政策や施策と SDGs との関連を明らかにし、SDGs の目標を踏

まえて各施策を推進していきます。  
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（６）新型コロナウイルス感染症の感染拡大による生活様式の変化 

令和２（2020）年より新型コロナウイルス感染症が感染拡大しており、港区は東京都内

の自治体の中でも感染者数の多い地区となっています。令和２（2020）年３月より、新型コ

ロナウイルス感染症を契機として「３つの密（密閉空間、密集場所、密接場面）」をできる限

り避けるとともに、人との距離は２メートル（ソーシャル・ディスタンス）、こまめな手洗い、咳

エチケットなど、感染防止のための新しい生活様式により、暮らし方や働き方は転換期を迎

えています。 

 

（７）区財政を取り巻く厳しい状況の認識 

区は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による人口動向への影響を注意深く観察し、

本基本構想に計上した事業等の実施について柔軟に対応するとともに、景気後退による財

政状況の変化も注視し、優先的・重点的に取り組む課題に財源を積極的に配分することに

より、港区らしいきめ細やかなサービスを展開してまいります。 
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２-２．現状の課題と策定の視点 

以下の現状の課題を踏まえ、港区バリアフリー基本構想における策定の視点とします。 

 

課題① 誰もが移動しやすく、使いやすい施設整備の推進が必要 

○ 港区全体の人口の増加に伴いバリアフリーを必要とする人々（高齢者、要介護認定

者、障害者、子育て世代、外国人居住者等）も増加の傾向にあり、誰もが分かりやす

く使いやすい施設整備の推進が必要です。 

○ 観光客数が増加傾向にあり、港区は多様な人々が集まるまちのため、来街者の誰も

が円滑に利用できる環境を整えるとともに、案内のしやすさを考慮した整備の検討

が必要です。 
 

視点① ユニバーサルデザインの推進 

▶ 港区は多様な人々が暮らし、集まるまちとして、誰もがわかりやすく使いやすい施設

整備が必要なため、ユニバーサルデザインをさらに推進し、ハード・ソフト両面からバ

リアフリーへの取組を強化することで、誰もが円滑に施設を利用できる環境を整え、

安全・安心に気持ちよく過ごせる環境を形成します。 

 

課題② バリアフリー化の更なる推進と港区ならではの新たな取組が必要 

○ これまでの港区バリアフリー基本構想に位置づけた特定事業は一定程度の進捗が

見られますが、総事業数 961 件に対して、整備数 729 件で、75.9％の進捗率と目

標の 100％が達成ができない見込みです。未完了事業の継続的な推進が必要です。 

○ 完了事業についても利用しやすさの向上のための要望があるため、利用者の意見と

実際の整備に乖離が起きないよう、利用者の意見を伺いながら、港区ならではの坂

道への対応や運河沿いの遊歩道の整備、年齢・性別・人種等を問わず多様な人々に

対応した新たな取組を検討する必要があります。 

○ 現在の重点整備地区の指定から１０年が経過し、まちの変化や新たな施設の立地等、

区の状況も変化しています。そのため、これまでの重点整備地区に加えて、新たな重

点整備地区を指定し、面的なバリアフリー化を推進する必要があります。 

○ まちの変化や更なるバリアフリー化を望む区民意識の変化を受けた更なるバリアフ

リー化の推進が必要です。 
 

視点② 重点整備地区及び特定事業の追加 

▶ 重点整備地区と特定事業（バリアフリー化の整備に関する事業）について、区民の声

や地域の新たなニーズを踏まえて追加を行い、更なる推進をめざします。 

▶ 利用者の意見と実際の整備に乖離が起きないよう、利用者の意見を伺いながら、国

の示す基準やガイドライン等の改正を踏まえて、港区ならではの坂道への対応や運河

沿いの遊歩道の整備、年齢・性別・人種等を問わず多様な人々に対応した新たな取組

を提案します。  
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課題③ 思いやりのある心のバリアフリーが必要 

○ バリアフリー法の改正において区市町村等による「心のバリアフリー」の推進が明記

されたほか、「障害者差別解消法」、「ユニバーサル社会実現推進法」の施行や「港区

手話言語の理解の促進及び障害者の多様な意思疎通手段の利用の促進に関する

条例」の制定など近年ソフト面の取組も重要視されています。しかしながら、区民アン

ケートによる心のバリアフリーのキーワードの認知度は、約 10％と低い結果となって

います。道路管理者や交通事業者等と連携し、互いに思いやりのある心のバリアフリ

ーの更なる推進が必要です。 
 

視点③ 心のバリアフリーの推進 

▶ 「障害者差別解消法」、「ユニバーサル社会実現推進法」の施行や「港区手話言語の

理解の促進及び障害者の多様な意思疎通手段の利用の促進に関する条例」の制定

など、ソフト面の取組が重要視されています。バリアの解消においては、ハード面の整

備に加え、ソフト面の取組を交通事業者や施設管理者等と連携し、互いに思いやりの

ある心のバリアフリーを推進します。 

 

課題④ 生活様式の変化に対応したバリアフリーが必要 

○ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大により生活様式が変化しており、３つの密（密

閉空間、密集場所、密接場面）を避けた施設利用等、新たな生活様式に対応した施

設利用のあり方が求められています。 
 

視点④ 新しい生活様式に対応したバリアフリーの推進 

▶ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大により生活様式が変化しており、３密を避けた

施設利用への対応、バリアフリーを必要としている人が優先して利用できる環境を形

成します。 
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第３章 港区バリアフリー基本構想における基本方針 
 

３-１．基本理念 

バリアフリー法に基本理念が条文化（共生社会の実現、社会的障壁の除去の追加）され

たことを踏まえ、区民にわかりやすい表現に改め、世界に認められるバリアフリー社会をめ

ざします。 

 

 

 

３-２．基本方針 

これまでの基本方針を推進することに加え、策定の課題と視点を踏まえ、基本理念の実

現に向けて、以下の３つの基本方針を踏まえた取組を推進していきます。 
 

基本方針① 
誰もが利用しやすく、国際化にも配慮した 

ユニバーサルデザインによる多様なニーズへの対応 

【方向性】 

ユニバーサルデザインの対象となる取組の範囲は広いため、港区バリアフリー

基本構想におけるユニバーサルデザインの考え方を整理し、事業に取り組むこと

で、一人ひとりの多様性が尊重され、社会参加ができる環境を形成します。 

【取組】 

⇒誰もが分かりやすいサイン表示や「やさしい日本語」での表記等、ユニバーサル

デザインを加速し、誰もが使いやすいシンプルで柔軟性のあるバリアフリー化を

推進します。 

⇒港区バリアフリー基本構想におけるユニバーサルデザインの考

え方を整理し、事業に取り組むことで、一人ひとりの多様性が

尊重され、社会参加ができる環境を形成します。 

【ＳＤＧｓのゴールとの関係】 
ユニバーサルデザインに取り組むこと

で誰もが使いやすく、性別や障害による

不平等の解消をめざします。 
  

 誰もが安全･安心かつ円滑に移動でき、 
いきいきと元気に暮らせる都市空間を形成するとともに、 

お互いを尊重し、共生する社会の実現 

第４章参照 
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基本方針② 
利便性・安全性を向上したバリアフリーの 

更なる加速化 

【方向性】 

重点整備地区と特定事業について追加を行い、更なるバリアフリー化を推進し

ます。また、港区の特徴である坂道や水辺空間について歩きやすさ等のアクセス

性の向上を継続して推進します。 

【取組】 

⇒誰にとっても安全で移動しやすい経路の整備や施設内のバリアフリー化を図る

など、まち全体の利便性と安全性の向上を実現します。 

⇒ＩoＴを活用した社会実験等に新たに取り組み、新しいバリアフリーのあり方を模索します。 

⇒歩きやすい坂道やアクセスしやすい水辺空間の形成により、

生活の豊かさと利便性の向上をめざします。  

【ＳＤＧｓのゴールとの関係】 
公共施設や医療施設等の生活関連

施設へのアクセスのしやすさや、働き

やすさ、住み続けられるまちづくりをめ

ざします。 
 
 

基本方針③ 
多様な世代の人々がお互いを助けあう 

心のバリアフリーの推進 

【方向性】 

港区では、バリアフリーのキーワードのひとつである「心のバリアフリー」はまだ

広く認知されていません。更に心のバリアフリーを推進することでハード面の整備

だけでなく思いやりの心を育てるため、これからの港区に必要な新たな取組を整

理します。 

【取組】 

⇒お互いを思いやり支え合う社会の浸透をめざし、関係者が広報・啓発、教育等を

行い、思いやりの心を育成します。 

⇒高齢者、障害者等、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らすことができる地域

共生社会を実現します。 

⇒新型コロナウイルス感染症対策を適切に行うとともに、特にバリ

アフリーを必要とする方が優先して利用できる譲り合いの心を

醸成します。  

【ＳＤＧｓのゴールとの関係】 
心のバリアフリーにより、世代や事業者等、

多様な立場の人々が、互いに助け合うことので

きる考えの浸透、パートナーシップの形成を図

ります。 

第５章参照 

第６章参照 
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３-３．計画期間 
 

まちづくりに伴うバリアフリー環境整備は完了までに時間を要すること、また「港区まちづ

くりマスタープラン」の計画期間は２０年と長期であり、まちづくり分野の計画や事業との整

合性を図っていく必要があります。 

そのため、計画期間は令和３（2021）年度から令和１２（2030）年度までの１０年間としま

す。 

その中で、特定事業計画については、3 年間の短期事業期間、６年間の中期事業期間と

し、その節目においては、港区の基本計画や地域保健福祉計画等の関連計画との整合性

を図り、その都度事業の見直しを行います。 

なお、事業期間は目安として統一的に設定したもので、各事業者が特定事業計画を策

定する際は、施設の特性、整備スケジュールに沿った計画を定めることになります。そして、

短期事業期間及び中期事業期間の終了時には各事業者が定める特定事業計画について

そのときの新たな課題や問題点を反映した見直しを依頼し、段階的かつ継続的な発展をめ

ざしていきます。 
 

年度 
R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 

2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 

上位計画 

            

港区 
バリアフリー 
基本構想 

            

図 計画期間 
  

  

 港区基本計画 港区基本計画（R3〜R8） 

 港区実施計画 港区実施計画 
（R６〜R８） 

港区実施計画 
（R3〜R５） 

改定（予定） 

港区まちづくりマスタープラン（H２９〜R１８） 

必要に応じて改定 
 

港区バリアフリー基本構想（R3〜R１２） 

策定 

事業の⾒直しを実施 

特定事業計画 

短期事業期間 
（R3〜R5） 

中期事業期間 
（R3〜R8） 事業の⾒直しを実施 
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第４章 ユニバーサルデザインによる多様なニーズへの対応 
 

４-１．ユニバーサルデザインとバリアフリーの関係 

（１）ユニバーサルデザインとは 

ユニバーサルデザインは障害の有無、年齢、性別、人種等にかかわらず、多様な人々が

利用しやすいよう、あらかじめ都市や生活環境をデザインする考え方に基づき、次の７つの

原則によって構成された考え方です。 

国はバリアフリー法改正と同様に東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会の開

催決定を契機に、「ユニバーサルデザイン２０２０行動計画」を平成２９（2017）年２月に決

定し、「共生社会の実現に向けた大きな二つの柱として、国民の意識やそれに基づくコミュ

ニケーション等、個人の行動に向けて働きかける取組（「心のバリアフリー」分野）と、ユニバ

ーサルデザインの街づくりを推進する取組（街づくり分野）」に取り組んでいます。 
 
 

 
図 ユニバーサルデザインの７つの原則 

  

 

ユニバーサルデザインの７つの原則 

公平であること 
誰にでも使用でき、入手
できること。誰も特別扱
いをされず色々なユーザ
ーに魅力的であること。 

利⽤における柔軟性 
あらゆる人に応じた使い
方が選択できること。使
い方の自由度が高いこ
と。 

明確な情報 
 

必要な情報が簡単にわ
かること。また絵や音声
等、様々な表現手段で
情報を伝えること。 

単純で直観的な利⽤ 
 

使い方がわかりやすい
こと。使う人の経験や知
識、言語や能力に左右さ
れないこと。 

失敗に対する寛容さ 
危険が少なく、安全に利
用できること。失敗が起
きにくく、失敗しても元に
戻れること。 

少ない⾝体的労⼒ 

少ない労力で効率的に、
楽に使えること。長く使
っても、疲れにくいこと。 

十分なサイズと空間 

からだの大きさや姿勢、
動き等に関係なく、誰に
でも利用できる大きさ、
広さがあること。 
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（２）ユニバーサルデザインとバリアフリーの関係 

バリアフリーは高齢者、障害者等が障害によりもたらされるバリアの解消を目的と

している考え方です。一方、ユニバーサルデザインは障害の有無、年齢、性別、人

種等にかかわらず多様な人々が利用しやすいようにあらかじめデザインするという

考え方です。 

平成３０（2018）年５月のバリアフリー法の改正により、基本理念（第一条の二）において

「第一条の二 この法律に基づく措置は、高齢者、障害者等にとって日常生活又は社会生

活を営む上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のものの

除去に資すること及び全ての国民が年齢、障害の有無その他の事情によって分け隔てられ

ることなく共生する社会の実現に資することを旨として、行われなければならない。」と位置

づけられたため、バリアフリーの対象となる人が従前より更に広がりました。 

既存の障害を除去し、環境を改善するバリアフリーと、多様な人々が利用しやすいよう

あらかじめデザインするユニバーサルデザインの両方の考え方に基づく取組を推進するこ

とが求められている状況から、港区バリアフリー基本構想におけるユニバーサルデザイン

の考え方を整理します。 

 

 

 

 
 

図 ユニバーサルデザインとバリアフリーの関係 

 

  

バリアフリー 
特定の人のための 

整備・取組 
（主に高齢者・障害者） 

ユニバーサルデザイン 
障害の有無、年齢、性別、人種

等にかかわらず多様な人々のた
めの整備・取組 

バリアフリー 
年齢、障害の有無に 

かかわらず全ての国民のため
の整備・取組 

ユニバーサルデザイン 
障害の有無、年齢、性別、人種

等にかかわらず多様な人々のた
めの整備・取組 

これまでの考え⽅ これからの考え⽅ 
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４-２．ユニバーサルデザインの考え方と位置づけ 

（１）港区バリアフリ－基本構想におけるユニバーサルデザインの考え方 

バリアフリー法では、これまでも「ユニバーサルデザイン」の考え方を踏まえた規定が盛り

込まれています。また、世界中の様々な人が集う東京２０２０オリンピック・パラリンピック競

技大会の開催決定を契機に、更なるユニバーサルデザインの考え方の検討が進められて

います。 

港区バリアフリー基本構想においては、ユニバーサルデザインの取扱う範囲を以下のと

おり整理し、明確にすることで、ユニバーサルデザインの考え方に基づくバリアフリー化を

実施することで、ユニバーサルデザインのまちづくりを加速し、多様性が尊重され、社会参

加ができる環境の形成を図ります。 

 

 

 
図 港区バリアフリー基本構想におけるユニバーサルデザインの考え方 

  

 
【主な考え⽅】 

 
・ 移動経路や施設の利用しやすい

環境の整備（電線類の地中化、

休憩所の設置等） 
・ 誰もが簡易に得ることのできる情

報発信（IoT 化、見やすさの向上

等） 
 
 
 
・ 利用者がお互いを理解して、助

け合う環境形成の推進（サインの

周知、担い手の育成） 
 
 

 
【主な考え⽅】 

 
・ 身体のハンデにかかわらず利用

することのできる整備（点字、音

声信号等） 
・ 言語のハンデにかかわらず利用

することのできる整備（案内の多

言語化等） 
・ 年齢等による生活の変化に対応

した整備（トイレの多機能化等） 
 
・ 利用者の補助（生活関連施設の

事業者等による補助） 
 
 
 

ハ
ー
ド
事
業 

ソ
フ
ト 

事
業 

ユニバーサルデザイン 
《追加要件》 

障害の有無、年齢、性別、⼈種等に
かかわらず多様な⼈々が利⽤しや
すいようあらかじめデザインする 

 

バリアフリー 
《必須要件》 

既存の障害を除去し、 
誰もが安全に利⽤できる 

環境への改善を図る 
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（２）ユニバーサルデザインの主な取組 

ユニバーサルデザインは「多様な人々が利用しやすいよう、あらかじめ都市や生活環

境をデザインする考え方」に基づく取組のため、多様な分野にわたります。そのため、港

区バリアフリー基本構想においては、移動等の円滑化に関するユニバーサルデザインを

推進します。また、関連計画との事業連携を図ることにより、港区全体のユニバーサルデ

ザインの推進を図っていきます。 

 

 

図 ユニバーサルデザインの主な取組 

  

ユニバーサルデザインの推進 

港区の関連個別計画 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

等 

港区バリアフリー基本構想 

港区地域保健福祉計画 事業 
連携 

移動等の円滑化等に関する 
ソフト事業の推進 

移動等の円滑化等に関する 
ハード事業の推進 

港区子ども・子育て支援 
事業計画 

道路・ 
歩⾏空間 

公園 

区有施設 
⺠間施設 交通環境 

港区男⼥平等参画⾏動計画 

普及・啓発 
情報発信 担い手の育成 

港区国際化推進プラン 

港区総合交通戦略 

ユニバーサル社会の実現に向けた諸施策の総合的かつ⼀体的な推進に関する法律 
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（３）ユニバーサルデザインの施策例 

ユニバーサルデザインの位置づけを踏まえて、ユニバーサルデザインの考え方を取り入

れた以下の事業を進め、多様なニーズに対応していきます。 
 

①ハード事業 

ユニバーサルデザインの視点を重視することで、円滑に移動できる施設整備の促進

を図ります。 
 

  

  

 
  

公共交通機関における地上出口の複数ルート化 

バリアフリー化された経路が１

つのみでは、公共交通機関の地

上出入口から目的施設まで、バ

リアフリーの経路が確保されて

いたとしても、遠回りの経路を利

用する必要がありました。 

ホームから地上出入口まで複

数の経路が確保されることで、

車椅子やベビーカーの利用者、

高齢者等がより移動しやすい環

境になります。 

電線類地中化 

通行することはできますが、

電柱により、幅員が狭くなってい

る歩道があります。 

電線類地中化により、電柱が

歩道から無くなり、より幅員が広

く、誰もが歩きやすい歩道になり

ます。 

 

ベンチの設置 

港区は坂が多いこともあり、段差等が少ない経路でも、体

力を必要とする経路があり、高齢者や障害者等にとって負担

となっています。 

歩道や沿道の民間敷地にベンチを設置することで、休憩し

ながら歩くことのできる歩道になります。 

左：電柱により幅員の狭い歩道 
右：電柱が無く、幅員が広い歩道 

出典 東京都交通局ＨＰ 
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多機能トイレの機能の分散 

多機能トイレの設置により、

誰でもトイレを利用できるよ

う、各建物等で整備されてい

ます。一方で、多機能トイレに

オストメイトやベビーベッド等

の多くの機能が集約されるこ

とで、利用が集中し、必要とし

ている利用者が利用できない

状況があります。 

一般トイレにベビーチェア

等の分散が可能な機能を分

散することにより、トイレ全体

で多様な人々が使いやすい

環境になります。 

 

エレベーター周辺等の視覚障害者誘導用ブロック等の適切な配置 

エレベーターまで、視覚障害者を誘導するために視覚障

害者誘導用ブロックが設置されています。一方で、乗降口の

前に設置してある場合、視覚障害者にとって、ボタンの位置

が分かりにくく、利用しにくいだけではなく、車椅子やベビー

カー、シルバーカー等の利用者にとっては通過しにくい障害

となります。 

あらかじめ障害のない環境を形成するため、エレベーターボタンの前に視覚障害者

誘導用ブロックで誘導することで、視覚障害者誘導用ブロックを必要とする視覚障害

者にとって利用しやすく、他の利用者の障害にならない適切なバリアフリーになります。 

図 公共トイレの機能分散の考え方 
出典 多様な利用者に配慮したトイレの整備方策に関する

調査研究（国土交通省） 
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②ソフト事業 

情報のユニバーサルデザイン化の充実を図り、多様な人々が利用しやすい環境を形

成します。 
 

  

  

 

心のバリアフリーの普及・啓発 

ハード事業のバリアフリー化は整備に時間を要するこ

とが課題のひとつです。そのため、既存のバリアフリー設

備を多様な人々が利用することができる環境の形成も

必要です。 

心のバリアフリーの普及・啓発により、ユニバーサルデ

ザインの考え方である、障害の有無、年齢、性別、人種等

に関らず多様な人々が利用しやすいよう、利用者がお互

いを理解して、助け合う環境形成の推進を図っていきま

す。 

港区バリアフリーマップや案内板等の多言語表示 

港区バリアフリーマップや案内板等

の多言語化を図ることで、外国人の方

も利用できる情報として発信していま

す。 

港区バリアフリーマップは日本語と

英語の2カ国語ですが、「バリアフリー

まち歩きMAP in 港区」では、中国語

とハングル語を加えた4カ国語で作成

する等、多様な人々が利用できるよう

情報の充実を図っています。 

Uni-Voice を用いた情報発信 

視覚障害者の方に必要な情報を発信するにあたっては、情報が多い場合に点字

では多様なスペースを必要とし、また、点字に慣れていない方は読むことができない

等の課題がありました。 

専用機器以外にスマートフォンのアプリ等でも読み取ることができるＵｎｉ－Ｖｏｉｃｅ

を用いることで、少ないスペースで必要な情報や多くの情報を視覚障害者の方に発

信することができます。 

港区バリアフリー基本構想においても、視覚障害者の方も読むことができるよう、

Uni-Voice を用いる予定です。 

港区バリアフリーマップ 

トイレに関する心のバリアフリーの 

普及・啓発のポスター 
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図 JIS Z8210 に対応した案内用図記号（公共・一般施設）１ 

出典 国土交通省ＨＰ  

誰もが読み取ることができるピクトグラムの表示 

文字・言語によらず対象物、概念または状態に関する情報を提供する図形です。

同じピクトグラムを用いることで、視力の低下した高齢者や障害のある方、外国人観

光客等も情報を得ることができます。 
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図 JIS Z8210 に対応した案内用図記号（公共・一般施設）２ 

出典 国土交通省ＨＰ 
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第５章 バリアフリーの更なる加速化 
 

５-１．整備方針 

（１）整備方針 

基本方針に基づき、重点整備地区内外の整備方針を以下のとおりとし、バリアフリーの

更なる加速化を図ります。 

 

  
⇒５つの総合支所を中心とした重点整備地区の中でバリアフリー化に継続して取り組む

とともに、短期・中期・長期で具体的な特定事業を定めます。 

 

  
⇒高輪ゲートウェイ駅及び虎ノ門ヒルズ駅周辺は、開発の進捗にあわせ新たな重点整備

地区に指定し、特定事業を定め、バリアフリー化に取り組みます。 

 

  
⇒重点整備地区以外の地域についても、国が示す「移動等円滑化の促進に関する基本

方針」及び「建築物移動等円滑化誘導基準」や「道路移動等円滑化基準」等の各施設

における基準に適合した施設整備や維持が必要であるため、区の全域にわたって、各

地区総合支所を中心に各事業者等が地域のニーズや特性を踏まえ、バリアフリー化

を推進します。 

 

  

整備方針① これまでの重点整備地区の整備方針 

整備方針② 新たな重点整備地区の整備方針 

整備方針③ 重点整備地区以外の整備方針 
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（２）重点整備地区とは 

重点整備地区は、バリアフリー法における配置要件、課題要件、効果要件の３つの法

的要件に基づき、区内のバリアフリー化を重点的かつ一体的に推進するための７つの特

定事業計画を進める地区です。 

港区では、旅客施設を中心に通常徒歩で移動する５００ｍ～1,000ｍ圏を範囲として、

平成１９（2007）年の交通バリアフリー基本構想策定時に各地区総合支所を含む浜松

町駅、赤坂駅、六本木駅、白金高輪駅、田町駅の５つの駅周辺を重点整備地区と定めて

います。 
 

重点整備地区の法的要件（バリアフリー法第２条 21項イ～ハ） 

 
 

 

図 重点整備地区及び地区内の事業の種別 

 

  

配置要件：生活関連施設（高齢者、障害者等が日常生活又は社会生活において

利用する旅客施設、官公庁施設、福祉施設その他の施設）があり、

かつ、それらの移動が通常徒歩で行われる地区 

課題要件：生活関連施設及び生活関連経路についてバリアフリー化事業が特に

必要な地区 

効果要件：バリアフリー化の事業を重点的、一体的に行うことが総合的な都市

機能の増進を図る上で有効かつ適切である地区 
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（３）重点整備地区内の特定事業計画の進捗状況 

①重点整備地区内の特定事業計画の進捗率の推移 

重点整備地区内では公共交通事業者、公安委員会、道路・公園管理者、施設管理者

が港区バリアフリー基本構想に沿ってバリアフリー化事業を進めるための特定事業計画

を作成し、バリアフリー化を進めています。 

特定事業計画の進捗は下図のとおりです。全事業の進捗率は令和元（2019）年度末

で 75.9％となっています。各特定事業で進捗率に違いがあり、公共交通、道路、交通安

全、心のバリアフリーは 80%を超える高い進捗率がみられますが、一方で建築物につ

いては事業を実施するためには大規模修繕が必要なものも多く、進捗率が他と比べて

低い状況がみられます。 

各特定事業において、国の示す基準やガイドライン等の改正、社会情勢や区民、利用

者の意見・要望に対応した事業の追加検討が必要です。 

 

  

図 重点整備地区の進捗率の推移 

  

進捗率＝（完了＋継続実施中）/事業数 

進捗率は、各特定事業の事業数から、完了と継続実施中の事業を加え算出したものです。 

20%

40%

60%

80%

100%

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

公共交通特定事業（路線バス含む） 道路特定事業

都市公園特定事業 建築物特定事業

交通安全特定事業 心のバリアフリー特定事業

全事業
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表 特定事業別の特定事業の進捗状況 
令和２（2020）年３月現在 

特定事業名 事業者
数 事業数 完了 継続 

実施中 進捗率 
（参考） （参考） 

前年度 
完了+継続 

前年度 
進捗率 

①公共交通特定事業 ８ ２４７ １００ １２４ ９０.７％ ２１７ ８８.２％ 

②道路特定事業 ３ ２６１ ４１ １８８ ８７.７％ ２３３ ８７.９％ 

③都市公園特定事業 ２ ９８ ３３ ３６ ７０.４％ ６６ ６８.８％ 

④建築物特定事業 １ ３１１ ８８ ７８ ５３.４％ １５９ ５１.１％ 

⑤交通安全特定事業 １ ３６ ５ ３０ ９７.２％ ３０ ８３.３％ 

⑥心のバリアフリー特
定事業 １ ８ ４ ３ ８７.５％ ７ ８７.５％ 

合 計 １６ ９６１ ２７０ ４５９ ７５.９％ ７１２ ７４.０％ 

※「進捗率＝（完了＋継続実施中）/事業数」進捗率は、各特定事業の事業数から、完了と継続実施中

の事業（維持補修や不法占用等の撤去指導、接遇研修、利用者への人的対応や配慮など）を加え算

出したものです。 

表 重点整備地区別の特定事業の進捗状況 
令和２（2020）年３月現在 

重点整備地区名 
事業者

数 
(延べ) 

事業数 完了 継続 
実施中 進捗率 

（参考） （参考） 
前年度 

完了+継
続 

前年度 
進捗率 

浜松町駅周辺 １０ ２４８ ７８ １２０ ７９.８％ １９１ ７７.６％ 

赤坂駅周辺 ７ １７２ ３８ ７６ ６６.３％ １１２ ６５.１％ 

六本⽊駅周辺 ６ １１５ ３４ ６８ ８８.７％ １０２ ８８.７％ 

⽩⾦高輪駅周辺 ７ １９４ ４９ ７６ ６４.４％ １２５ ６３.８％ 

田町駅周辺 ８ １７３ ６１ ７３ ７７.５％ １３０ ７４.７％ 

区
内
全
域 

公共交通特定事 業
(路線バス) ２ １５ ２ １３ １００％ １５ １００％ 

交通安全特定事業 １ ３６ ５ ３０ ９７.２％ ３０ ８３.３％ 
心のバリアフリー特
定事業 １ ８ ４ ３ ８７.５％ ７ ８７.５％ 

合 計 ４２ ９６１ ２７０ ４５９ ７５.９％ ７１２ ７４.０％ 
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（４）重点整備地区及び特定事業の追加・修正 

重点整備地区の指定から１０年が経過し、まちの変化や新たな施設の立地等、区の状況

も変化しています。そのため、これまでの重点整備地区に加えて、新たな重点整備地区を

指定するとともに、生活関連施設・経路及びその特定事業について追加・修正を行います。 

 

 

図 重点整備地区の追加・修正について 

 

 

 

 

 

  

アンケートや事業進捗、

評価に基づく現状の課題

やバリアフリー法の改正

による変更点等について

整理して、追加・修正 

重点整備地区内の相

当数の高齢者、障害者が

利用する施設を生活関連

施設に位置づけ、生活関

連経路によるネットワーク

化 

駅の利用状況や要望

等を踏まえ、新たに追加

する必要のある重点整備

地区の範囲を指定 

これまでの重点整備地区の範囲について 

アンケートでは、よく利用されている公共施設として、「区役所・総合支所」は高齢者、

障害者、外国人、子育て中の親を問わず回答率の高い施設となっています。 

また、特定事業計画の進捗率は１００％に到達しておらず、また、進捗率の高い事業

においても、バリアフリー法の改正等を踏まえた、更なる整備の推進が必要です。 

このため、公共施設内で最も利用されている各地区総合支所を含むこれまでの重点

整備地区の範囲を継続 
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５-２．新たな重点整備地区 

（１）新たな重点整備地区の選定の考え方 

新たに追加する重点整備地区の範囲の選定基準を設けます。追加にあたっては、これま

での港区バリアフリー基本構想の評価指標とは別に新たな視点を追加した選定フローを設

定します。 

 

 

（２）選定フローに追加した新たな視点 

①夜間と昼間を考慮したバリアフリー整備による影響度の評価 

これまでは、「バリアフリー整備による影響度」を地区に関わる影響人口規模として、区

内在住の多くの方が利用しやすいように「夜間人口」と「高齢者人口」で評価していまし

た。一方で、生活関連施設である旅客施設や公共公益施設は日中に利用される施設で

あり、区外からも多様な方が訪れるまちのため、昼間の人の移動の評価を追加します。 

【評価に追加する視点】 

 

 

②官民連携を図るためまちの変化に対応した効果要件の評価 

これまでは、「効果要件」を港区や東京都の自治体の事業である「まちづくりとの一体

性を図る都市計画道路整備計画、無電柱化計画等」で評価していました。より効果的な

まちづくりに向けて官民連携によるバリアフリー化の推進を図るための評価を追加しま

す。 

【評価に追加する視点】 

 
  

●「バリアフリー整備による影響度」に、駅周辺エリアの評価として、鉄道
の利用者数による評価 

●「配置要件」の「旅客施設の⽴地状況」として、⽣活関連施設の最寄りの駅
へのアクセス性となる路線数を考慮した旅客施設の⽴地状況による評価 

●「効果要件」として、今後、高輪ゲートウェイ駅及び⻁ノ⾨ヒルズ駅の⽴
地に伴う急速なまちの変化が想定される開発の動向があるエリアを考慮し
た評価 
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（３）新たな重点整備地区の選定フロー 

新たな視点を追加した選定フローは以下のとおりです。 

 

  
 

これまでの評価指標に以下の評価指標を加えて検討 

●バリアフリー整備による影響度（事業の影響規模） 
・地区に関わる影響⼈⼝規模となる夜間⼈⼝、高齢者⼈⼝ 
・地区に関わる昼間の影響⼈⼝規模として、「鉄道駅の利⽤者数」 

●配置要件（施設の分布） 
・「路線数による評価を含む旅客施設の⽴地状況」 
・⽣活関連施設の⽴地状況 

●課題要件（事業の必要性） 
・旅客施設のバリアフリー移動経路の確保状況 
・坂道 

●効果要件（事業の効果） 
・まちづくりとの⼀体性を図る都市計画道路整備計画、電線類地中化計画 
・「まちの変化が想定される開発の動向」 

新たな視点を追加した旅客施設周辺（500ｍ圏）の評価指標 
 

新たな重点整備地区の選定 

旅客施設周辺（500ｍ圏）別の評価 

新たに追加する重点整備地区として
整備の必要のあるエリアの選定 

対象︓区内の全旅客施設とその 500ｍ圏

既存資料による 交通事業者、ヒアリング調査 

旅客施設（500ｍ圏）別の現況調査結果

評価指標の考え⽅ 

※赤字は新たに港区バリアフリー基本構想に追加した項目を示す 
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（４）港区の現状の整理 

新たな重点整備地区の範囲の選定にあたり、重点整備地区の選定基準として以下の項

目について、港区の現状を整理しました。 

 

 
 

 

①鉄道駅の利用状況 

これまでの重点整備地区では、浜松町駅や田町駅、六本木駅等の利用者数の多い１０

万人以上の駅は大半が含まれていますが、特に利用者の多い品川駅や新橋駅は含まれ
ていません。 

 

凡例：   はこれまでの重点整備地区内の駅 

図 1 日の乗降者数（平成 29（2017）年の 1 日 10 万人以上が利用する駅） 

出典 東京都統計年鑑 
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内は重点整備地区内の駅
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▶ 鉄道駅の利用状況 

▶ 生活関連施設の立地状況 

▶ まちづくりの動向 
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②生活関連施設の立地状況について 

港区の生活関連施設の立地状況は以下のとおりです。 
 
 

旅客施設の立地状況では、複数の路線及び鉄道事業者が乗り入れて

いる品川駅（路線数 7）、新橋駅（路線数 6）はこれまでの重点整備地

区に含まれていません。 

 

総合支所をはじめ、主な公共公益施設はこれまでの重点整備地区に

含まれています。  

 

アンケート結果によると、利用者が比較的多い公園は、芝公園、檜町公

園、芝浦公園、網代公園、白金公園であり、これまでの重点整備地区

に含まれています。 

 

主な文化施設は現状の重点整備地区に含まれています。港区立の図

書館では港南図書館以外はこれまでの重点整備地区に含まれていま

す。 

 

区全体に立地しており、一定の施設がこれまでの重点整備

地区に含まれています。 

 

 

港区の特徴である運河では、遊歩道の整備や舟運の機運が高まって

います。これまでの重点整備地区では、高浜運河は含まれていません。 

  

公共公益 

公園 

その他 

文化 

医療 

福祉 

運動 

子育て 

旅客施設 
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図 港区の生活関連施設の立地状況  
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③まちづくりの動向と重点整備地区の関係 

港区は開発が多く行われていますが、一定の範囲はこれまでの重点整備地区に含ま
れています。一方で今後、開発が行われている、または行われると想定される六本木一

丁目駅や品川駅、虎ノ門駅、新橋駅の周辺は重点整備地区に含まれていません。 

旅客施設では、令和２（2020）年に高輪ゲートウェイ駅と虎ノ門ヒルズ駅の２つの駅が

開業したことで、それに伴うまちなみの変化が想定されます。 

また、品川駅の北側は品川車両基地や鉄道線路により分断されているため、東西のネ
ットワーク化が予定されています。 

 

 

凡例：    は都市計画決定による街づくり地区 

図 港区の開発の状況 

出典 令和２年度（2020 年度）版 事業概要 港区の街づくり 

 

⻁ノ⾨ヒルズ駅 

高輪ゲートウェイ駅 

新橋駅 

品川駅 

赤坂駅周辺 

六本木駅周辺 

白金高輪駅周辺 

田町駅周辺 

浜松町駅周辺 

新橋駅周辺 

品川駅周辺 
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④現況のまとめ 

以下の現状を踏まえて、新橋駅周辺と品川駅周辺を新たな重点整備地区とします。 
 

・ 鉄道駅の利用状況により、区内で利用客数の最も多い旅客施設である、品川

駅や新橋駅を含むエリアの指定が必要です。 

・ 高輪ゲートウェイ駅、虎ノ門ヒルズ駅の開業にあわせ、これらの駅周辺の開発

が進むことでバリアフリー基盤の整備が進んでいきます。 

・ 虎ノ門ヒルズ駅では、東京ＢＲＴ（バス高速輸送システム）の拠点として、虎ノ

門バスターミナルが開業しました。 

・ 新橋駅近辺は公共施設が少ない一方で、重要な医療施設である虎ノ門病院

が存在することや、隣接する重点整備地区内の施設との経路連携が必要です。 

・ 品川駅の東側には、子育てや高齢者向けの施設、公園等の公共施設が多数

立地しています。 

・ 品川駅周辺は憩いや交通の拠点として、運河へのアクセス性の向上が必要で

す。 

・ 高輪ゲートウェイ駅の開業に伴い、品川車両基地や鉄道線路により分断され

ている東西のネットワーク化が進みます。 

 

 

図 新たな重点整備地区のエリア  

新橋駅周辺 

品川駅周辺 

高輪ゲートウェイ駅 

⻁ノ⾨ヒルズ駅 

新橋駅 

品川駅 
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（５）新たな重点整備地区 

新たな視点を追加した選定フローに基づき、新橋駅、品川駅周辺を重点整備地区に追

加します。 
 

①新橋駅周辺重点整備地区 

ア）上位関連計画の位置づけ 

「港区まちづくりマスタープラン」において、新橋駅及び虎ノ門ヒルズ駅周辺では、以下

の目標が掲げられています。 
 

【芝地区-新橋地域】 

・多様な商業・業務機能と住宅との共存 

多様な商業・業務機能の集積と、高齢者をはじめ様々な人が住み続けられる多様な

住宅との共存を図るなど、安全・安心なまちづくりを推進します。 
 

● バリアフリー化のポイント 

⇒活発な商店街活動が行われているエリアの歩行空間の利便性の向上 

⇒各路線の乗継ぎ利便性の向上を推進 

⇒環状第２号線（新虎通り）周辺の都市計画を活用した市街地の更新 
  

【芝地区-虎ノ門地域】 

・交通機能の拡充を契機とした国際ビジネス交流拠点の形成 

民有地を活用した既存駅舎改修や地下鉄新駅整備等の交通機能の拡充等を契機と
して、複数の大規模な開発事業等の連携により市街地環境の質を向上させ、国際的なビ

ジネス・交流拠点を形成します。 
 

● バリアフリー化のポイント 

⇒地下鉄虎ノ門ヒルズ駅の開業及び駅周辺の都市開発諸制度を活用した市街地の更新 

⇒BRT のための虎ノ門バスターミナルの開業 

⇒各路線の乗継ぎ利便性の向上を推進 
 
 

 

図 芝地区の位置づけ 

出典 港区まちづくりマスタープラン  
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イ）新橋駅周辺の位置づけ 

以下の上位関連計画の位置づけ及び現況を踏まえ、新橋駅及び虎ノ門駅及び虎ノ門

ヒルズ駅周辺を重点整備地区の範囲に位置づけます。 
 

 
【鉄道駅の利用状況について】 

新橋駅は JR、東京メトロ、都営地下鉄、ゆりかもめの４路線の乗り換えが可能であ
り、港区において利用者数が２番目に多く９７万人（各路線の利用者数の合計（出典 
東京都統計年鑑））が利用しており、重点整備地区の中心となる旅客施設です。 

 

【生活関連施設の立地状況について】 

新橋駅周辺は公共施設が少ないですが、重要な医療施設である虎ノ門病院があり、

虎ノ門ヒルズ駅周辺では、東京ＢＲＴの拠点として、虎ノ門バスターミナルが開業しま
した。 

また、隣接する浜松町駅周辺重点整備地区には、新橋駅に近い北側に子育て施設
が立地しており、新橋駅と虎ノ門駅周辺や浜松町駅周辺重点整備地区の生活関連施

設との連続性のあるバリアフリーの整備が必要です。 
 

【今後のまちづくりの動向・バリアフリー化の要望状況】 

虎ノ門駅周辺では日比谷線の虎ノ門ヒルズ駅が令和２（2020）年６月６日に開業し

ました。そのため、新橋駅と虎ノ門ヒルズ駅間においては、特に開発によるまちの変化
が想定されるため、両駅間のバリアフリーの整備が必要です。 

また、新橋駅周辺は商業施設が集積した地域で歩道上には看板等も多く、煩雑な
街並みとなっており、港区バリアフリー基本構想推進協議会、同地区部会においても

区民委員より重点整備地区への選定の要望があります。 
  

出典：国土地理院ウェブサイト（地理院タイル(標準地図）を加工して作成（令和２（2020）年８月末時点）） 
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②品川駅周辺重点整備地区 

ア）上位関連計画の位置づけ 

「港区まちづくりマスタープラン」において、品川駅及び高輪ゲートウェイ駅周辺では、

以下の目標が掲げられています。 
 
 

【高輪地区】 

・品川駅及びＪＲ新駅周辺における国際的な新拠点の形成 

広域的な交通結節拠点となる品川駅及びＪＲ新駅周辺においては、基盤整備と多

様な都市機能の集積を誘導し、東京の南の玄関口としてふさわしい世界に開かれた

国際的なまちづくりを推進します。 

・地域交通の利便性の向上 

公共交通網の充実やバリアフリーの推進等、多様な手段の活用により地域交通の

利便性を向上させます。 

・都市計画道路の整備推進 

環状第４号線等の都市計画道路の整備を推進するとともに、道路沿道と周辺地域

とが一体となったまちづくりを推進します。 
 

● バリアフリー化のポイント 

⇒品川駅及び高輪ゲートウェイ駅周辺における国際的なまちづくりに対応した基盤整

備 

⇒バリアフリーの推進による地域交通の利便性 

⇒都市計画道路の整備による歩行者ネットワークの整備 
 
 
 

【芝浦港南地区】 

・品川駅及び JR新駅周辺における国際的な新拠点の形成 

広域的な交通結節拠点となる品川駅周辺においては、多様な都市機能の集積を図
るとともに、駅前及び周辺の交通の円滑化を図り、国内外からの旅行者等の幅広い利

用者の利便性を向上させます。 

・快適で移動しやすい交通環境の整備 

ＪＲ線東西方向などにおいて、道路及び歩行者ネットワークの形成とともに、地域特

性を生かした舟運の活性化を図るなど、地域内・地域間交通の利便性を向上させます。 

・水辺空間を生かした魅力的なまちづくり 

運河や海等、水辺空間を生かした活気ある魅力的な市街地の形成と観光地として

の魅力の向上を図ります。 
 

● バリアフリー化のポイント 

⇒品川駅を中心とした公共公益施設へのアクセス性の向上 

⇒ＪＲ線東西方向の移動及び舟運の活性化を想定した水辺に向かう道路の歩行者ネ
ットワークの形成 
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図 高輪地区と芝浦港南地区の位置づけ 

出典 港区まちづくりマスタープラン  

【⾼輪地区】 【芝浦港南地区】 
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また、品川駅周辺では、「品川駅・田町駅周辺まちづくりガイドライン２０２０」において、

「これからの日本の成長を牽引する国際交流拠点・品川」の将来像として、以下の７つの
戦略が設けられています。 

 

【品川駅周辺地区】 

・「これからの日本の成長を牽引する国際交流拠点・品川」の将来像に向けた７つの戦略 

将来像に向けた以下の７つの戦略の内、「5.拠点性を高める道路ネットワークの構築」
「6.活発な都市活動を支える快適な歩行者ネットワークの構築」については高輪地区と

芝浦港南地区をつなぎ、地区全体のネットワークを形成するバリアフリー化に特に関連し
た戦略が設けられています。 

 
 

１.世界から人･企業を集める企業誘致･ＭＩＣＥプロモーション  
２.グローバルな活動拠点にふさわしい居住・滞在環境整備 

3.世界に誇る活力と潤いのある景観・環境形成 
4.広域アクセス性の効果を最大化する駅機能の強化 

5.拠点性を高める道路ネットワークの構築 
6.活発な都市活動を支える快適な歩行者ネットワークの構築 

7.安全・安心な防災都市づくりの推進  
 

● バリアフリー化のポイント 

⇒広域道路ネットワークを形成する環状第４号線の整備 

⇒広域交通結節点形成に向けた駅前広場の機能分担 

⇒品川駅の顔となるシンボル性の高い空間の整備 

⇒円滑な地区内交通処理のため、開発と連携した地域内道路の整備 

⇒地区内の東西の流動性を高める品川駅東西自由通路の整備 

⇒民間開発と連携し、地区全体の回遊性を向上させる歩行者ネットワークの強化 
 

 
図 品川駅周辺地区の位置づけ 

出典 品川駅・田町駅周辺まちづくりガイドライン 2020  
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イ）品川駅周辺の位置づけ 

以下の上位関連計画の位置づけ及び現況を踏まえ、品川駅及び高輪ゲートウェイ駅

周辺を重点整備地区の範囲に位置づけます。 
 

 

品川駅の周辺には、子育てや

高齢者向けの施設、公園等の公

共施設が多数立地しており、生

活関連施設へのバリアフリーの

整備が必要です。 

【鉄道駅の利用状況について】

 
品川駅は羽田空港からのアクセスや新幹

線の停車駅のため、観光客等の利用も非常

に多い駅で、港区において利用者数が最も多

く１０４万人（各路線の合計（出典 東京都統計

年鑑））が利用しており、重点整備地区の中心

となる旅客施設です。 

高輪ゲートウェイ駅が令和２（２０２０）年３月に開業し、国道１５号線（第一京浜

国道）の東側にＪＲ品川車両基地跡地の再開発の計画があり、まちなみが変化し

ます。また、品川車両基地や各路線により分断されている東西のネットワーク化

が図られていきます。 
さらに、リニア中央新幹線の品川駅が令和９（2027）年に開業の予定、泉岳

寺駅における将来需要を踏まえた駅の改良、京急品川駅における連続立体交差

事業や駅総合改善事業による駅舎の改良が予定されています。 
開発による都市基盤の整備に合わせ、周辺の施設間のバリアフリー化を進め

ていく必要があります。 

【今後のまちづくりの動向】 

出典：国土地理院ウェブサイト（地理院タイル(標準地図）を加工して作成（令和２（2020）年８月末時点）） 
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５-３．重点整備地区の一覧 

港区バリアフリー基本構想では、これまでの５つの駅（浜松町駅・赤坂駅・六本木駅・白

金高輪駅・田町駅）周辺重点整備地区を継承し、また、新たに２つの駅（新橋駅・品川駅）周

辺を重点整備地区に指定します。 

 

 

図 重点整備地区の範囲  

出典：国土地理院ウェブサイト（地理院タイル(標準地図）を加工して作成（令和２（2020）年８月末時点）） 

新橋駅周辺 

重点整備地区 

品川駅周辺 

重点整備地区 
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（１）生活関連施設、生活関連経路選定の考え方 

以下の生活関連施設の考え方に基づき、相当数の高齢者、障害者が利用する施設を生

活関連施設に位置づけています。また、旅客施設を中心とした各生活関連施設までの経路

を生活関連経路として位置づけています。 

 

【生活関連施設選定の考え方】 

 
 

これまでに策定していた浜松町駅周辺重点整備地区、赤坂駅周辺重点整備地区、六本

木駅周辺重点整備地区、白金高輪駅周辺重点整備地区、田町駅周辺重点整備地区の５つ

の重点整備地区内の生活関連施設については、新規施設、移転等により閉館した施設に

ついて更新しています。 

新たな重点整備地区である新橋駅周辺重点整備地区、品川駅周辺重点整備地区につ

いては、生活関連施設選定の考え方に基づき、新たに地区内の生活関連施設、生活関連

経路を位置づけています。 

今後、港区バリアフリー基本構想策定後においてもバリアフリー化を推進する中で見直

しを行い、必要に応じて生活関連施設を選定し、バリアフリーのネットワークを段階的・継

続的に充実させていきます。 
  

○相当数の高齢者、障害者等が日常生活又は社会生活において利用すると 

考えられる施設 

・旅客施設（鉄道駅、バスターミナル、客船ターミナル） 
・官公署（区役所、総合支所等） 
・福祉施設（高齢者福祉、障害者福祉、子育て支援等を含む児童福祉施設） 
・医療施設（診療所を除く、救急病院や一般病院） 
・文化施設（図書館、生涯学習センター等） 
・その他の公共公益施設（郵便局、区民センター、集会施設、路外駐車場等） 

○高齢者、障害者等を含めた区民の健康増進を支援する施設 

・都市公園のうち比較的規模が大きな公園や児童遊園 
（面積 500 ㎡以上を基準とする） 

・スポーツセンター、健康増進センター、プール等の運動施設 

○特定多数の利用にとどまらない小学校や中学校 

・教室や校庭が一般に開放されている区立の小学校及び中学校 
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（２）浜松町駅周辺重点整備地区 

①地勢、生活関連施設・経路等の状況 

・浜松町駅周辺重点整備地区は港区の北東部に位置し、東側は東京港、中央区、北側

は新橋駅周辺重点整備地区に接しています。 

・国道や都道は南北方向の縦断路線が多く、東西方向は浜松町駅北口前面道路（補助

４号線―大門通り、竹芝通り）といった主要道路を含めた区道により構成されています。 

・第一京浜や日比谷通り等の国道や都道、主要な区道については、大門通りや竹芝通り

の南側で電線類地中化整備や歩道拡幅ほか各種交通安全対策が実施されるなど、比

較的整備が進んでいますが、生活関連経路の区道の中には、歩道設置が困難な区間

や歩道の幅員が狭小な区間も含まれています。 

 

②公共交通の状況 

・浜松町駅周辺重点整備地区内には、モノレールや竹芝桟橋や浜松町駅、大門駅、御成

門駅、芝公園駅、竹芝駅の鉄軌道駅が存在しており、他の地区に比べて陸海空の交通

結節点としての区の中心的位置づけにあります。浜松町駅においては、モノレールとの

連絡がされているものの、一部バスの停留所や道路との連続性の整備が不十分です。  

・港区のコミュニティバス「ちぃばす」は、芝ルートの新橋駅～みなとパーク芝浦間、プラ

ザ神明間、麻布東ルートの港区役所～麻布地区総合支所～六本木ヒルズ間で運行さ

れています。 

・都営バスは、浜松町駅、大門駅及び御成門駅周辺及び芝公園駅周辺で３系統がそれ

ぞれ新橋、品川、渋谷方面間で運行されています。 

 

③通学路等の交通安全に関する指定状況 

・浜松町駅周辺の大部分は、御成門小学校の通学区域内となっており、南側の一部では

芝小学校の通学区域も含まれています。 

・通学路は、第一京浜や日比谷通り等の幹線道路のほか、歩道が設置されている区道を

中心に指定されていますが、芝小学校の一部の通学路では、歩道のない区道も含まれ

ています。 
  



 

－ 50 － 

 

 

④バリアフリー化の方向性 

浜松町駅周辺重点整備地区のバリアフリー化に関する課題解決に向けた整備の方向

性を以下に示します。 
 

 
現状：ＪＲ浜松町駅では、モノレール浜松町駅との乗り換え、芝浦方面へ連絡する歩行者

デッキがありますが、南口のバスの停留所や道路へのバリアフリー化が不十分な

ど、バリアフリー未整備の駅周辺の交通結節機能の強化が必要です。 

取組：開発事業者、旅客施設やバスターミナル等の交通事業者の協力を得ながら計画

的にバリアフリー化を検討します。 

 

 
現状：南北方向の幹線道路（第一京浜、日比谷通り、海岸通り）が整備されており、日常

的な移動に使われている区道についても、おおむね歩道のバリアフリー化が整備

されていますが、歩道が狭いあるいは歩道が無く設置が難しい道路も存在してい

ます。 

取組：沿道関係者の協力も得ながらハード・ソフト両面での計画的なバリアフリー化を検

討します。 

 

 
現状：浜松町駅周辺は、陸海空の交通結節点であるだけでなく、ビジネスタウンの玄関

口でもあり、周辺には増上寺や東京タワー等の観光資源が点在するため、地元の

地理や道に不案内な観光客等の来街者も多く、有効な情報提供が必要な地区で

す。 

取組：観光客や外国人等をはじめ、誰にでもわかりやすい案内サイン等の整備の充実を

図ります。 
  

1．バリアフリー未整備の駅周辺交通結節機能の強化 

２．歩道未整備区間の歩行空間の確保 

３．ユニバーサルデザインの考え方に基づく案内サインの整備 
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 出典：国土地理院ウェブサイト（地理院タイル(標準地図）を加工して作成（令和２（2020）年８月末時点）） 
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⑤生活関連施設、生活関連経路の一覧 

 

表 浜松町駅周辺重点整備地区の生活関連施設一覧表 

種別 施設名 概要 
旅客施設 浜松町駅 

1 日当たりの平均的な利用者の⼈数が 3,000 ⼈以上の
旅客施設 

⼤⾨駅 
御成⾨駅 
芝公園駅 
竹芝駅 
浜松町バスターミナル 
竹芝客船ターミナル 

官公庁 港区役所 港区⾏政の総合調整、各地区総合支所の事務を総合的
に支援 

芝地区総合支所 地域における課題解決及び身近な区⺠サービスの拠
点 

港区議会棟 区の意思を決定する議決機関 
福祉施設 きらきらプラザ新橋 福祉施設 「きらきらプラザ新橋」乳幼児から高齢者ま

でが集う複合施設(子育てひろばあっぴぃ新橋等)  

プラザ神明  複合施設(神明いきいきプラザ、神明保育園、神明子ど
も中高⽣プラザ)  

芝公園保育園  保護者が仕事や病気等の事情により日中家庭で児童
保育できないとき、保護者に代わって児童を保育 

特別養護⽼⼈ホーム 
(新橋さくらの園)  

「福祉プラザさくら川」内、日常⽣活で常時介護を必
要とし、かつ居宅で介護を受けることが困難な高齢者
が⼊居して⽣活する施設 

デイサービスセンター 
(新橋さくらの園)  

「福祉プラザさくら川」内、要介護者を居宅から通所
介護施設まで送迎し、機能訓練(リハビリ)やレクリエ
ーション、⼊浴や食事介助等の介護サービスを⾏う施
設 

⽼⼈保健施設   
(新橋ばらの園)  

「福祉プラザさくら川」内、病状の安定した高齢者に
リハビリテーション、日常⽣活の介護な等のサービス
を⾏い、家庭復帰をめざす施設 

障害者支援施設  
(新橋はつらつ太陽)  

「福祉プラザさくら川」内、18 歳以上の知的障害者を
⼊所若しくは通所させ、障害者が自⽴し地域で社会⽣
活を⾏なえるよう支援または訓練する施設 

障害者保健福祉センター  
 (ヒューマンぷらざ)  

障害のある区⺠に対する各種相談、通所指導、機能訓
練や障害者が自⽴して⽣活するための支援事業、施設
の貸し出し等を実施 

医療施設 東京慈恵会医科⼤学附属 
病院 

救急指定病院 
港区では唯⼀の特定機能病院(高度な医療を提供や医
療技術を開発、医療研修の実施が趣旨) 

芝病院  ⼀般病院 
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種別 施設名 概要 
⽂化施設 

みなと図書館 
⾏政資料や郷⼟資料のほか、CD・ビデオ等の視聴覚資
料、外国⼈居住者のために洋書や外国語の絵本等も蔵
書 

公園 

都⽴芝公園 

面積 122,501.09 ㎡ 上野、浅草、深川、飛鳥山とと
もに明治 6（1873）年に日本で最初の公園として指定
された最も古い公園の⼀つ、野球場とテニスコートも
配備 

旧芝離宮恩賜庭園  

面積 43,175.36 ㎡ ⼩石川後楽園とともに、今に残
る江⼾初期の⼤名庭園、⼤正 13（1924）年東京市に
下賜され、昭和 54（1979）年に「⽂化財保護法」に
よる国の「名勝」に指定 

区⽴芝公園  面積 13,522.06 ㎡ 総合公園 

イタリア公園  
面積 3,660.02 ㎡ 「日本におけるイタリア 2001 年」
を記念し同国から寄贈された公園で本格的なイタリ
ア式庭園の外観を持つ施設 

浜崎公園  面積 633.41 ㎡ 
芝⼤⾨二丁目児童遊園 面積 362.60 ㎡ 
⾦杉橋児童遊園 面積 384.56 ㎡ 
浜松町四丁目児童遊園 面積 428.86 ㎡ 運動施設 

運動施設 
区⽴芝公園多目的運動場 
(アクアフィールド芝公園) 

夏はプール、その他の期間は可動床を上げてフットサ
ル等の利用ができる施設 

御成⾨中学校屋内プール  屋内温⽔プールを通年にわたり開放 
公共公益
サービス
施設  

芝郵便局 
郵便業務全般(時間外窓⼝も設置)のほか、貯⾦、保険、
外貨両替・トラベラーズチェック、投資信託、国際送
⾦も取り扱う 

区⽴公衆浴場（ふれあいの
湯） 地上 4 階建てで男⼥湯のほか、休憩室を設置 

エコプラザ 
平成 20（2008）年開設区⺠向け住宅シティハイツ神
明併設地域の情報や地球規模での環境についての学
習、交流、情報交換の場 

シティハイツ神明 区⺠向け住宅（エコプラザ併設） 

シティハイツ竹芝 区⺠向け住宅（障害者保健福祉センター(ヒューマンぷ
らざ)併設） 

⼩・中学
校 

御成⾨⼩学校  特別支援学級を設置 

御成⾨中学校 区内在住・在勤者に校庭・体育館・教室等を学校教育
に支障のない範囲で開放 
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表 浜松町駅周辺重点整備地区の生活関連経路一覧表 

⽣活関連経路 
⽣活関連施設等 歩道 

自転⾞放
置禁止区
域※１ 

商店街、
繁華街等

※２ 
番
号 経路（通称名） 

 ① ⼀般国道 15 号線 
（第⼀京浜） 

⼤⾨駅 
浜松町四丁目児童遊園 
芝⼤⾨二丁目児童遊園 
⾦杉橋児童遊園 

有  ○ 

 ② 特例都道 409 号線 
（日⽐谷通り） 

御成⾨駅 
芝公園駅 
芝公園 
芝郵便局 

有   

 ③ 特例都道 481 号線 
（補助 313 号線） 

浜松町駅 
イタリア公園 
旧芝離宮恩賜庭園  

有 ○  

 ④ 特 別 区 道  第 1021 ・
1102 号線（⼤⾨通り） 

浜松町駅 
⼤⾨駅 
芝公園 

有 ○ ○ 

 ⑤ 

特 別 区 道  第 1102 ・
1019 号線他（竹芝通り） 
特例都道 481 号線（⼀
部） 

浜松町駅 
竹芝駅 
旧芝離宮恩賜庭園 
竹芝客船ターミナル 

有 ○ ○ 

 ⑥ 特別区道 第 1006 号線
（赤レンガ通り） 

芝病院 
福祉プラザさくら川 有   

 ⑦ 特別区道 第 1016 号線 慈恵医⼤病院、芝郵便局 
きらきらプラザ 新橋 有   

 ⑧ 特別区道 第 1148 号線 福祉プラザさくら川 有   

 ⑨ 特別区道 第 1018 号線 

御成⾨駅 
御成⾨中学校 
御成⾨⼩学校 
芝公園 

有   

 ⑩ 特別区道 第 1022 号線 芝公園駅、ふれあいの湯  有  ○ 
 ⑪ 特別区道 第 814 号線 芝公園、みなと図書館 有  ○ 
 ⑫ 特別区道 第 785 号線 港区役所、芝公園 有   

 ⑬ 特別区道 第 148 号線 港区役所 
港区議会棟 有   

 ⑭ 特別区道 第 167 号線 エコプラザ 
シティハイツ神明 有   

 ⑮ 特別区道 第 817 号線 浜松町駅 有 ○ ○ 

 ⑯ 特別区道 第 818 号線 芝公園保育園 
芝公園 有   

 ⑰ 特別区道 第 192 号線 ヒューマンぷらざ 
シティハイツ竹芝 有   

※１ 特に放置自転車対策をするべき経路は自転車放置禁止区域にある経路 

※２ 特に不法占用物件の排除するべき経路には商店街、繁華街等にある経路 
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⽣活関連経路 
⽣活関連施設等 歩道 

自転⾞放
置禁止区
域※１ 

商店街、
繁華街等

※２ 
番
号 経路（通称名） 

 ⑱ 特別区道 第 191・196
号線 

ヒューマンぷらざ 
シティハイツ竹芝 有   

 ⑲ 特別区道 第 1094 号線 浜崎公園 有   
 ⑳ 特別区道 第 163 号線 ⽣活関連経路の回遊性の確保 無   

 ㉑ 特別区道 第 1151 号線 
他 浜松町駅、プラザ神明 有   

 A 浜松町歩⾏者デッキ 浜松町駅 
浜崎公園 有   

※１ 特に放置自転車対策をするべき経路は自転車放置禁止区域にある経路 

※２ 特に不法占用物件の排除するべき経路には商店街、繁華街等にある経路 
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（３）赤坂駅周辺重点整備地区 

①地勢、生活関連施設・経路等の状況 

・赤坂駅周辺重点整備地区は港区の北部に位置し、北東側は千代田区、北側は赤坂御

所、南側は六本木駅周辺重点整備地区、南東側は新橋駅周辺重点整備地区に接して

います。 

・赤坂駅周辺重点整備地区は起伏が激しく、多くの坂が存在します。 

・青山通りや赤坂通り等の国道や都道については、電線類地中化整備や歩道拡幅ほか

各種交通安全対策が実施されるなど、比較的整備が進んでいますが、区道については、

歩道設置が困難な区間や歩道の幅員が狭小な区間も含まれています。 

 

②公共交通の状況 

・赤坂駅周辺重点整備地区内には、赤坂駅、赤坂見附駅、溜池山王駅、青山一丁目駅の

鉄道駅が存在しており、赤坂駅を除く地下鉄の路線は地区の外側に集中しています。 

・港区のコミュニティバス「ちぃばす」は、赤坂ルート、青山ルートが運行されています。 

・都営バスは、六本木通りで渋谷駅～新橋駅間が高頻度で往復運行されています。 

 

③通学路等の交通安全に関する指定状況 

・赤坂駅周辺重点整備地区の大部分は、赤坂小学校の通学区域内となっています。将

来的には設置予定の小中一貫教育校の通学路になる見込みです。 

・通学路は、青山通りや赤坂通り等の幹線道路のほか、歩道が設置されている区道を中

心に指定されていますが、一部では歩道のない区道も含まれています。 
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④バリアフリー化の方向性 

赤坂駅周辺重点整備地区のバリアフリー化に関する課題解決に向けた整備の方向性

を以下に示します。 
 

 
現状：起伏の激しい地域であり、急な坂道が多く存在しています。 

取組：休憩施設、手すり等の坂道の緩和対策を実施します。また、地域交通サービス等と

連携した坂道の移動の支援をします。 

 

 
現状：南北方向に幹線道路（青山通り、赤坂通り、六本木通り）が整備されていますが、

日常的な移動に使われている区道は、歩道が狭い区間や歩道設置が困難な区間

も多く存在します。また、幹線道路を中心に路線バス、コミュニティバスが運行され

ていますが、坂道のある区間のため運行が困難な状況があります。また、児童の通

学路にも指定されていますが、一部歩道のない区間もあります。そのため、特に区

道における安全対策を高める必要があります。 

取組：沿道関係者の協力を得ながらハード・ソフト両面での計画的なバリアフリー化を検

討します。 

 

 
現状：溜池山王駅の銀座線と南北線の出口や乗り換え、青山一丁目駅の銀座線と半蔵

門線の乗り換えに不便さがあります。 

取組：赤坂図書館等の生活関連施設の他、新国立競技場等の最寄りである青山一丁目

駅や溜池山王駅等の鉄道駅のバリアフリー化を進めます。 
 

  

1．数多い坂道へのバリアフリー対策 

２．歩道未整備区間のバリアフリー歩行空間の確保 

３．バリアフリー未整備の駅の機能の強化 
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 出典：国土地理院ウェブサイト（地理院タイル(標準地図）を加工して作成（令和２（2020）年８月末時点）） 
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⑤生活関連施設、生活関連経路の一覧 

 
 

表 赤坂駅周辺重点整備地区の生活関連施設一覧表 

種別 施設名 概要 
旅客施設 赤坂駅  

1 日当たりの平均的な利用者の⼈数が 3,000 ⼈以上の
旅客施設 

⻘山⼀丁目駅  
赤坂⾒附駅  
溜池山王駅  

官公庁  赤坂地区総合支所 地域における課題解決及び身近な区⺠サービスの拠
点 

福祉施設 
赤坂いきいきプラザ  

高齢者の⽣きがい、健康づくりを支援するとともに、
区⺠の相互交流と自主的な活動を促進するための施
設 

特別養護⽼⼈ホーム 
（サン・サン赤坂） 

日常⽣活で常時介護を必要とし、かつ居宅で介護を受
けることが困難な高齢者が⼊居して⽣活する施設 

高齢者在宅サービスセン
ター 
（サン・サン赤坂） 

通所介護等のサービスを提供する施設 

赤坂子ども中高⽣プラザ 
（プラザ赤坂なんで〜も） 

児童が心身ともに健やかに成⻑し、豊かな情操を育む
ことを目的とした施設 

赤坂保育園  保護者が仕事や病気等の事情により日中家庭で児童
保育できないとき、保護者に代わって児童を保育 南⻘山保育園  

医療施設 赤坂⾒附前田病院  ⼀般病院 山王病院 
公園 檜町公園 面積 16,369.88 ㎡ 東京ミッドタウンが隣接 

⼀ツ⽊公園 面積 4,654.01 ㎡ 

氷川公園  面積 3,070.84 ㎡ 地下に駐⾞場がある⼈⼯地盤の公
園で平成 11（1999）年に再整備 

高橋是清翁記念公園 

面積 5,320.62 ㎡ ⼤正から昭和初期にかけて首相、
蔵相をつとめた高橋是清の邸宅跡で、昭和 16（1941）
年に記念公園として開園、昭和 25（1950）年より港
区が管理日本庭園の趣をもつ施設 

円通寺坂公園 面積 1,714.72 ㎡ 
桑田記念児童遊園 面積 1.526.24 ㎡ 

運動施設 
健康増進センター 
（ヘルシーナ）  

健康づくりや、⽣活習慣病の予防・改善のため、医師・
管理栄養⼠・健康運動指導⼠のもとで、個⼈にあった
健康トレーニングメニューの作成や各講座を実施す
る施設 

氷川武道場  柔道・剣道の定期練習会も開催 
赤坂⼩学校屋内プール 屋内温⽔プールを通年にわたり開放 
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種別 施設名 概要 
公共公益
サービス
施設  

赤坂区⺠センター  
区⺠ホールを併せ持ち、講習会、⾳楽会、演劇等を開
催、また地域活動の拠点として会議や各種サークル活
動、講座等の場 

赤坂郵便局  
郵便業務全般（時間外窓⼝も設置）のほか、貯⾦、保
険、外貨両替・トラベラーズチェック、投資信託、国
際送⾦も取り扱う 

シティハイツ赤坂 区⺠向け住宅（赤坂区⺠センター、健康増進センター
（ヘルシーナ）併設） 

シティハイツ⼀ツ⽊ 区⺠向け住宅 
⽂化施設 

赤坂図書館  
地下鉄やバス停に近く、交通の便の良い図書館、広告
やデザイン、食品等の周辺のビジネス環境に対応した
資料収集を実施 

⼩・中学
校 

赤坂⼩学校  区内在住・在勤者に校庭・体育館・教室等を学校教育
に支障のない範囲で開放。⼩中⼀貫教育校整備中 赤坂中学校  
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表 赤坂駅周辺重点整備地区の生活関連経路一覧表 

⽣活関連経路 
⽣活関連施設等 歩道 

自転⾞放
置禁止区
域※１ 

商店街、
繁華街等

※２ 
番
号 経路（通称名） 

 ① ⼀般国道 246 号線（⻘
山通り）  

⻘山⼀丁目駅 
赤坂⾒附駅 
赤坂地区総合支所 
高橋是清翁記念公園 
赤坂郵便局 

有 ○ ○ 

 ② 特例都道 319 号線（外
苑東通り）  

⻘山⼀丁目駅 
赤坂図書館 有 ○ ○ 

 ③ 特例都道 405 号線-1
（外堀通り） 

赤坂⾒附駅 
前田病院 有 ○  

 ④ 特例都道 405 号線-2
（外堀通り） 

赤坂⾒附駅 
溜池山王駅 有 ○  

 ⑤ 特例都道 413 号線（赤
坂通り） 

赤坂駅 
赤坂⼩学校  
赤坂中学校 
⼀ツ⽊公園 
桑田記念児童遊園 

有  ○ 

 ⑥ 特別区道第 1041 号線
（⼀ツ⽊通り） 

赤坂駅 
赤坂⾒附駅 有 ○ ○ 

 ⑦ 特別区道第 1041・607 
号線 

赤坂駅 
氷川公園 
サンサン赤坂 
プラザ赤坂なんで〜も 

⼀部
有 

  

 ⑧ 特別区道第 1042 号線
-1 

赤坂地区総合支所 
⼀ツ⽊公園 
赤坂保育園 

有   

 ⑨ 特別区道第 1042 号線
-2 檜町公園  有   

 ⑩ 特別区道第 869 号線 溜池山王駅  
氷川公園 有  ○ 

 ⑪ 特別区道第 870 号線
（円通寺通り） 

シティハイツ⼀ツ⽊ 
円通寺坂公園 無  ○ 

 ⑫ 特別区道第 874 号線 赤坂⼩学校 有   

 ⑬ 特別区道第 604・871 
号線 赤坂いきいきプラザ ⼀部

有 
  

※１ 特に放置自転車対策をするべき経路は自転車放置禁止区域にある経路 

※２ 特に不法占用物件の排除するべき経路には商店街、繁華街等にある経路 
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（４）六本木駅周辺重点整備地区 

①地勢、生活関連施設・経路等の状況 

・六本木駅周辺重点整備地区は港区の北部に位置する有数の繁華街で、北側は赤坂駅

周辺地区に接しています。 

・六本木駅周辺重点整備地区は起伏が激しく、六本木駅、麻布十番駅、六本木一丁目駅

に囲まれるエリアでは、多くの坂が存在します。 

・六本木通り等の都道については、必要な歩道幅員もあり、比較的整備が進んでいます

が、地区内には坂道が障害となる区間も多く、都道・区道とも歩道の幅員が狭小な区間

も存在します。 

 

②公共交通の状況 

・六本木駅周辺重点整備地区内には、六本木駅、麻布十番駅、六本木一丁目駅の鉄道

駅が存在しており、国際的な事業者も多く、区内においても多様な利用者が多い駅で

す。 

・港区のコミュニティバス「ちぃばす」は、六本木ヒルズを起点として、田町ルート、赤坂ル

ート・青山ルート・麻布東及び麻布西ルートの多くの路線が運行されています。一方で

慢性的な交通渋滞が発生している地域でもあります。 

・都営バスは、六本木駅や六本木ヒルズを経由して、渋谷駅や新橋駅、品川駅等を結ぶ

路線で多くの本数が運行されています。 

 

③通学路等の交通安全に関する指定状況 

・六本木駅及び六本木一丁目駅周辺は、麻布小学校の通学区域内となっており、その南

側となる麻布十番駅周辺は、南山小学校の通学区域となっています。 

・通学路は、六本木通りや外苑東通り、環状第３号線等の幹線道路のほか、歩道が設置

されている区道を中心に指定されています。 
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④バリアフリー化の方向性 

六本木駅周辺重点整備地区のバリアフリー化に関する課題解決に向けた整備の方向

性を以下に示します。 
 

 
現状：起伏の激しい地域であり、急な坂道が多く存在しています。 

取組：休憩施設、手すり、手助け標識等の坂道独自の緩和対策を実施します。また、地

域交通サービス等と連携した坂道の移動の支援策を検討します。 

 

 
現状： 六本木ヒルズ、東京ミッドタウン等の大規模開発が進み、国際色も豊かで、多く

の来街者が訪れる地区であることから、誰にでもわかりやすく有効な情報提供が

必要な地区です。 

取組：来街者も含めた、誰にでもわかりやすい案内サイン等の整備を充実させます。 

 

 
現状：六本木駅、麻布十番駅、六本木一丁目駅を結ぶ幹線道路が整備されていますが

日常的な移動に使われている区道については、歩道が狭い区間も存在しています。 

取組：開発事業者、鉄道事業者、街路事業者との協議や協力を得ながら地区内の連続

的なバリアフリー化を推進します。 

 

 

  

1．数多い坂道へのバリアフリー対策 

２．ユニバーサルデザインの考え方に基づく案内サインの整備 

３．再開発や街路整備との連携 
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出典：国土地理院ウェブサイト（地理院タイル(標準地図）を 

加工して作成（令和２（2020）年８月末時点）） 
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⑤生活関連施設、生活関連経路の一覧 

 

表 六本木駅周辺重点整備地区の生活関連施設一覧表 

種別 施設名 概要 
旅客施設 六本⽊駅  1 日当たりの平均的な利用者の⼈数が 3,000 ⼈以上の

旅客施設 六本⽊⼀丁目駅 
麻布⼗番駅 

官公庁  麻布地区総合支所 地域における課題解決及び身近な区⺠サービスの拠
点 

福祉施設 麻布いきいきプラザ（仮
設） 

高齢者の⽣きがい、健康づくりを支援するとともに、
区⺠の相互交流と自主的な活動を促進するための施
設 

子育てひろばあっぴぃ麻
布 

親子が気軽に集い、仲間づくりや情報交換ができる場
を提供し、育児に関する相談や講座の開催、子育てサ
ークルの支援等を⾏う施設 

麻布保育園  
保護者が仕事や病気等の事情により日中家庭で児童
保育できないとき、保護者に代わって児童を保育 
麻布地区総合支所に隣接 

⽂化施設 
麻布図書館 

地下鉄やバス停があり、交通の便の良い図書館、併設
する子育て支援施設と連携したおはなし会等のイベ
ントの実施や、多様な外国語の資料を充実 

公園 
三河台公園 

面積 2,588.42 ㎡ 開園は昭和 25（1950）年 10 月
と古いが、昭和 63（1988）年 3 月に全面的に再整備、
平成 25（2013）年自転⾞駐⾞場整備（地下機械式） 

六本⽊⻄公園 
面積 2,186.90 ㎡ 郵政省の官舎として使用されてい
た場所を公園として整備、平成 28（2016）年 7 月全
面改修 

網代公園 面積 1,358.67 ㎡ 子どもから高齢者まで利用できる
健康器具が配置 

公共公益
サービス
施設  

麻布区⺠センター 
区⺠ホールを併せ持ち、講習会、⾳楽会、演劇等を開
催、また地域活動の拠点として会議や各種サークル活
動、講座等の場 

港区⽣活・就労支援センタ
ー 

区内在住で、経済的に困窮している、または経済的に
困窮するおそれのある方を対象に⽣活・就労の支援を
⾏う施設 

麻布⼗番公共駐⾞場 

平成 11（1999）年開業 11,739.80 ㎡ 347 台収容
の都市計画駐⾞場 
隣接地に自転⾞ 84 台、バイク 30 台収容の麻布⼗番
自転⾞等駐⾞場を平成 27（2015）年 4 月開設 

シティハイツ六本⽊ 区⺠向け住宅（平成 29（2017）年 6 月竣⼯）（六本⽊
駅自転⾞駐⾞場併設（平成 28（2016）年度 6 月竣⼯）） 

⼩・中学
校 六本⽊中学校  校庭・体育館・教室等を学校教育に支障のない範囲で

開放 
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表 六本木駅周辺重点整備地区の生活関連経路一覧表 

⽣活関連経路 
⽣活関連施設等 歩道 

自転⾞放
置禁止区
域※１ 

商店街、
繁華街等

※２ 
番
号 経路（通称名） 

 ① 主要地方道第 319 号
線-1（環状第 3 号線）  

麻布⼗番駅 
六本⽊中学校 
麻布⼗番公共駐⾞場 

有 ○  

 ② 主要地方道第 319 号
線-2（外苑東通り） 六本⽊駅 有 ○ ○ 

 ③ 特例都道第 412 号線
（六本⽊通り） 

六本⽊駅 
三河台公園  有 ○ ○ 

 ④ 特例都道 415 号線 
（麻布通り） 六本⽊⼀丁目駅 有 ○  

 ⑤ 特別区道第 1022 号線  麻布⼗番駅 有 ○ ○ 

 ⑥ 特別区道第 1037 号線  
麻布⼗番駅 
麻布図書館 
子育て広場あっぴぃ麻布 

有 ○  

 ⑦ 特別区道第 1104 号線  六本⽊駅 有 ○ ○ 

 ⑧ 特別区道第 1131 号線  シティハイツ六本⽊ ⼀部
有 ○ ○ 

 ⑨ 特別区道第 849 号線  麻布地区総合支所 
麻布保育園  有 ○  

 ⑩ 特別区道第 852 号線  国⽴新美術館への経路の確保 有 ○  

 ⑪ 特別区道第 859・1038 
号線  麻布いきいきプラザ 無   

 ⑫ 特別区道第 770 号線  六本⽊駅 
檜町公園  有   

 ⑬ 特別区道第 1042 号線 六本⽊駅 
六本⽊⻄公園  無  ○ 

 ⑭ 特別区道第 992 号線  麻布⼗番駅 
網代公園  有 ○  

※１ 特に放置自転車対策をするべき経路は自転車放置禁止区域にある経路 

※２ 特に不法占用物件の排除するべき経路には商店街、繁華街等にある経路 
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（５）白金高輪駅周辺重点整備地区 

①地勢、生活関連施設・経路等の状況 

・白金高輪駅周辺重点整備地区は港区の南西部に位置し、北西側は麻布地区総合支所

管内に、北東側で田町駅周辺重点整備地区、南東側は品川駅周辺重点整備地区に接

しています。 

・白金高輪駅周辺重点整備地区は、高輪台地に位置しており、土地の高低差があるため

伊皿子坂、魚籃坂、天神坂、聖坂等の長い急坂が存在します。 

・桜田通りや第一京浜等の国道や主要な都道については、整備が進んでいますが、生活

関連経路の区道については、歩道設置が困難な区間や歩道の幅員が狭小な区間が多

く含まれています。 

・地区内には、福祉関係施設や高齢者集合住宅が多く存在しています。 

 

②公共交通の状況 

・白金高輪駅周辺重点整備地区内には、白金高輪駅と泉岳寺駅の鉄道駅が存在してお

り、高輪地区総合支所のある白金高輪駅は高輪コミュニティーぷらざと直結しています。 

・港区のコミュニティバス「ちぃばす」は、高輪ルートが品川駅～高輪地区総合支所～三

田駅間で運行されており、利用者が増加している路線です。 

・都営バス等の路線バスは、桜田通り（国道一号、都道４１５号）を経由して、東京駅～目

黒駅や品川駅～新宿駅、渋谷駅～田町駅等を結ぶ路線で多くのバスが運行されてい

ます。 

 

③通学路等の交通安全に関する指定状況 

・白金高輪駅の西側は、主に白金の丘学園の通学区域内となっており、白金高輪駅の東

側から三田方面は主に御田小学校の通学区域となっています。また、駅南側の都営高

輪アパートを含む高台の地域は、高輪台小学校の通学区域となっています。 

・通学路は、桜田通りや第一京浜等の幹線道路のほか、歩道が設置されている区道を中

心に指定されていますが、他の地区に比べて歩道のない区道も多く含まれています。 

・白金高輪駅の北側（桜田通りと恵比寿通りの以北）は、各種交通安全対策工事が実施

されています。 
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④バリアフリー化の方向性 

白金高輪駅周辺重点整備地区のバリアフリー化に関する課題解決に向けた整備の方

向性を以下に示します。 
 

 
現状：起伏の激しい地域であり、伊皿子坂、魚籃坂、天神坂、聖坂等の急坂が存在して

います。 

取組：開発等とあわせて休憩施設、手すり、手助け標識等の坂道独自の緩和対策を充

実します。また、地域交通サービス等と連携した坂道の移動の支援策を検討します。 

 

 
現状：南北方向の桜田通りや第一京浜は整備が進んでいますが、歩道が狭いあるいは

歩道が無く設置が難しい道路も存在しています。 

取組：沿道関係者の協力も得ながらハード・ソフト両面での計画的なバリアフリー化を検

討します。 

 

 
現状：福祉関連施設や高齢者集合住宅が多い白金地域に歩道設置が困難な区間や歩

道の幅員が狭小な区間が多く存在しています。 

取組：周辺重点整備地区内の区道は通学路にも多く指定されており、幅員が狭く、歩道

の無い区間もあるため、交通安全対策をより高めていきます。また、古川沿いの再

開発等、周辺開発と連携した歩行空間を創出します。 

1．坂道へのバリアフリー対策 

２．歩道未整備区間のバリアフリー歩行空間の確保 

３．地区内の歩行環境・交通安全に対する対策 
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 出典：国土地理院ウェブサイト（地理院タイル(標準地図）を加工して作成（令和２（2020）年８月末時点）） 
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⑤生活関連施設、生活関連経路の一覧 

 

表 白金高輪駅周辺重点整備地区の生活関連施設一覧表 

種別 施設名 概要 
旅客施設 ⽩⾦高輪駅 1 日当たりの平均的な利用者の⼈数が 3,000 ⼈以上の

旅客施設 泉岳寺駅 
官公庁 高輪地区総合支所 地域における課題解決及び身近な区⺠サービスの拠

点 
福祉施設 豊岡いきいきプラザ 高齢者の⽣きがい、健康づくりを支援するとともに、

区⺠の相互交流と自主的な活動を促進するための施
設 ⽩⾦いきいきプラザ 

精神障害者地域活動支援
センター(あいは⼀と・み
なと） 

精神に障害のある⼈への日常⽣活や社会参加の支援・
相談、オープンスペースやくつろげる場の提供、地域
交流や講座・講習会等を⾏う施設 
改築⼯事中 令和 3（2021）年 6 月運営開始予定 

高齢者複合施設 
(ニチイケアセンターしろ
がね) 

認知症高齢者グループホーム、デイサービスセンター
が併設、認知症対応型共同⽣活介護や訪間介護サービ
ス、通所介護サービスを⾏う施設 

デイサービスセンター 
(なごやか⽩⾦) 高齢者在宅サービスセンターとして、介護⼠・看護⼠

等が、機能訓練・⼊浴・レクリエーションといったサ
ービスを提供 デイサービスセンター 

(友の⾥三田) 

⽩⾦保育園 保護者が仕事や病気等の事情により日中家庭で児童
保育できないとき、保護者に代わって児童を保育 

伊皿子坂保育園 旧志田町保育園が移転 

豊岡児童館 
遊戯室、図書室、⼯作室等の設備を保有し、児童が自
由に遊べる施設(関連団体、児童と保護者への施設開放
も) 

高輪子ども中高⽣プラザ
(TAP) 

18 歳未満の子どもとその保護者や関係者の幅広い世
代が利用できる施設 高輪図書館分室併設 

医療施設 北⾥研究所病院 救急指定病院 
⽂化施設 高輪図書館 ⽩⾦高輪駅や総合支所に隣接し、映画会や CD コンサ

ートも⾏う 

高輪図書館分室 「高輪子ども中高⽣プラザ」の 3 階にあり、主に⼩学
⽣から高校⽣までを対象とした図書館 

公園 ⻲塚公園 面積 9,183.38 ㎡ 健康器具配置や関東タンポポ保全
区が特色 

三田台公園 面積 4,638.40 ㎡ 都市計画三田台公園 伊皿子貝塚
遺跡やビオトープエリア 

⽩⾦公園 面積 1,483.97 ㎡ 古川の護岸の親⽔テラス 
三田松坂児童遊園 面積 772,70 ㎡ 
高松くすのき公園 面積 3,639.04 ㎡ 旧高輪⼀丁目児童遊園拡張整備 
高松児童遊園 面積 544.85 ㎡ 都営高輪⼀丁ロアパートに隣接 
⽩⾦志田町児童遊園 面積 1,258.86 ㎡ 
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種別 施設名 概要 

公園 ⽩高児童遊園 面積 1,070.06 ㎡ 再開発により設置、球技エリアあ
り 

⽩⾦―丁目児童遊園 面積 1,137.58 ㎡ 
運動施設 高松中学校屋内プール 屋内温⽔プールを通年にわたり開放 
公共公益
サービス
施設 

高輪区⺠センター 
区⺠ホールを併せ持ち、講習会、⾳楽会、演劇等を開
催、また地域活動の拠点として会議や各種サークル活
動、講座等の場 

高輪郵便局 郵便業務全般のほか、貯⾦、外貨両替、トラベラーズ
チェック、投資信託、国際送⾦も取り扱う 

シティハイツ高輪 区⺠向け住宅(高輪コミュニティぷらざ併設) 
シティハイツ⽩⾦ 区⺠向け住宅 

⼩・中学
校 

御田⼩学校 校庭・体育館・教室等を学校教育に支障のない範囲で
開放 三田中学校 

高松中学校 
⼩中⼀貫教育校『⽩⾦の丘
学園」 

朝日中学校・三光⼩学校・神応⼩学校の三校を施設⼀
体型⼩中⼀貫教育校として平成 27（2015）年開校 

高齢者集
合住宅 

高齢者集合住宅 
(ピア⽩⾦) 

高齢者向け設備を備え、緊急時の対応等を⾏う「⽣活
協⼒員」が居住する住宅を整備 

高齢者集合住宅 
(はなみずき⽩⾦) 
高齢者集合住宅 
(フィオーレ⽩⾦) 

都営高輪―丁目アパート 高齢者向け居室(シルバーピア)のほか、⾞いす使用者
向けの居室も整備 
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表 白金高輪駅周辺重点整備地区の生活関連経路一覧表 

⽣活関連経路 
⽣活関連施設等 歩道 

自転⾞放
置禁止区
域※１ 

商店街、
繁華街等

※２ 
番
号 経路（通称名） 

 ① ⼀般国道 1 号線(桜田通
り) 

⽩⾦高輪駅 
豊岡いきいきプラザ 
精神障害者地域活動支援セン
ター 

有 ○ ○ 

 ② ⼀般国道 15 号線(第⼀
京浜) 

泉岳寺駅 
高輪郵便局 
友の⾥三田 

有  ○ 

 ③ 特例都道 305 号線(恵⽐
寿通り) 

⽩⾦高輪駅 
北⾥研究所病院 
⽩⾦の丘学園 

有 ○ ○ 

 ④ 特例都道 415 号線-1 
泉岳寺駅 
伊皿子坂保育園 
三田松坂児童遊園 

有   

 ⑤ 特例都道 415 号線-2 
⽩⾦高輪駅 
⽩⾦志田町児童遊園 
高松中学校 

有 ○  

 ⑥ 特別区道第 1024 号線
(二本榎通り) 

三田中学校 
⻲塚公園 
三田台公園 
都営高輪⼀丁目アパート 

有   

 ⑦ 特別区道第 770・800 号
線 

高輪コミュニティぶらざ 
高輪子ども中高⽣プラザ 
シティハイツ高輪 
都営高輪⼀丁目アパート 

有   

 ⑧ 特別区道第 306 号線 都営高輪⼀丁目アパート 
高松児童遊園 有   

 ⑨ 特別区道第 293 号線 ⽩高児童遊園 有 ○  
 ⑩ 特別区道第 298 号線 ⽩⾦高輪駅 有 ○  

 ⑪ 特別区道第 300 号線 ⽩⾦高輪駅 
ピア⽩⾦ 有 ○  

 ⑫ 特別区道第 840 号線 
(⼤久保通り) ⽩高児童遊園 有 ○  

 ⑬ 特別区道第 330 号線 
(四の橋通り) 

⽩⾦⼀丁目児童遊園 
フィオーレ⽩⾦ 無  ○ 

 ⑭ 特別区道第 783 号線 
(四の橋通り) フィオーレ⽩⾦ 無  ○ 

 ⑮ 特別区道第 471 号線 
⽩⾦公園 
はなみずき⽩⾦ 
ニチイケアセンター⽩⾦ 

無   

※１ 特に放置自転車対策をするべき経路は自転車放置禁止区域にある経路 

※２ 特に不法占用物件の排除するべき経路には商店街、繁華街等にある経路 
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⽣活関連経路 
⽣活関連施設等 歩道 

自転⾞放
置禁止区
域※１ 

商店街、
繁華街等

※２ 
番
号 経路（通称名） 

 ⑯ ⽩⾦いきいきプラザ前
通路 

⽩⾦いきいきプラザ 
⽩⾦保育園 無   

 ⑰ 特別区道第 770 号線 
高輪コミュニティぷらざ 
高輪子ども中高⽣プラザ 
高松くすのき公園 

無   

 ⑱ 特別区道第 472 号線 シティハイツ⽩⾦ 無   

※１ 特に放置自転車対策をするべき経路は自転車放置禁止区域にある経路 

※２ 特に不法占用物件の排除するべき経路には商店街、繁華街等にある経路 
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（６）田町駅周辺重点整備地区 

①地勢、生活関連施設・経路等の状況 

・田町駅周辺重点整備地区は港区の南東部に位置し、北側は芝地区総合支所管内に一

部含まれ、西側は白金高輪駅周辺重点整備地区、東側は東京港に接しています。 

・田町駅周辺重点整備地区は、平坦な地形で地区内に縦横に運河が存在しています。 

・第一京浜や旧海岸通り、日比谷通り等の国道や都道については整備が進んでおり、区

道についても田町駅西口の電線類地中化・道路整備による歩行空間の創出、放置自転

車等の対策が進められています。 

・みなとパーク芝浦の整備や駅前再開発により、地域の新たな拠点として整備されました。 

 

②公共交通の状況 

・田町駅周辺重点整備地区内には、田町駅と三田駅の鉄道駅が存在しており、東西自由

通路と歩行者デッキのバリアフリー化、また、時間に制約があるものの民間の協力を得

てエレベーターでのバリアフリー化がされています。 

・港区のコミュニティバス「ちぃばす」は、田町ルートが田町駅東口～田町駅西口～六本

木ヒルズ間、芝ルートがみなとパーク芝浦～田町駅西口～新橋駅間、芝浦港南ルート

が田町駅東口～品川駅港南口間と３ルートが運行されています。 

・都営バスは、ＪＲ線東側では主に田町駅東口を発着して品川駅を結ぶ路線が運行され

ており、ＪＲ線西側では、渋谷駅及び五反田駅を結ぶ路線が運行されています。 

・田町駅から台場地区間をシャトルで結ぶ「お台場レインボーバス」が運行されています。 

 

③通学路等の交通安全に関する指定状況 

・田町駅の東口（ＪＲ線東側）の海側の地区は、芝浦小学校の通学区域内となっており、

田町駅の西口（ＪＲ線西側）の三田駅側の地区は御田小学校と芝小学校の通学区域と

なっています。 

・通学路は、旧海岸通り等の幹線道路のほか、歩道が設置されている区道を中心に指定

されています。 

・田町駅の東口の海側の一部の地区を除き、ほとんどの地区が、電線類地中化や歩車共

存道路の整備が実施されています。 
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④バリアフリー化の方向性 

田町駅周辺重点整備地区のバリアフリー化に関する課題解決に向けた整備の方向性

を以下に示します。 
 

 
現状：みなとパーク芝浦の整備や駅前再開発により、地域の新たな拠点が整備され、周

辺施設の利便性は向上しているため、施設に至る経路における利便性の向上を図

る必要があります。 

取組：誰もが快適に利用できる道路や公園の公共施設づくりをめざし、視覚障害者誘導

用ブロックの連続化やベンチの設置を行うとともに、公園の水飲み・手洗場を高齢

者、障害者等が利用しやすいように改善を進めます。 

 

 
現状：田町駅と三田駅は相互の乗り換え時の円滑化を関係機関と図っていく必要があり

ます。 

取組：田町駅東西のまちづくりに伴う大規模再開発、電線類地中化化整備等と連携して

歩行空間の創出と鉄道駅間相互のバリアフリー空間を創出していきます。 
  

1．利用しやすい道路や公園の整備 

２．開発計画等と一体となったバリアフリー対策 
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 出典：国土地理院ウェブサイト（地理院タイル(標準地図）を加工して作成（令和２（2020）年８月末時点）） 
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⑤生活関連施設、生活関連経路の一覧 

 

表 田町駅周辺重点整備地区の生活関連施設一覧表 

種別 施設名 概要 
旅客施設 田町駅 1 日当たりの平均的な利用者の⼈数が 3,000 ⼈以上の

旅客施設 三田駅 
官公庁 芝浦港南地区総合支所 

（みなとパーク芝浦） 
地域における課題解決及び身近な区⺠サービスの拠
点 

福祉施設 都⽴障害者福祉会館 障害者、ボランティア又び家族等の障害者の福祉の増
進を目的とする関係者を対象とした福祉施設 

三田いきいきプラザ 
高齢者の⽣きがい、健康づくりを支援するとともに、
区⺠の相互交流と自主的な活動を促進するための施
設 

芝浦アイランドこども園 心身の発達にあわせて保育及び幼児教育を⼀貫して
実施する施設 

芝浦アイランド児童高齢
者交流プラザ(あいぷら) 

児童と高齢者がふれあう機会をつくり、互いに成⻑す
ることをめざす施設 

介護予防総合センター
(ラクっちゃ) 

区⺠の健康サポート、介護予防活動のサポート、研修
や情報提供等を⾏う新しい施設。みなとパーク芝浦内
に設置。 

みなと子育て応援プラザ
Pokke 

子どもと⼀緒に⽗⺟も気軽に集え、仲間づくりができ
る「子育てひろば」を中心に、家庭の事情にあわせて
「⼀時預かり」「トワイライトステイ」「ショートステ
イ」等の子どもを預かる施設 

子育てひろばあっぴぃ芝
浦 

親子が気軽に集い、仲間づくりや情報交換ができる場
を提供し、育児に関する相談や講座の開催、子育てサ
ークルの支援等を⾏う施設 

芝保育園 保護者が仕事や病気等の事情により日中家庭で児童
保育できないとき、保護者に代わって児童を保育 

しばうら保育園 保護者が仕事や病気等の事情により日中家庭で児童
保育できないとき、保護者に代わって児童を保育 
しばうら保育園 平成 27（2015）年 10 月開設 
しばうら保育園分園 平成 29（2017）年 4 月開設（み
なとパーク芝浦内） 

しばうら保育園分園 

⽂化施設 
三田図書館 

交通の便の良さから区内でもっとも利用者が多い施
設であり、令和 4（2022）年度開設の産業振興センタ
ー内に移転予定 

公園 芝浦公園 面積 6,800 ㎡ ⼟地区画整理事業関連都市計画公園
の変更整備 

プラタナス公園 面積 2,500 ㎡ プレーパーク事業を実施 

本芝公園 
面積 4,542.41 ㎡ 昭和 45（1970）年に運河を埋め
⽴てて造られ、⼤きなクスノキやジャブジャブ池、船
の遊具等が配置 都市計画公園の変更 

船路橋児童遊園 面積 858.05 ㎡ 
芝五丁目児童遊園 面積 1,208.80 ㎡ 芝保育園に隣接 
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種別 施設名 概要 
運動施設 

港区スポーツセンター 
トレーニングルーム、武道場、競技場、プール等のス
ポーツ施設として⽣まれ変わるバリアフリーと耐震
安全性を確保した施設。みなとパーク芝浦内に設置。 

公共公益
サービス
施設 

男⼥平等参画センター(リ
ーブラ) 

男⼥平等参画に関わる拠点施設。みなとパーク芝浦内
に設置。 

産業振興センター 

区内中⼩企業の振興発展を図ることを目的とした商
⼯会館と勤労者の⽂化・教養及び福祉の向上を目的と
した港勤労福祉会館の機能を継承した新施設として
令和４（2022）年度に開設予定 

消費者センター 消費⽣活に関する相談、情報の提供等の消費者のため
の総合的な施設。みなとパーク芝浦内に設置。 

芝浦港南区⺠センター 
区⺠ホールを併せ持ち、講習会、⾳楽会、演劇等を開
催、また地域活動の拠点として会議や各種サークル活
動、講座等の場 

シティハイツ芝浦、シティ
ハイツ第 2 芝浦 区⺠向け住宅 

医療施設 社会福祉法⼈思賜財団⺟
子愛育会総合⺟子保健セ
ンター愛育病院 

田町駅東⼝北地区公共公益施設として平成 27（2015）
年 2 月開設 

⼩・中学
校 芝浦⼩学校 校庭・体育館・教室等を学校教育に支障のない範囲で

開放 

芝浜⼩学校 
芝浦⼩学校の児童数の増加に対応するため、新たにみ
なとパーク芝浦の旧芝⽣広場に新設する⼩学校 令
和４（2022）年度開校予定 
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表 田町駅周辺重点整備地区の生活関連経路一覧表 

⽣活関連経路 
⽣活関連施設等 歩道 

自転⾞放
置禁止区
域※１ 

商店街、
繁華街等

※２ 
番
号 経路（通称名） 

 ① ⼀般国道 15 号線(第⼀
京浜) 

三田駅 
田町駅 
本芝公園 
産業振興センター 
三田図書館 

有 ○ ○ 

 ② 主要地方道 316 号線(旧
海岸通り) 

芝浦港南区⺠センター 
芝浦⼩学校 有  ○ 

 ③ 特例都道 409 号線(日⽐
谷通り) 

三田駅 
み な と 子 育 て 応 援 プ ラ ザ
Pokke 
都⽴障害者福祉会館 
芝五丁目児童遊園 

有 ○ ○ 

 ④ 特別区道第 1024 号線 ⽩⾦高輪駅周辺重点整備地区
との連続性確保 有 ○ ○ 

 ⑤ 特別区道第 1028 号線 田町駅 
三田駅 有 ○ ○ 

 ⑥ 特別区道第 1029 号線
(なぎさ通り) 田町駅 有 ○ ○ 

 ⑦ 特別区道第 1303 号線 

シティハイツ芝浦 
シティハイツ第２芝浦 
子育てひろばあっぴぃ芝浦 
愛育病院 
芝浦公園 

有 ○  

 ⑧ 特別区道第 1093 号線 田町駅 
みなとパーク芝浦 有 ○  

 ⑨ 特別区道第 1121・237
号線 

芝浦アイランド 
プラタナス公園 有   

 ⑩ 特別区道第 206 号線 三田駅 
三田いきいきプラザ 有 ○  

 ⑪ 特別区道第 829 号線 みなとパーク芝浦 
芝浦公園 有   

 ⑫ 特別区道第 830 号線 みなとパーク芝浦 
愛育病院 有   

 ⑬ 特別区道第 837 号線 
芝浦⼩学校 
品川駅周辺重点整備地区との
連続性確保 

有   

 ⑭ 新芝運河沿緑地 運河沿いの回遊性確保 有   

※１ 特に放置自転車対策をするべき経路は自転車放置禁止区域にある経路 

※２ 特に不法占用物件の排除するべき経路には商店街、繁華街等にある経路 
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（７）新橋駅周辺重点整備地区 

①地勢、生活関連施設・経路等の状況 

・新橋駅周辺重点整備地区は港区の北東部に位置し、東側は東京港、北側は千代田区、

南側は浜松町駅周辺重点整備地区に接しています。 

・国道や都道は南北方向の縦断路線が多く、東西方向は新虎通りや外堀通りといった主

要道路を含めた区道により構成されています。 

 

②公共交通の状況 

・新橋駅周辺重点整備地区内には、新橋駅、内幸町駅、虎ノ門駅、虎ノ門ヒルズ駅の鉄

軌道駅の他、ゆりかもめや虎ノ門バスターミナルが存在しており、お台場への交通結節

点となっています。虎ノ門ヒルズ駅が令和２（2020）年６月に開業し、新橋駅において

は、バリアフリー化や駅の利便性の向上のための改修工事の整備が進められています。 

・港区のコミュニティバス「ちぃばす」は、芝ルートの新橋駅～虎ノ門二丁目～みなとパー

ク芝浦間で運行されています。 

・都営バスは、新橋駅から渋谷駅や目黒駅、スカイツリー駅、豊洲市場等を結ぶ路線で

多くの本数が運行されています。 また、新橋駅～渋谷駅間で深夜バスが運行されてい

ます。 

 

③通学路等の交通安全に関する指定状況 

・新橋駅周辺重点整備地区内の各鉄軌道駅周辺は、御成門小学校の通学区域内となっ

ています。 

・通学路は、第一京浜や日比谷通り等の幹線道路のほか、歩道が設置されている区道を

中心に指定されています。 
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④バリアフリー化の方向性 

新橋駅周辺重点整備地区のバリアフリー化に関する課題解決に向けた整備の方向性

を以下に示します。 
 

 
現状：新橋駅は利用者数が区内でも特に多い駅ですが、新橋駅周辺には音響式信号機

が少ないため、音響式信号機の設置を検討する必要があります。 

取組：病院や福祉施設等に向かう経路において、所管の警察署と連携し、協力しながら

音響式信号機の設置の促進を図ります。 

 

 
現状：虎ノ門ヒルズ駅の開業により、周辺地域の開発が進むことが想定されます。新虎

通りや外堀通りといった主要道路ではバリアフリー化が進んでいますが、歩道の

狭い区道のバリアフリー化が必要となっています。 

取組：新たに生活関連経路として位置づけた区道のバリアフリー化を推進するとともに、

周辺開発と連携した歩行空間を創出します。 

 

 
現状：新橋駅周辺では歩道上の放置自転車や看板の設置が多くあり、歩道の通行を阻

害しています。 

取組：新橋・虎ノ門地区のまちづくりと連携して、放置自転車対策や路上の置き看板の撤

去を進めます。  

1．安全にわたることができる音響式信号機の設置 

２．周辺の開発の動向にあわせたバリアフリー化の推進 

３．地区内の歩行環境・交通安全に対する対策 
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出典：国土地理院ウェブサイト（地理院タイル(標準地図）を加工して作成（令和２（2020）年８月末時点）） 
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⑤生活関連施設、生活関連経路の一覧 

 

表 新橋駅周辺重点整備地区の生活関連施設一覧表 

種別 施設名 概要 
旅客施設 新橋駅 1 日当たりの平均的な利用者の⼈数が 3,000 ⼈以上の

旅客施設 内幸町駅 
⻁ノ⾨駅 
⻁ノ⾨ヒルズ駅 ⻁ノ⾨ヒルズ駅 令和２（2020）年 6 月開業 
⻁ ノ ⾨ バ ス タ ー ミ ナ ル
(BRT) ⻁ノ⾨バスターミナル 令和２（2020）年 6 月開業 

福祉施設 ⻁ノ⾨いきいきプラザ 
（とらトピア） 

高齢者の⽣きがい、健康づくりを支援するとともに、
区⺠の相互交流と自主的な活動を促進するための施
設 

⻁ノ⾨高齢者在宅サービ
スセンター 通所介護等のサービスを提供する施設 

公園 
桜田公園 

面積 2,671.07 ㎡ 東京市により昭和 6（1931）年に
開設され、昭和 25（1950）年 10 月 1 日付で東京都
より港区が移管を受け、管理 

南桜公園 
面積 5,218.86 ㎡ ⼩学校の名残である二宮尊徳像や
石碑、石段等が残っており、災害時にはトイレとして
利用できるベンチ等を設置 

⻄桜公園 

面積 1,150.01 ㎡ 
多様な桜を植栽しており、地区周辺の歩⾏者及び緑の
ネットワークの形成のため、階段形状となった修景・
休憩施設を設置 

塩釜公園 面積 841.97 ㎡ 昭和 59（1984）年に全面的に造り
変えられ、石のモニュメントや⽊製遊具を設置 

公共公益
サービス
施設  

⽣涯学習センター 
（ばるーん） 

区⺠の⽣涯にわたる学習活動を総合的に支援し、⽣涯
学習社会を実現していくために設置 

医療施設 国家公務員共済組合連合
会⻁の⾨病院 救急指定病院 
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表 新橋駅周辺重点整備地区の生活関連経路一覧表 

⽣活関連経路 
⽣活関連施設等 歩道 

自転⾞放
置禁止区
域※１ 

商店街、
繁華街等

※２ 
番
号 経路（通称名） 

 ① ⼀般国道 1 号線(桜田通
り) 

⻁ノ⾨駅 
⻁ノ⾨ヒルズ駅 
⻁ノ⾨高齢者在宅サービスセ
ンター 

有  ○ 

 ② 特例都道 409 号線（日
⽐谷通り） 内幸町駅 有  ○ 

 ③ 特例都道405号線-1（外
堀通り） 

赤坂駅周辺重点整備地区との
連続性確保 有   

 ④ 

特例都道街路環状第 2
号線（新⻁通り） 
特例都道 301 号線（愛
宕通り） 

⻁ノ⾨ヒルズ駅 
⻁ノ⾨バスターミナル 有  ○ 

 ⑤ 特例都道街路環状第 2
号線（新⻁通り） 

赤坂駅周辺重点整備地区との
連続性確保 

   

 ⑥ 特別区道第 1012 号線 
新橋駅 
⽣涯学習センター（ばるーん） 
桜田公園 

有 ○ ○ 

 ⑦ 特別区道第 1005 号線 

新橋駅 
⽣涯学習センター（ばるーん） 
桜田公園 
塩釜公園 

有 ○ ○ 

 ⑧ 特別区道第 1015 号線 
特別区道第 1006 号線 塩釜公園 有  ○ 

 ⑨ 特別区道第 1013 号線 南桜公園 有  ○ 
 ⑩ 特別区道第 1013 号線 ⻄桜公園 有   

⑪ 特別区道第 1009 号線 国家公務員共済組合連合会⻁
の⾨病院 有   

※１ 特に放置自転車対策をするべき経路は自転車放置禁止区域にある経路 

※２ 特に不法占用物件の排除するべき経路には商店街、繁華街等にある経路 
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（８）品川駅周辺重点整備地区 

①地勢、生活関連施設・経路等の状況 

・品川駅周辺重点整備地区は港区の南部に位置し、北東側は田町駅周辺重点整備地区、

北西側は白金高輪駅周辺重点整備地区、南側は品川区に接しています。 

・品川駅周辺重点整備地区の品川駅の高輪口側は高輪台地に位置しており、土地の高

低差があるため、桂坂や柘榴坂等の長い急坂が存在します。また、放置自転車対策が

進められています。品川駅より港南口側は平坦な地形で南北に運河が存在しています。 

・桜田通りや第一京浜等の国道や海岸通り等の主要な都道については、整備が進んで

おり、品川駅より港南口側では電線類地中化が実施された歩道が整備されています。

一方で、品川駅の高輪口側の生活関連経路の区道については、一部、歩道設置が困

難な区間や歩道の幅員が狭小な区間が存在しています。 

 

②公共交通の状況 

・品川駅周辺重点整備地区内には、品川駅と高輪ゲートウェイ駅、高輪台駅の鉄道駅が

存在しています。品川車両基地により、東西で分断されていますが、令和２（2020）年

３月の高輪ゲートウェイ駅の開業に伴う駅周辺の開発により道路や歩行空間の新たな

ネットワークの整備が進められています。 

・港区のコミュニティバス「ちぃばす」は、高輪ルートが田町駅西口～品川駅高輪口～芝

浦中央公園入口間、芝浦港南ルートが田町駅東口～品川駅港南口間で運行されてい

ます。 

・都営バスは、品川駅から田町駅や五反田駅、目黒駅、天王洲アイル駅、六本木ヒルズ、

大井競馬場前、新宿駅西口等、区内外の多様な地域を結ぶ路線で多くの本数が運行

されています。 また、品川駅～八潮パークタウン間で深夜バスが運行されています。 

・品川駅から台場地区間をシャトルで結ぶ「お台場レインボーバス」が運行されています。 

 

③通学路等の交通安全に関する指定状況 

・品川駅の港南口側の芝浦港南地区総合支所管内の地区は、港南小学校の通学区域

内となっており、品川駅の高輪口側の高輪地区総合支所管内の地区は高輪台小学校

の通学区域となっています。 

・通学路は、旧海岸通り等の幹線道路のほか、歩道が設置されている区道を中心に指定

されています。 

・品川駅の港南口側の多くの歩道は、電線類地中化の整備が実施されています。 
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④バリアフリー化の方向性 

品川駅周辺重点整備地区のバリアフリー化に関する課題解決に向けた整備の方向性

を以下に示します。 
 

 
現状：品川駅の高輪口側は、起伏の激しい地域であり、急な坂道が多く存在しています。 

取組：休憩施設、手すり等の坂道の緩和対策を実施します。また、地域交通サービス等と

連携した坂道の移動を支援します。 

 

 
現状：品川車両基地により東西方向の移動の困難性が指摘されていますが、高輪ゲート

ウェイ駅の開業に伴い、新たな道路整備や周辺地域の開発が進められています。 

取組：新たに生活関連経路として位置づけた区道のバリアフリー化を推進するとともに、

周辺開発と連携した歩行空間を創出します。また、高齢者・障害者等の移動の利

便性について、新たな交通サービスを地域や総合支所、交通事業者と協働し、検

討していきます。 
 

 
現状： 品川駅の港南口側は、生活関連経路において、バリアフリーの整備が進んでいる

地域ですが、運河沿等では、幅員が狭い歩道等があります。 

取組：運河沿いの歩道のバリアフリー化を推進するとともに、誰もが水辺にアクセスのし

やすい遊歩道を整備し、親水性を高めます。 
 

1．数多い坂道へのバリアフリー対策 

２．鉄道路線を挟んだ東西の移動手段の整備を推進 

３．親水性を高める水辺沿いのバリアフリー化の向上 
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出典：国土地理院ウェブサイト（地理院タイル(標準地図）を加工して作成（令和２（2020）年８月末時点）） 
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⑤生活関連施設、生活関連経路の一覧 

 

表 品川駅周辺重点整備地区の生活関連施設一覧表 

種別 施設名 概要 
旅客施設 品川駅 1 日当たりの平均的な利用者の⼈数が 3,000 ⼈以上の

旅客施設 高輪台駅 
高輪ゲートウェイ駅 高輪ゲートウェイ駅 令和２（2020）年 3 月開業 

福祉施設 子育てひろばあっぴぃ港
南 親子が気軽に集い、仲間づくりや情報交換ができる場

を提供し、育児に関する相談や講座の開催、子育てサ
ークルの支援等を⾏う施設 子育てひろばあっぴぃ港

南四丁目 
こうなん保育園 保護者が仕事や病気等の事情により日中家庭で児童

保育できないとき、保護者に代わって児童を保育 たかはま保育園 
高輪保育園 

高輪児童館 
遊戯室、図書室、⼯作室等の設備を保有し、児童が自
由に遊べる施設(関連団体、児童と保護者への施設開放
も) 

港南いきいきプラザ（ゆと
りーむ） 

高齢者の⽣きがい、健康づくりを支援するとともに、
区⺠の相互交流と自主的な活動を促進するための施
設 高輪いきいきプラザ 

港南子ども中高⽣プラザ
（プラリバ） 

児童が心身ともに健やかに成⻑し、豊かな情操を育む
ことを目的とした施設 

特別養護⽼⼈ホーム（港南
の郷） 

「港南の郷」内、日常⽣活で常時介護を必要とし、か
つ居宅で介護を受けることが困難な高齢者が⼊居し
て⽣活する施設 

高齢者在宅サービスセン
ター（港南の郷） 

「港南の郷」内、通所介護等のサービスを提供する施
設 

ケアハウス（港南の郷） 
「港南の郷」内、居宅において⽣活することが困難な
高齢者の健やかな⽣活の維持を図り、福祉の増進に寄
与する施設 

地域包括支援センター（港
南の郷） 

「港南の郷」内、地域住⺠の心身の健康の保持及び⽣
活の安定のために必要な援助を⾏うことにより、その
保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援する
施設 

デイサービスセンターみ
たて 

要介護者を居宅から通所介護施設まで送迎し、機能訓
練(リハビリ)やレクリエーション、⼊浴や食事介助等
の介護サービスを⾏う施設 

⽂化施設 港南図書館 港区政 50 周年記念事業として、シティハイツ港南に
開設 
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種別 施設名 概要 
公園 

港南緑⽔公園 

面積 20,206.35 ㎡ はらっぱ広場や四季を楽しめる
緑のほか、噴⽔や自然観察池といった⽔や⽣きものと
ふれあえる施設、マンホールトイレ、かまどベンチ、
利⽔槽等災害に対応する施設、ドッグランを整備 

こうなん星の公園 面積 2,150.38 ㎡ 地下には自転⾞駐⾞場を整備 

芝浦中央公園 
面積 45,781.97 ㎡ 東京都下⽔道局芝浦⽔再⽣セン
ター内の曝気槽の上部に設置された⼈⼯地盤の公園、
芝浦中央公園運動場併設 

港南公園 面積 6,077.29 ㎡ 運河沿いに設置された A 面・B 面・
C 面・D 面の 4 つの部分からなる公園 

港南和楽公園 
面積 3,800.82 ㎡ ⼩さな子どもからお年寄りまで、
和やかに楽しく利用できる公園として、広場や 2 基の
複合遊具やスプリング遊具を設置 

高輪公園 面積 5,958.11 ㎡ ケヤキやコナラの⽊、池やあずま
屋等がある緑豊かな公園で、投球場を設置 

泉岳寺前児童遊園 面積 1,892.39 ㎡  

港南３丁目遊び場 面積 3,001.58 ㎡ 夏期に⽔遊びができる噴⽔や、複
合遊具、築山があり、ボール遊びができる広場を設置 

高輪台遊び場 面積 527 ㎡ 高輪管内でも⽐較的広い遊び場であり、
多くの遊具を設置 

運動施設 港南⼩学校屋内プール 屋内温⽔プールを通年にわたり開放 
公共公益
サービス
施設  

品川駅港南⼝公共駐⾞場 平成 13（2001）年開業 8,844.33 ㎡ 自動⾞ 137
台、バイク 9 台収容の都市計画駐⾞場 

シティハイツ⾞町 区⺠向け住宅 
シティハイツ港南 区⺠向け住宅（港南図書館併設） 

医療施設 JCHO 東京高輪病院 救急指定病院 
⼩・中学
校 

港南中学校 校庭・体育館・教室等を学校教育に支障のない範囲で
開放 港南⼩学校 

高輪台⼩学校 

都⽴特別支援学校 
視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者
及び病弱者（身体虚弱者を含む）を対象とし、障害の
状態に応じた教育を実施 
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表 品川駅周辺重点整備地区の生活関連経路一覧表 

⽣活関連経路 
⽣活関連施設等 歩道 

自転⾞放
置禁止区
域※１ 

商店街、
繁華街等

※２ 
番
号 経路（通称名） 

 ① ⼀般国道 15 号線(第⼀
京浜) 

品川駅 
高輪ゲートウェイ駅 
泉岳寺駅 

有 ○ ○ 

 ② ⼀般国道 1 号線(桜田通
り) 

高輪台駅 
⽩⾦高輪駅周辺重点整備地区
との連続性確保 

有   

 ③ 主要地方道 316 号線
（旧海岸通り） 芝浦中央公園運動場 有   

 ④ 主要地方道 316 号線
（海岸通り） 

港南子ども中高⽣プラザ（プラ
リバ） 
港南緑⽔公園 
港南３丁目遊び場 
都⽴港特別支援学校 
港南⼩学校 

有   

 ⑤ 
特例都道 480 号線（品
川埠頭線） 
特別区道第 242 号線 

芝浦中央公園 
港南子ども中高⽣プラザ 
（プラリバ） 
港南中学校 

有 ○  

 ⑥ 特別区道第 1048 号線
（桂坂） 高輪台⼩学校 有   

 ⑦ 
特別区道第 1051 号線
（柘榴坂） 
特別区道第 1024 号線 

JCHO 東京高輪病院 有 ○  

 ⑧ 特別区道第 1050 号線 高輪台駅 
高輪台遊び場 無   

 ⑨ 特別区道第 320 号線 

高輪いきいきプラザ 
高輪保育園 
高輪児童館 
高輪公園 

有   

 ⑩ 特別区道第 314 号線 
特別区道第 317 号線 泉岳寺前児童遊園 有   

 ⑪ 特別区道第 1193 号線 
特別区道第 1194 号線 高輪ゲートウェイ駅 有   

 ⑫ 特別区道第 243 号線 
品川駅 
こうなん星の公園 
子育てひろばあっぴい港南 

有 ○  

 ⑬ 特別区道第 1164 号線 
港南⼩学校 
港南公園 
港南緑⽔公園 

有 ○  

※１ 特に放置自転車対策をするべき経路は自転車放置禁止区域にある経路 

※２ 特に不法占用物件の排除するべき経路には商店街、繁華街等にある経路 
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⽣活関連経路 
⽣活関連施設等 歩道 

自転⾞放
置禁止区
域※１ 

商店街、
繁華街等

※２ 
番
号 経路（通称名） 

 ⑭ 特別区道第 897 号線 

子育てひろばあっぴい港南四
丁目 
港南いきいきプラザ（ゆとりー
む） 

有   

 ⑮ 特別区道第 898 号線 

港南和楽公園 
港南図書館 
港南の郷 
港南⼩学校 
こうなん保育園 
港南中学校 

有   

 ⑯ 特別区道第 895 号線 港南３丁目遊び場 
芝浦中央公園運動場 有   

 ⑰ 特別区道第 1119 号線 第二東⻄連絡道路への接続 有   

 ⑱ 特別区道第 1098 号線 デイサービスセンターみたて 
港南公園 有   

 ⑲ 高浜運河沿緑地 運河沿いの回遊性の確保 有   

※１ 特に放置自転車対策をするべき経路は自転車放置禁止区域にある経路 

※２ 特に不法占用物件の排除するべき経路には商店街、繁華街等にある経路 
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第６章 心のバリアフリーの推進 
 

６-１．心のバリアフリーとは 

平成 29（2017）年２月に決定された「ユニバーサルデザイン２０２０行動計画」において、

様々な心身の特性や考え方を持つ全ての人々が、相互に理解を深めようとコミュニケーシ

ョンをとり、支え合うこととして、以下の３点がポイントに掲げられています。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

６-２．心のバリアフリーの現況 

（１）国の動向 

●バリアフリー法の改正 

平成３０（2018）年５月に改正されたバリアフリー法において、基本理念である「共

生社会の実現」に向けた取組として、「心のバリアフリー」について、「高齢者、障害者

等に対する支援（鉄道利用者による声かけ等）」が明記されました。 

また、令和２（2020）年５月の改正では、区市町村等による心のバリアフリー推進の

ため、バリアフリー基本構想に記載する事業メニューの一つとして、「心のバリアフリー」

に関する事項を追加し、学校教育とも連携した「教育啓発特定事業」が追加されまし

た。 

 

  

1)障害のある人への社会的障壁を取り除くのは社会の責務であるという「障害

の社会モデル（「障害」は個人の心身機能の障害と社会的障壁の相互作用に

よって創り出されているものであり、社会的障壁を取り除くのは社会の責務で

あること）」を理解すること。 

2)障害のある人（及びその家族）への差別（不当な差別的取扱い及び合理的配

慮の不提供）を行わないよう徹底すること。 

3)自分とは異なる条件を持つ多様な他者とコミュニケーションを取る力を養い、

全ての人が抱える困難や痛みを想像し共感する力を培うこと。 
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（２）心のバリアフリーの現況 

①港区のこれまでの主な取組について 

港区では、以下のとおり、平成２６（2014）年の港区バリアフリー基本構想策定以降

も新たな取組を実施するなど、積極的に心のバリアフリーに取り組んできました。 
 
 

  

●多様なバリアフリー情報発信 

・ヘルプカードを区民に配布し、活用に向けて普及・啓発するとともに、ヘ
ルプカードへの対応のための職員、区民や事業者への周知、協力等の
事業を展開 

・障害者の人権擁護に関する映像を作成し、理解と啓発のため、ケーブ
ルテレビや「ちぃばすチャンネル」等で放映 

・バリアフリータウンマップを「港区バリアフリーマップ」にリニューアルし、
区ホームページで日本語と英語で公開 

●イベントや講習の場で啓発活動を実施 

・イベントや庁内外の講習の場で、障害者への理解促進の協力依頼及び
関係機関との連携により様々な啓発活動を継続して実施 

 

例）・社会福祉協議会と連携し、ボランティア養成講座、ふれあい講習会
等を実施 

・区民まつり等の地域の行事での啓発品の配付 

●タブレットを利用した利用しやすい施設環境 

・行政手続き等を行う上で、手話通訳を必要とする人に対してタブレット
端末を利用した遠隔手話通訳や、音声文字化機能、手書き機能等のサ
ービスを提供 

 

●共生社会の実現にむけた条例を制定 

・「港区手話言語の理解の促進及び障害者の多様な意思疎通手段の利
用の促進に関する条例」を令和元（2019）年 12 月 1 日に制定。手話言
語の理解促進、多様な意思疎通手段の利用の促進、災害時の助け合い
や情報提供等により、障害者が自分らしくいきいきと暮らすことができる
地域共生社会の実現をめざす。 

平
成
２
６
年
（
２
０
１
４
）
策
定
時
に
お
け
る
事
業 

平
成
２
６
年
（
２
０
１
４
）
策
定
以
降
の
新
た
な
取
組 
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②心のバリアフリーの認知度 

港区では、心のバリアフリーについては積極的に取り組んでいる一方で、アンケート結

果では、『ヘルプカード』や『ヘルプマーク』等の個々の取組の認知度は約６割と６年前と

比べて高くなっていますが、心のバリアフリーというキーワードを約８割の方が知らない

状況です。また、『港区バリアフリーマップ』の区ホームページの認知度は約１割と、まだ

広く認知されていない状況です。 
 
 

【課題点】 

 
 

 

図 港区の『心のバリアフリー』の取組の認知度 

出典 バリアフリーのまちづくりに関する港区民アンケート調査 
 

 

 

図 港区の『ヘルプカード』 や『ヘルプマーク』の認知度 

出典 バリアフリーのまちづくりに関する港区民アンケート調査 
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63.0 
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無回答

○「心のバリアフリー」のキーワードの認知度は約 10％と、まだ広く認
知されていない 
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６-３．心のバリアフリーの推進に向けた取組の視点 

（１）取組の視点 

心のバリアフリーの認知度の向上により、共生社会の実現を図るため、心のバリアフリー

の推進に向けて、令和の新たな港区バリアフリー基本構想では、以下の視点に取り組んで

いきます。 

  
 

（２）主な取組 

①心のバリアフリーの意識啓発の推進 

· 広報みなとやポスター、ハンドブック等を活用した情報発信を行います。 
 

取組の事例 

   

写真左：誰でもトイレについて、真

に必要とする方がいるこ

とを知ってもらうための

ポスターを各トイレに掲

示 

写真右：手話が言語であることの

理解を促進するためのポ

スターの提示、イラストを

活用した手話啓発ハンド

ブックの配布等を実施 

  

● 心のバリアフリーの意識啓発の推進 

心のバリアフリーについて広く認知されていないため、バリアフリー法で明記さ

れた内容にあわせて、港区バリアフリー基本構想における心のバリアフリーがどの

ような取組であるのかを明記することで、意識啓発の推進を図ります。 

● 関係者の担い手の育成 

イベントや庁内外の講習の場等を通じた啓発活動を継続して行い、誰もが施設

を安心して利用できるように担い手の育成を図ります。 

● 誰もが利用しやすいサポートの実施 

各公共交通機関、施設等にて利用者への声かけや介助、分かりやすい情報提供

を行うなど適切な支援を実施し、誰もが利用しやすい環境形成を推進します。 

● 新しい生活様式に対応した取組の推進 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により生活様式が変化しており、バリアフ

リーを必要とする人が３密を避けた施設利用ができる環境を形成します。 



 

－ 96 － 

 

 

②関係者の担い手の育成 

· 職員のバリアフリー研修として、区職員を対象に、港区の条例や制度の意義やポイ

ント、障害当事者から見た意思疎通支援の現状を理解するとともに、職員としての

役割等についての研修を実施します。 

· 区民や事業者に対する研修・講習会を実施し、港区社会福祉協議会と連携し、ボ

ランティア養成講座、ふれあい講習会や民生委員・児童委員等の活動研修を通じ、

区民や学生、事業者が様々な障害についての理解を深める機会を創出します。 
 

取組の事例 

   

職員向け手話講習会の実施 
（令和２（2020）年１月～） 

手話が言語であることの理解を

深め、窓口等で職員自ら手話で簡

単な対応ができるよう毎週１回１５分

間の講習会を実施 

 

③誰もが利用しやすいサポートの実施 

· バリアフリーマップの充実と普及として、日常生活に必要な施設のバリアフリー情

報のほか、独自に公開している音声での道案内や坂道等の道路情報を継続して

更新します。 

· 視覚障害者のための音声コード（Uni-Voice）や点字表記を活用するなど、障害

特性に配慮し、誰もが見ることのできる区政情報を発信します。 

· タブレットを用いた利用しやすい施設環境の形成を図るため、多言語翻訳のほか、

手話通訳等の機能を用いてコミュニケーションの円滑化を実施します。 
 

取組の事例 

 

港区バリアフリーマップでは、ピクト

グラムに独自で「手話のできるスタ

ッフ」、「施設内への補助犬受入」等

のバリアフリー設備のアイコンを追

加し、施設ごとのバリアフリー設備

の情報の充実を図っています。 

  



 

－ 97 － 

 

 

④新しい生活様式に対応した取組の推進 

· 公共交通事業者は「新型コロナウイルス感染症対策に関するガイドライン」に基づ

き、バリアフリー設備を含む施設の定期的な消毒の実施、車内換気やビニールカ

ーテンの設置による感染防止対策を実施します。 

· 混雑状況の情報提供を行い、利用者が集中しないような呼びかけ、利用者の感染

対策のお願いのアナウンス等を実施します。 

· 区や事業者が取り組んでいる新型コロナウイルス感染症対策について案内すると

ともに、施設を必要としている高齢者や障害者等が利用しやすいように、配慮する

点についての情報を発信します。 
 

取組の事例 

 
 

港区コミュニティバス ちぃばす に

おける「新型コロナウイルス感染症

対策に関するガイドライン」に基づい

感染防止対策 

 

分かりやすいサインを用いた周知で

感染防止対策の内容と利用者に対

する感染防止対策への協力依頼を

実施しています。 

 

 

⑤総合的な取組 

· 将来の福祉のまちづくりの担い手である児童・生徒に思いやりの心を育み、様々な

人々の多様性について理解を図るため、小学校・中学校における総合的な学習の

時間等を活用した教育を実施します。 

· 様々な住民を対象に地域で学習会を開催し、全ての人の人権を尊重し、多様性を

理解するために必要な知識や技術等を学ぶ場を形成します。 

· 事業者のイベント等の活用を通じて、普及・啓発や担い手の育成、メディアを通じ

た情報発信、災害時に必要なこと等、心のバリアフリーの推進につながる取組を普

及します。 
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第７章 特定事業及び区全域の取組について 
 

７-１．特定事業の方針 

７つの重点整備地区の公共交通機関や道路、公園、建築物、交通安全施設等について、

具体的に実施すべき整備内容、整備時期の目安を記した「特定事業」について策定します。

この特定事業を基に各事業者や施設管理者が各施設の特性や事業スケジュールに沿って

適切な事業内容とその計画期間を定めた特定事業計画を策定することになります。 

 

（１）特定事業の概要 

港区バリアフリー基本構想では「公共交通特定事業」「道路特定事業」「都市公園特定

事業」「路外駐車場特定事業」「建築物特定事業」「交通安全特定事業」「心のバリアフリー

特定事業」の７つの特定事業を定めます。 

 

※港区バリアフリー基本構想では令和２（2020）年５月のバリアフリー法の改正に伴い追加された「教

育啓発特定事業」を、「心のバリアフリー」のキーワードを継続して表記する観点から「心のバリアフリ

ー特定事業」に置き換えて表記します。 

  

①公共交通特定事業 

②道路特定事業         

③建築物特定事業 

④都市公園特定事業    

⑤路外駐車場特定事業    

⑥交通安全特定事業    

⑦心のバリアフリー特定事業※ 
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（２）公共交通特定事業の方針 

公共交通特定事業は、公共交通事業者が、鉄道駅や客船ターミナル及び乗合路線バ

スに関するバリアフリー化を図るために、主に以下の内容について、実施すべき特定事

業を定めます。 

 
 

・公共交通特定事業を実施する特定旅客施設又は特定車両 
・公共交通特定事業の内容及び実施予定期間と実績 
・その他公共交通特定事業の実施に際し配慮すべき事項 
 

 

①主な事業内容 
 

ア）鉄道事業者 
 

移動経路 

·視覚障害者誘導用ブロックの配置、歩きやすい階段、エレベーター等

の誰もが利用しやすい移動経路を確保 

·主要な出入口から各ホームまでのバリアフリー化された経路の確保

及び複数ルートの確保を検討 

ホーム 
・転落防止のためのホームドアや内方線付点状ブロックの設置やベン

チの設置等の安全に利用できるホームを形成 

トイレ 

・多機能トイレの設置とあわせて、多機能トイレを必要としている車い

す使用者等が利用しやすいよう、トイレ全体で機能の分散を図り、い

つでも利用しやすいトイレを検討 

券売機、 

案内設備 

・車いす使用者や視覚障害者が利用しやすい券売機の設置やインタ

ーホンを活用できない聴覚障害者等への適切な対応方法等を検討

することにより、誰もが利用できる環境を形成 
・バリアフリー化された経路や乗継経路、バリアフリー設備やトイレの

配置等の施設の情報を誰もが知ることのできるピクトグラムや多言

語を用いた案内表示や音声案内を設置 

心のバリア

フリー 

・職員の教育や資格の取得を推進し、多様な利用者への適切な対応

を充実 
・筆談用具の案内や駅や車両利用のマナー・ルールについて、利用者

へ啓発 
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イ）バス事業者  
 

車両 ・車いす使用者やベビーカー利用者が利用しやすい車内環境を確保 

バス乗降場・ 

停留所 

・道路事業者と連携し、バス乗降場・停留所に障害者用ブロックやベ

ンチ、上屋を設置するなど、利用しやすい待合スペースを確保 
・バスの運行状況の情報を誰もが知ることのできる多言語や音声案

内・電光表示を用いた案内表示や音声案内を設置 

心のバリア

フリー 

・乗務員の教育により、多様な利用者への適切な対応を実施 
・筆談用具の案内やバス停留所、バス利用のマナー・ルールについて

利用者へ啓発 
 
 

②課題 
ア）鉄道事業者 

· 改定された「公共交通機関の旅客施設に関する移動等円滑整備ガイドライン」に適

合した複数ルート化が望ましい 

· 外国語に対応した更なる案内設備の拡充や施設設置管理者間の連携を図り、利

便性の高い公共交通の実現が望ましい 

· 多機能トイレ以外のトイレについても、洋式化や高齢者を考慮した大人ベッドの整

備等、社会情勢に応じた整備が望ましい 

イ）バス事業者  

· バス停留所ごとの進捗を整理して、効果的な事業の進捗の検討が必要 

· 運転手の対応の更なる向上や利用者の意識の向上が必要 
 
 

③方針 

ア）鉄道事業者 

 

イ）バス事業者 

   

○バリアフリーの複数ルート化の検討、外国語に対応した案内設備の拡充、社

会情勢に応じた大人用ベッドの設置の検討等による利便性の高い環境の形

成に努めます。 

○心のバリアフリーによる事業者・利用者の対応の更なる向上を促進します。 

○上屋やベンチ等が設置された利用しやすいバス停の整備を推進します。 

○心のバリアフリーによる事業者・利用者の対応の更なる向上を促進します。 
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（３）道路特定事業の方針 

道路特定事業は、道路管理者が、道路や駅前広場等、生活関連経路のバリアフリー

化を図るために、主に以下の内容について、実施すべき特定事業を定めます。 
 
 
 

・道路特定事業を実施する道路の区間 
・道路の区間ごとに実施すべき道路特定事業の内容及び実施予定期間と実績 
・その他道路特定事業の実施に際し配慮すべき事項 
 

 

①主な事業内容 
 

歩道 

・段差や急な勾配の平坦化や車いす使用者やベビーカー利用者が移

動しやすい舗装を整備をするなど、歩行者が安全に安心して利用で

きる道路環境を形成 

車道 ・自転車走行空間整備を推進し、歩行者の安全性を向上 

歩道のない

道路 

・路肩の拡幅や平坦化、ガードレールの設置、舗装のカラー化等、経路

の実情にあった交通安全対策を検討 

道路 

・道路管理者と連携し、視覚障害者誘導用ブロック上への放置自転車

や看板、商品陳列等の不法占用物への指導、自転車利用者へのル

ール・マナーの啓発、経路の実情にあった道路の安全の確保 

横断歩道橋 
・手すりの点字やエレベーター、スロープの設置等、誰もが利用しやす

い横断歩道橋の改良を検討 

坂道 
・坂道では、滑りにくい舗装の整備や手すりの設置等、誰もが歩きや

すい歩道を形成 

心のバリア

フリー 

・案内や標識を設置し、道路利用者に対して、助け合いの意識を喚起 

その他 

・歩車道境界やバス停留所、生活関連施設を中心に、視覚障害者誘

導用ブロックや、目の細かいグレーチング（側溝のフタ）等を設置し、

移動の連続性に配慮 
・道路や、沿道の開発事業者と連携し、日陰の確保や休憩できるベン

チ等を設置し、誰もが歩きやすい歩道環境を形成 
・電線類地中化を推進するとともに、街灯、案内サイン等の路上施設

が歩行者の通行の妨げとならないように配慮 
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②課題 
· 歩道の整備を進めるとともに、港区は坂の多い地域のため、開発とあわせた坂道

の手すりやベンチの設置、バリアフリーに配慮した整備の検討・指導が必要 

· まち歩き点検の実施の継続等により、利用しやすい整備ができているのか、継続し

た確認が必要 

· 横断歩道橋のバリアフリー化や歩道幅員との関係等、横断歩道橋の見直し検討が

必要 

 

③方針 

 
  

○沿道の開発事業者や電線類地中化の整備、横断歩道橋の見直し検討にあわせ

て、バリアフリーに配慮した誰もが歩きやすい歩行環境の向上を図ります。 

○道路は窓口のある施設と比べると、利用者の声が把握しにくい環境にあるた

め、まち歩きの点検の実施やアンケート等により、事業の整備効果の把握に

取り組みます。 
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（４）建築物特定事業の方針 

建築物特定事業は、建築主等が、港区バリアフリー基本構想に位置づけられた建築

物に関するバリアフリー化を図るために、主に以下の内容について、実施すべき特定事

業を定めます。 

 
 

・建築物特定事業を実施する特定建築物 
・建築物特定事業の内容及び実施予定期間と実績 
・その他建築物特定事業の実施に際し配慮すべき事項 
 

 

①主な事業内容 
 

敷地内 

・敷地内通路では、道路から建物内の案内施設まで連続した視覚障

害者誘導用ブロックや庇を設置、段差を解消するなど、道路と建築

物の連続性に配慮 
・道路に面した敷地内には歩行者が休憩できるベンチの設置を検討 

建物内通路、

出入口 

・主要な通路に段差がある場合はスロープを設置するなどして段差の

解消、物や設備等で狭くならないように配慮 
・建物の主要な出入口は、自動ドア、また、建物内の居室の戸は、誰も

が開閉可能な扉等の通行しやすい扉とし、車いす使用者やベビーカ

ー利用者等に配慮 

階段・エレベ

ーター 

・階段は、段の識別のしやすさ、両側に点字付きの手すりを設け、安全

性と利用のしやすさを向上 
・障害者が利用しやすいエレベーターの設置を検討 

トイレ 

・多機能トイレの設置とあわせて、多機能トイレを必要としている車い

す使用者等が利用しやすいよう、トイレ全体で機能の分散を図り、い

つでも利用しやすいトイレを検討 

駐車場 
・出入口に近い場所に十分な広さの障害者用駐車施設を設置し、わ

かりやすく標示するとともに、適切な利用を促すように利用者へ啓発 

案内設備 

・敷地内のバリアフリー化された経路やバリアフリー設備、トイレの配

置等の施設の情報を誰もが知ることのできるピクトグラムや多言語

を用いた案内表示や音声案内を設置 
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②課題 
· 大規模改修の予定が未定の事業は整備が進まない状況が続くため、手すりへの

点字では、シートを貼る等、必要に応じて、簡易的に即効性のある手法の検討が

必要 

· 施設間の移動がしやすい環境の形成が必要 

· タブレットを活用する等、多言語への対応が必要 

· 視覚障害者誘導用ブロックや手すり等の既存のバリアフリー設備の機能を阻害し

ている設置物等があるため、既存のバリアフリー設備を生かした施設利用が必要 

 

③方針 

 
  

○大規模改修の予定が未定の施設においては、簡易的に即効性のある手法を実

施し、施設内のバリアフリー化の推進を図ります。 

〇既存のバリアフリー設備の機能を阻害している設置物の移動等、既存のバリ

アフリー設備を生かした施設利用の推進を図ります。 

○敷地内において、沿道の施設間の移動を推進するため、周辺施設の案内情報

の充実や、ベンチ等の休憩できる移動円滑化経路等における移動しやすさの

向上を図ります。 

○大規模修繕の実施にあわせたバリアフリー化を実施します。 
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（５）都市公園特定事業の方針 

都市公園特定事業は、公園管理者等が、都市公園等の特定公園施設（主要な園路、

水飲み、案内板、便所等）に関するバリアフリー化を図るために、主に以下の内容につい

て、実施すべき特定事業を定めます。 

 
 

・都市公園特定事業を実施する都市公園等 
・都市公園特定事業の内容及び実施予定期間と実績 
・その他都市公園特定事業の実施に際し配慮すべき事項 
 

 

①主な事業内容 
 

出入口・園路 

・十分な出入口幅や園路の幅員の確保、段差や勾配の平坦化、道路

から出入口、主要な施設まで連続した視覚障害者誘導用ブロックの

設置をするなど、経路の連続性に配慮 

トイレ 

・多機能トイレの設置とあわせて、多機能トイレを必要としている車い

す使用者等が利用しやすいよう、トイレ全体で機能の分散を図り、い

つでも利用しやすいトイレを検討 

遊具 
・障害の有無にかかわらず、すべての子どもが共に遊ぶことができる

ユニバーサルデザイン遊具の設置を検討 

休憩施設 
・日陰の確保やベンチや車いす使用者等が利用しやすい構造の水飲

み場を設置するなど、休憩施設を整備 

案内設備 

・バリアフリー化された経路や、バリアフリー設備やトイレの配置等の

施設の情報を誰もが知ることのできるピクトグラムや多言語を用い

た案内表示を設置 

 

②課題 
· 日影や雨よけとなる屋根等の設置が必要 

· 障害の有無にかかわらず、すべての子どもが共に遊ぶことができる遊具の設置が

望まれる 

· 案内・情報の整備について、多言語化により、ルールやマナーの啓発等が統一され

た整備が必要 

③方針 

 

○憩いの場所となるよう、日影や雨よけとなる屋根の設置等を検討します。 

〇障害の有無にかかわらず、すべての子どもが共に遊ぶことができるユニバー

サルデザイン遊具の設置を検討します。 

○誰もがルールやマナーを理解し利用できるよう、多言語化等による情報提供

を行う案内設備の整備を推進します。 
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（６）路外駐車場特定事業の方針 

路外駐車場はこれまでの重点整備地区にも含まれていましたが、新たな重点整備地

区の品川駅周辺重点整備地区の位置づけにより、区内の全ての公共駐車場が重点整備

地区内に含まれたことを踏まえ、新たに路外駐車場特定事業を位置づけます。 
 
 
 

・路外駐車場特定事業を実施する駐車場等 
・路外駐車場特定事業の内容及び実施予定期間と実績 
・その他、路外駐車場特定事業の実施に際し配慮すべき事項 
 

 

①主な事業内容 
 

トイレ 

・多機能トイレの設置とあわせて、多機能トイレを必要としている車い

す使用者等が利用しやすいよう、トイレ全体で機能の分散を図り、い

つでも利用しやすいトイレを検討 

案内設備 

・バリアフリー化された経路や、バリアフリー設備やトイレの配置等の

施設の情報を誰もが知ることのできるピクトグラムや多言語を用い

た案内表示を設置 

 

②課題 
· バリアフリー設備やトイレの配置等の施設の情報を誰もが知ることのできるピクト

グラムや多言語を用いた案内表示が必要 

· 階段の地上出口付近等ではあまり明るくない箇所もあるため、安全で上り下りの

しやすい階段の整備等が必要 

 

③方針 

 

○案内窓口までの経路や設備の案内の充実を図ります。 

〇識別しやすい段鼻等の安全で上り下りのしやすい階段の整備を推進します。 
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（７）交通安全特定事業の方針 

交通安全特定事業は、信号機や横断歩道の整備、違法駐車行為の防止等に関する事

業であり、東京都公安委員会が主に以下の内容について、実施すべき特定事業を定め

ます。 
 
 
 

・交通安全特定事業を実施する道路の区間 
・道路の区間ごとに実施すべき交通安全特定事業の内容及び実施予定期間と実績 
・その他交通安全特定事業の実施に際し配慮すべき事項 
 

 

①主な事業内容 
 

道路 

・違法駐車行為の取り締まり強化、また道路管理者や関係機関との連

携により、交通安全施設の整備や交通安全に関するマナー・啓発を

推進し、道路の適切な機能、交通安全を確保 

交差点部 

・生活関連経路上の信号交差点には、音響式や経過時間表示式等の

バリアフリー化された信号機や横断歩道にエスコートゾーンを設置

し、誰もが安全にわたることのできる交差点を形成 

 

②課題 
· 違法駐車行為の防止や道路標示等の維持管理の継続が必要 

· 音響式信号機の夜間時間帯の運用については、近隣住民の理解を得る必要があ

るため、利用可能時間の延長や必要に応じた利用が可能になる手法の検討が必

要 

 

③方針 

 

 

  

○路上の違法駐車行為の防止や道路標示等の維持管理を道路管理者と連携し

て推進します。 

○音響式信号機の設置や鳴動時間の延長の推進等、誰もが安全に横断できる歩

行環境の形成を推進します。 
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（８）心のバリアフリー特定事業の方針 

高齢者、障害者等の困難を自らの問題として認識し、心のバリアを取り除き、その社

会参加への協力を促進する事業であり、以下の内容について、実施すべき特定事業を

定めます。なお、公共交通事業者等の個別事業についても、「心のバリアフリー」の項目

を設けて実施すべき特定事業を定めます。 
 
 
 
 

・心のバリアフリー特定事業の考え方 
・実施する心のバリアフリー特定事業の内容及び実施予定期間と実績 
・その他心のバリアフリー特定事業の実施に際し配慮すべき事項 
 

 

①主な事業内容 
 

・心のバリアフリーの意識啓発 
・関係者の担い手の育成 
・誰もが利用しやすいサポートの実施 
・新しい生活様式に対応した取組の推進 

 

②課題 
· 心のバリアフリーが広く認知されるように、区と事業者が協力して普及・啓発を継

続して実施することが必要 

· バリアフリーマップ等の各事業の取組内容についてもより多くの人に使ってもらう

ためのＰＲが必要 

· バリアフリーの担い手を育成し、適切な補助ができる環境を広げることが必要 

· 新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、新しい生活様式への対応が必要 
 

③方針 

 

○キーワードである「心のバリアフリー」は認知度が低いため、バリアフリー

法で明記された内容にあわせて、港区バリアフリー基本構想における心のバ

リアフリーがどのような取組であるのかを明記することで、意識啓発の推進

を図ります。 

○イベントや庁内外の講習の場等を通じた啓発活動を継続して行い、誰もが施

設を安心して利用できるように担い手の育成を図ります。 

○各公共交通機関、施設等にて利用者への声かけや介助、分かりやすい情報提

供を行うなど適切な支援を実施し、誰もが利用しやすい環境形成を推進しま

す。 

○「新型コロナウイルス感染症対策に関するガイドライン」に基づく対策の実

施や、高齢者や障害者等が利用しやすいように、配慮する点についての情報

を発信を行います。 
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７-２．特定事業の内容 

各生活関連施設及び生活関連経路に位置づけた施設のうち、特定事業を実施する施設

について、事業の種類別に実施すべきおおむねの事業内容（対象施設、事業者、整備内容、

事業実施時期）を記載します。 
 
 
 

（１）事業内容と事業期間の分類 

特定事業は、整備内容と完成時期が明確な事業を短期・中期の目標とし、整備内容は具

体的であるが、時間的な制約等から期間内完了が困難な事業や、検討事項が多く整備時

期が未定の事業については、長期にわたる事業として検討していきます。 

事業内容と事業期間は、目安として統一的に設定したもので、各事業者が特定事業計

画を策定する際は施設の特性、整備スケジュールに沿って適切な事業と計画期間を施設

ごとに定めることになります。また、短期事業期間及び中期事業期間の終了時には各事業

者が定める特定事業計画について、そのときの新たな課題や問題点を反映した修正を依

頼し、段階的かつ継続的な発展をめざしていきます。 
 

【事業の実施予定期間】 

・短期︓令和 5（2023）年度までに完了 
・中期︓令和８（2026）年度までに完了 
・⻑期︓課題を多く含み完成時期が未定または⻑期となる事業、⼤規模な施設

の改築を伴う⻑期な事業、沿道の開発等の機会を捉えて整備する事業 
 

【特定事業内容の分類】 

主な事業内容 

実施予定期間 

短期 
R3(2021)-
R5(2023) 

中期 
R6(2024)-
R8(2026) 

⻑期 
R9(2027)-
R12(2030)

以降 

整備内容と完成時期が明確な事業 ■   
 ■  

整備内容は具体的だが、完成時期が未定また
は⻑期以降となる事業   ■ 

事業の具体化に向けての検討や関連機関と
の協議が必要となるが、 積極的に協議・調整
を⾏いバリアフリー化の検討を進める事業 

事業化の検討 

おおむね整備済みであるが、維持管理時にお
いてもバリアフリーに関して常に配慮する
とともに、補修や改修、施設の更新等の機会
を捉え更にバリアフリー化を進める事業（主
にハード的な事業） 

維持更新 

現在でも対策を⾏っているが、今後は更なる
対策の強化やその検討を⾏う事業（主にソフ
ト的な事業） 

継続して実施 

 ※事業内容の「★」は新規事業を示します。  
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（２）公共交通特定事業 

①鉄道事業者の事業 

【事業主体と対象施設】 
特定事業者 

 
重点整備地区別特定事業対象施設 

浜松町駅 
周辺地区 

赤坂駅 
周辺地区 

六本⽊駅 
周辺地区 

⽩⾦高輪駅 
周辺地区 

田町駅 
周辺地区 

新橋駅 
周辺地区 

品川駅 
周辺地区 

東日本旅客鉄道株式会社 

 浜松町駅 － － － 田町駅 新橋駅 
品川駅 
高輪ゲートウ

ェイ駅 
東京都交通局（都営地下鉄） 

 
⼤⾨駅 
御成⾨駅 
芝公園駅 

⻘山⼀丁目駅 六本⽊駅 
麻布⼗番駅 

⽩⾦高輪駅 
泉岳寺駅 三田駅 新橋駅 

内幸町駅 高輪台駅 

東京地下鉄株式会社（東京メトロ） 

 － 

赤坂駅 
赤坂⾒附駅 
溜池山王駅 
⻘山⼀丁目駅 

六本⽊駅 
麻布⼗番駅 
六本⽊⼀丁目駅 

⽩⾦高輪駅 － 
新橋駅 
⻁ノ⾨駅 
⻁ノ⾨ヒルズ駅 

－ 

東海旅客鉄道株式会社 
 － － － － － － 品川駅 
京浜急⾏電鉄株式会社 
 － － － － － － 品川駅 
東京モノレール株式会社 
 浜松町駅 － － － － － － 
株式会社ゆりかもめ 
 竹芝駅 － － － － 新橋駅 － 

 

【事業の取組】 

項目 主な事業内容 
実施予定期間 

短期 中期 ⻑期 

移動経路 

○ホームから地上間のバリアフリー経路の整備 維持更新 
★ホームから地上間の複数のバリアフリー経路

の整備検討 事業化の検討 

○鉄道路線乗換経路のバリアフリー経路の整備
（他社乗換含む） ■ ■ ■ 

ホーム 

○ホームドアの設置  ■ ■ ■ 
○ホームドア開閉時のチャイム鳴動 維持更新 
○乗降や移動を妨げない位置に配慮し、ベンチを

設置 ■ ■  
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項目 主な事業内容 
実施予定期間 

短期 中期 ⻑期 

トイレ 

★多機能トイレの機能の分散化検討 事業化の検討 
★トイレの案内表示の設置 ■   
★⼤⼈用ベッドの設置検討 事業化の検討 
○トイレの段差解消 維持更新 

券売機、 
案内設備 

○触知案内図等、よりわかりやすい案内サインの
維持更新 維持更新 

○券売機やカウンターの⾞椅子用蹴込みの設置 事業化の検討 

⾞両 

○⾞両更新（⾞両新造・⾞両全面改良時）に合わ
せた⾞いすスペースの確保、案内表示装置の更
新 

維持更新 

○⾞両連結部に転落防止設備の更新 維持更新 

心のバリア
フリー 

○サービス介助⼠等の資格の取得の推進 継続して実施 
○駅職員を対象とした接遇等の研修・教育の実施 継続して実施 
○広告・ホームページを利用したバリアフリーに

関する情報の周知・提供 継続して実施 

★優先席周辺等にヘルプマークのポスターの掲
示 継続して実施 

★「新型コロナウイルス感染症対策ガイドライ
ン」に基づく感染防止対策の実施 継続して実施 

 

取組の事例 

  

図 バリアフリールートの複数化のイメージ 

出典 東京都交通局ＨＰ 

（各駅の整備状況については、「参

考資料-１」を参照） 
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取組の事例 

  

ピクトグラムの表示、点字と壁の位

置等を凸凹で示すなど、誰もが利

用できるトイレの案内図 
 

写真 高輪ゲートウェイ駅 

 

図 公共トイレの機能分散の考え方 

出典 多様な利用者に配慮したトイレの整備方策に関する調査研究（国土交通省） 
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②バス事業者の事業 

【事業主体と対象施設】 
特定事業者 

 
重点整備地区別特定事業対象施設 

浜松町駅 
周辺地区 

赤坂駅 
周辺地区 

六本⽊駅 
周辺地区 

⽩⾦高輪駅 
周辺地区 

田町駅 
周辺地区 

新橋駅 
周辺地区 

品川駅 
周辺地区 

東京都交通局（都営バス） 
 路線バス（全地区） 
フジエクスプレス（港区コミュニティバス「ちぃばす」） 
 コミュニティバス「ちぃばす」（全地区） 
ケイエム観光バス株式会社（台場シャトルバス） 
 路線バス 

【事業の取組】 

項目 主な事業内容 
実施予定期間 

短期 中期 ⻑期 
停留所 ○上屋・ベンチ等のバス停環境の整備 事業化の検討 

⾞両 

○継続して⾞内環境改善を含めて⾞両改善を検
討 維持更新 

○⾞いすスペースの確保及び固定方法の検討 維持更新 
○ＡＥＤの設置 維持更新 

案内・情報 
○Wi-Fi インターネット通信サービスの提供 

（無料） 継続して実施 

○バス接近表示装置の整備 事業化の検討 

心のバリア
フリー 

○乗務員を対象としたベビーカー利用者への接
遇等の研修・教育の実施 継続して実施 

○⾞内にポスター、ステッカーを掲示し、ヘルプ
マークの普及・啓発 継続して実施 

○聴覚障害者用の筆記用具や筆談具を常備して
対応 継続して実施 

★「新型コロナウイルス感染症対策ガイドライ
ン」に基づく感染防止対策の実施 継続して実施 

 

取組の事例 

  

屋根とベンチが設置され、乗り口に

視覚障害者誘導用ブロックが敷設

されているバス停 

 

写真 品川駅周辺重点整備地区 

経路 14 

  



 

－ 114 － 

 

 

（３）道路特定事業 

【事業主体と対象経路】 
特定事業者 

 
重点整備地区別特定事業対象路線数 

浜松町駅 
周辺地区 

赤坂駅 
周辺地区 

六本⽊駅 
周辺地区 

⽩⾦高輪駅 
周辺地区 

田町駅 
周辺地区 

新橋駅 
周辺地区 

品川駅 
周辺地区 

国⼟交通省東京国道事務所 
 １経路 １経路 － ２経路 １経路 １経路 ２経路 
東京都第⼀建設事務所 
 2 経路 ４経路 ４経路 ３経路 ２経路 ４経路 ３経路 
港区 
 １9 経路 ８経路 １０経路 １３経路 １１経路 ６経路 １４経路 

 

【事業の取組】 

項目 主な事業内容 
実施予定期間 

短期 中期 ⻑期 

道路 

○歩道の舗装の維持管理 維持更新 
○電線類地中化の整備の推進 ■ ■ ■ 
○電線類地中化や街路整備事業等の道路事業に

あわせた歩道幅員の拡幅等の歩道整備 ■ ■ ■ 

○周辺開発計画等とあわせた整備によるアクセ
ス性等の向上による親⽔性の向上 ■ ■ ■ 

○坂道や歩道に手すりやベンチを設置 ■ ■ ■ 
○自転⾞⾛⾏空間の整備推進 ■ ■ ■ 
○歩⾞分離のない通学路のため、路側線内のカ

ラー舗装 ■ ■  

○障害者からの要望や⽣活関連施設との連続性の確
保のための視覚障害者誘導用ブロックの整備 事業化の検討 

〇視覚障害者誘導用ブロックの整備・改良（マン
ホール上対策、輝度対策含む） ■ ■  

○歩⾏者横断部や歩道切り下げ部の段差、勾配
の平坦化及び緩和 事業化の検討 

○⽩杖や⾞いす使用者の移動の障害とならない
側溝のフタ（グレーチング）の設置 ■   

★スロープやエレベーターが整備された誰もが
利用しやすい横断歩道橋の改良検討 事業化の検討 

★横断歩道橋の不要箇所の撤去検討 事業化の検討 
  



 

－ 115 － 

 

項目 主な事業内容 
実施予定期間 

短期 中期 ⻑期 

管理 

○道路の不法占用に対する適正化指導 継続して実施 
○自転⾞等の放置禁止区域等における放置自転

⾞の撤去 継続して実施 

○高齢者や障害者の安全な歩⾏、ベビーカー等
の通⾏にも配慮する観点で道路の定期的な点
検 

継続して実施 

案内・標識 ○多⾔語化にも対応した案内標識の更新及び改
善 継続して実施 

心のバリア
フリー 

○視覚障害者誘導用ブロックに啓発シールの敷
設 ■   

 
 

取組の事例 

  

歩行者と自転車利用者が分離され、

安全に歩くことができる歩道 

 

写真 新橋駅周辺重点整備地区  

経路 05 

  

マンホール上に設置した視覚障害者

誘導用ブロックにより、視覚障害者に

も経路の連続性を確保 

 

写真 浜松町駅周辺重点整備地区 

経路 04 

  

放置自転車禁止区域の範囲等を示

す案内表示 
 

 

写真 品川駅周辺重点整備地区  

経路 07 

 

歩道橋にエレベーターを設置するこ

とで、だれもが利用できる歩道橋に

整備 
 

写真 浜松町駅周辺重点整備地区  

経路 09 
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（４）建築物特定事業 

【事業主体と対象施設】 
特定事業者 

 
重点整備地区別特定事業対象施設 

浜松町駅周辺地区 赤坂駅周辺地区 六本⽊駅周辺地区  
港区 

 

港区役所・芝地区総合
支所・港区議会棟 

障害保健福祉センター
（ヒューマンぷらざ） 

きらきらプラザ新橋 
プラザ神明 
みなと図書館 
芝公園多目的運動場 
公衆浴場ふれあいの湯 
エコプラザ 
御成⾨⼩学校 
御成⾨中学校 
芝公園保育園 

赤坂地区総合支所 
赤坂区⺠センター 
赤坂いきいきプラザ 
サン・サン赤坂 
赤坂子ども中高⽣プラザ 
健康増進センター（ヘ
ルシーナ） 

氷川武道場 
赤坂図書館 
赤坂⼩学校 
赤坂中学校 
赤坂保育園 
南⻘山保育園 

麻布地区総合支所 
麻布区⺠センター 
麻布いきいきプラザ 
麻布図書館 
六本⽊中学校 
麻布保育園 

 

重点整備地区別特定事業対象施設 
⽩⾦高輪駅周辺地区 田町駅周辺地区 新橋駅周辺地区 品川駅周辺地区 

港区 

 

高輪地区総合支所 
高輪区⺠センター 
豊岡いきいきプラザ 
⽩⾦いきいきプラザ 
精神障害者地域活動支
援センター（あいはー
と・みなと） 

高輪子ども中高⽣プラザ
（TAP） 

高輪図書館 
高輪図書館分室 
御田⼩学校 
高松中学校 
三田中学校 
⽩⾦の丘学園 
⽩⾦保育園 
伊皿子坂保育園 
豊岡児童館 

芝浦地区総合支所（み
なとパーク芝浦） 

芝浦港南区⺠センター 
三田いきいきプラザ 
港区スポーツセンター 
介護予防総合センター
（ラクっちゃ） 

男⼥平等参画センター
（リーブラ） 

消費者センター 
三田図書館 
産業振興センター 
芝浦アイランド児童高
齢者交流プラザ（あい
ぷら） 

みなと子育て応援プラ
ザＰｏｋｋｅ 

芝浦⼩学校 
芝浜⼩学校 
芝保育園 
しばうら保育園 
しばうら保育園（分園） 
芝浦アイランドこども園 

⻁ノ⾨いきいきプラザ
（とらトピア） 

⽣涯学習センター（ば
るーん） 

港南いきいきプラザ
（ゆとりーむ） 

高輪いきいきプラザ 
港南子ども中高⽣プラザ
（プラリバ） 

港南の郷 
港南⼩学校 
高輪台⼩学校 
港南中学校 
港南図書館 
こうなん保育園 
たかはま保育園 
高輪保育園 
高輪児童館 

※港区バリアフリー基本構想策定後に新設される施設についても、しゅん⼯後特定事業計画の策定
を検討していきます。  
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【事業の取組】 

項目 主な事業内容 
実施予定期間 

短期 中期 ⻑期 

建物全体・
外構部 

○⼤規模改修、移転等にあわせた施設のバリアフ
リー化の実施 ■ ■ ■ 

★新設の施設では、沿道利用者が休憩できるベン
チ等の休憩施設の設置 ■ ■ ■ 

○移動等円滑化の維持のため、定期的な点検と
施設の補修 維持更新 

敷地内通路 

○視覚障害者誘導用ブロック等を整備、段差の解
消により、身体障害者が道路から受付・案内
設備までの経路の確保 

■   

○屋外主要通路の傾斜路の勾配の改善 事業化の検討 

地上出⼊⼝ 

○有効幅員の確保   ■ 
○⾳声誘導装置の設置 ■ ■  
★視覚障害者用ブロック上に設置されているマ

ットや設置物の撤去 ■   

廊下 

○トイレやエレベーターの周辺に点字付きの手
すりを設置 ■ ■  

○廊下の有効幅員の確保   ■ 
★手すりや有効幅員等の基準を阻害している設

置物の撤去 ■   

傾斜路 ○傾斜路の端部に視覚障害者誘導用ブロックを
設置 ■   

階段 

○手すりの設置されていない階段に点字付きの
手すりを設置   ■ 

○階段の手すりに各階を表す点字表示、上端・下
端・踊場に点状ブロックを設置 ■   

★識別のしやすい段⿐の整備 ■   
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項目 主な事業内容 
実施予定期間 

短期 中期 ⻑期 

居室 

○開放時有効幅員 85cm を下回っている⼾の有
効幅員の確保   ■ 

○取っ手等の扉の仕様の変更による可能な範囲
のバリアフリーの整備 事業化の検討 

○更⾐室・シャワー室に手すりを設置 事業化の検討 
駐⾞場 ○⾞いす対応の駐⾞スペースを確保 事業化の検討 
エレベータ
ー 

○⼤規模改修にあわせて、⾳声案内等のバリアフ
リーに対応したエレベーターの整備 事業化の検討 

案内表示 ○ エ レ ベ ー タ ー ・ ト イ レ の 扉 の 周 辺 に 、
JISZ8210 に準拠したピクトグラムを表示 ■   

トイレ 

○多機能トイレにオストメイトやベビーベッド
を設置 ■ ■  

★⼤⼈用ベッドの設置検討 事業化の検討 
○ベビーベッド等の設置等とあわせて多機能ト

イレの機能の分散の検討 事業化の検討 

★トイレの案内表示の設置 ■ ■  

心のバリア
フリー 

○区の心のバリアフリー研修や職員教育等を通
じて、利用者への適切な支援環境を形成 継続して実施 

★障害者週間に合わせ、バリアフリーに関する資
料等の展示やイベントの開催 継続して実施 

★「新型コロナウイルス感染症対策ガイドライ
ン」に基づく感染防止対策の実施 継続して実施 

 
 

取組の事例 

  

生活関連経路沿いに設置された敷

地内のベンチ 

 

写真 浜松町駅周辺重点整備地区 

経路 05 
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取組の事例 

  

敷地内の案内図及びインターホン

の設置 

 

写真 浜松町駅周辺重点整備地区 

港区総合支所 

  

エレベーター内のバリアフリー設備

の階を示す案内表示 

 

写真 浜松町駅周辺重点整備地区 

港区総合支所 

  

視覚障害者誘導用ブロックの連続

性を確保するため、視覚障害者誘

導用ブロックの部分を避けて設置さ

れているマット 
 
 

写真 田町駅周辺重点整備地区  

三田いきいきプラザ 

  

大人用ベッドが設置されているトイ

レ 

 

写真 田町駅周辺重点整備地区  

みなとパーク芝浦 

  

JIS Z8210 に対応したピクトグラ

ムの設置 

 

写真 田町駅周辺重点整備地区  

みなとパーク芝浦 
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（５）都市公園特定事業 

【事業主体と対象施設】 
特定事業者 

 
重点整備地区別特定対象施設 

浜松町駅 
周辺地区 

赤坂駅 
周辺地区 

六本⽊駅 
周辺地区 

⽩⾦高輪駅 
周辺地区 

田町駅 
周辺地区 

新橋駅 
周辺地区 

品川駅 
周辺地区 

東京都東部公園緑地事務所 

 
都⽴芝公園 
旧芝離宮恩賜
庭園 

－ － － － － － 

港区 

 

区⽴芝公園 
イタリア公園 
浜崎公園 
芝⼤⾨二丁目
児童遊園 

⾦杉橋児童遊
園 

浜松町四丁目
児童遊園 

高橋是清翁記
念公園 

氷川公園 
⼀ツ⽊公園 
檜町公園 
円通寺坂公園 
桑田記念児童
遊園 

網代公園 
三河台公園 
六本⽊⻄公園 

⻲塚公園 
三田台公園 
⽩⾦公園 
高松くすのき
公園 

⽩⾦⼀丁目児
童遊園 

三田松坂児童
遊園 

⽩⾦志田町児
童遊園 

⽩高児童遊園 
高松児童遊園 

新芝運河沿緑
地 

芝浦公園 
プラタナス公
園 

船路橋児童遊
園 

本芝公園 
芝五丁目児童
遊園 

桜田公園 
南桜公園 
⻄桜公園 
塩釜公園 

港南緑⽔公園 
こうなん星の
公園 

芝浦中央公園 
港南公園 
港南和楽公園 
高輪公園 
泉岳寺前児童
遊園 

港南３丁目遊
び場 

高輪台遊び場 

 

【事業の取組】 

項目 主な事業内容 
実施予定期間 

短期 中期 ⻑期 

公園全体 

○⽂化財の保全に配慮しつつ、誰でも利用しや
すい施設のバリアフリー化についてハードソ
フト両面から検討 

継続して実施 

○移動等円滑化の維持のため、定期的な点検と
施設の補修 継続して実施 

出⼊⼝ 
○出⼊⼝の段差解消 ■ ■  
○出⼊⼝から案内板やトイレまでの視覚障害者

誘導用ブロック設置 ■ ■  

園路 ○階段、スロープに点字付きの手すりの設置 継続して実施 

トイレ ○和式から洋式便器への取替え等バリアフリー
に対応したトイレの整備の推進 ■ ■  

遊具 
★障害の有無にかかわらず、すべての子どもが共

に遊ぶことができるユニバーサルデザイン遊
具の設置 

事業化の検討 
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項目 主な事業内容 
実施予定期間 

短期 中期 ⻑期 

その他の設
備 

○⾞いすや子どもが利用しやすい⽔飲みへの改
修 ■ ■  

★バリアフリー（ユニバーサルデザイン）に配慮
したベンチへの交換や上屋等による日陰の整
備された休憩施設や砂場の充実 

事業化の検討 

○⾞輪等の落下を防ぐ細めのグレーチングの整
備 ■   

管理 
○不法な占用物件の排除を関係者と連携 継続して実施 
○「みんなとパトロール」と連携し、巡回対策を

強化 
継続して実施 

心のバリア
フリー 

○サービスセンターでの筆談対応等の実施 継続して実施 
○リーフレット等を利用したバリアフリー情報

の周知 継続して実施 

○案内表示の多⾔語化を含めたわかりやすいル
ールやマナー等の啓発 事業化の検討 

 
 

取組の事例 

  

バーゴラが設置された、日陰になる

ベンチ 
 

 

写真 田町駅周辺重点整備地区  

本芝公園 

  

QR コードや英語表記、点字等誰も

が利用可能な公園の案内 
 

 

写真 田町駅周辺重点整備地区  

芝浦公園 

 
 

スロープ等があり、車いす利用者も

登るができるユニバーサルデザイン

遊具 

 
 
 

写真 都立砧公園 

障害の有無に関わらず子どもた

ちが遊べるユニバーサルデザイン

遊具等を設置したインクルーシブ

公園として整備 
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（６）路外駐車場特定事業 

【事業主体と対象施設】 
特定事業者 

 
重点整備地区別特定対象施設 

浜松町駅 
周辺地区 

赤坂駅 
周辺地区 

六本⽊駅 
周辺地区 

⽩⾦高輪駅 
周辺地区 

田町駅 
周辺地区 

新橋駅 
周辺地区 

品川駅 
周辺地区 

港区 

 － － 
麻布⼗番公共
駐⾞場 

－ － － 
品川駅港南⼝
公共駐⾞場 

 

【事業の取組】 

項目 主な事業内容 
実施予定期間 

短期 中期 ⻑期 

施設内通路 
○視覚障害者誘導用ブロック等の整備による受

付・案内設備までの経路の確保 ■ ■  

○屋外主要通路の傾斜路の勾配の改善 事業化の検討 

地上出⼊⼝ ○有効幅員の確保   ■ 
○⾳声誘導装置の設置 事業化の検討 

通路 
○トイレやエレベーターの周辺に点字付きの手

すりを設置 ■ ■  

○廊下の有効幅員の確保   ■ 

階段 

○手すりの設置されていない階段に点字付きの
手すりを設置   ■ 

○階段の手すりに各階を表す点字表示、上端・下
端・踊場に点状ブロックを設置 ■   

★識別のしやすい段⿐の整備 ■   
エレベータ
ー 

○⼤規模改修にあわせて、⾳声案内等のバリアフ
リーに対応したエレベーターの整備 事業化の検討 

案内表示 ○ エ レ ベ ー タ ー ・ ト イ レ の 扉 の 周 辺 に 、
JISZ8210 に準拠したピクトグラムを表示 ■   

トイレ 

○多機能トイレにオストメイトやベビーベッド
を設置 ■ ■  

★⼤⼈用ベッドの設置検討 事業化の検討 
○ベビーベッド等の設置等とあわせて多機能ト

イレの機能の分散の検討 事業化の検討 

★トイレの案内表示の設置 ■ ■  
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項目 主な事業内容 
実施予定期間 

短期 中期 ⻑期 

心のバリア
フリー 

○区の心のバリアフリー研修や職員教育等を通
じて、利用者への適切な支援環境を形成 継続して実施 

★障害者週間に合わせ、バリアフリーに関する資
料等の展示の開催 継続して実施 

★「新型コロナウイルス感染症対策ガイドライ
ン」に基づく感染防止対策の実施 継続して実施 

 
取組の事例 

  

段鼻の表示を明確にすることで、安

全な経路を確保 

 

写真 六本木駅周辺重点整備地区 

麻布十番公共駐車場 
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（７）交通安全特定事業 

【事業主体と対象経路】 
事業主体：東京都公安委員会 

対象区域：港区バリアフリー基本構想において生活関連経路に位置づけている全路線 
 

【事業の取組】 

項目 主な事業内容 
実施予定期間 

短期 中期 ⻑期 

信号機に関
する事業 

○⾳響式信号機の整備、鳴動時間の延⻑や高齢
者、障害者等が安全に横断できる歩⾏者用⻘時
間の確保 

継続して実施 

道路標識及
び道路標示
の設置に関
する事業 

○道路標識の超高輝度化による視認性の向上 継続して実施 
〇道路標示の適切な補修 継続して実施 
○エスコートゾーンの整備 継続して実施 
○横断歩道の設置 ■ ■ ■ 

違法駐⾞⾏
為の防止の
ための事業 

○横断歩道及びバス停留所付近や歩道及び視覚
障害者誘導用ブロック上の違法駐⾞⾞両の指
導取締りの実施 

継続して実施 

○違法駐⾞⾏為の防止についての広報活動及び
啓発活動の実施 継続して実施 

 
取組の事例 

  

ボタンを押すことで視覚障害者を誘導

する音が鳴る信号機 
 

 

写真 品川駅周辺重点整備地区  

経路 14 

  

横断歩道上に横断方向の手がかりと

なるエスコートゾーンを設置すること

で、視覚障害者誘導用ブロックとの連

続性を確保 

 

写真 浜松町駅周辺重点整備地区  

経路 04 
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（８）心のバリアフリー特定事業 

【事業主体と対象区域】 
事業主体：港区 

対象区域：港区内全域 
 

【事業の取組】 

項目 主な事業内容 
実施予定期間 

短期 中期 ⻑期 

心のバリア
フリーの意
識啓発の推
進 

○広報みなとやポスター、ハンドブック等を活用
した心のバリアフリーに関する情報発信 継続して実施 

○ヘルプカードを区⺠に配布し、活用に向けて
普及・啓発 継続して実施 

○ヘルプカードへの対応のための職員、区⺠や
事業者への周知、協⼒等の事業を展開 継続して実施 

関係者の担
い手の育成 

★職員向けのバリアフリー研修を実施（手話講習
会等） 継続して実施 

○社会福祉協議会と連携し、ボランティア養成講
座、ふれあい講習会等の区⺠や事業者に対する
研修・講習会を実施 

継続して実施 

誰もが利用
しやすいサ
ポートの実
施 

○バリアフリーマップの充実と普及 継続して実施 
★視覚障害者のための⾳声コード（Uni-Voice）

や点字表記を活用するなど、障害特性に配慮
し、誰もが⾒ることのできる区政情報の発信 

継続して実施 

★タブレットを用いる等、多⾔語翻訳のほか、手
話通訳等の機能を用いてコミュニケーション
の円滑化を実施 

継続して実施 

新しい⽣活
様式に対応
した取組の
推進 

★「新型コロナウイルス感染症対策に関するガイ
ドライン」に基づく対策の実施 継続して実施 

★混雑状況の情報提供を⾏い、利用者が集中しな
いような呼びかけ、利用者の感染対策のお願い
のアナウンス等を実施 

継続して実施 

★区や事業者が取り組んでいる新型コロナウイ
ルス感染症対策について案内するとともに、
施設を必要としている高齢者や障害者等が利
用しやすいように、配慮する点についての情
報を発信 

継続して実施 

総合的な取
組 

★ユニバーサルデザイン教育やワークショップ・
シンポジウムの実施（⼩学校・中学校等） 事業化の検討 

★事業者と協⼒した心のバリアフリーの普及（事
業者のイベント、メディア等を通じた情報発
信、災害時に必要なこと等、心のバリアフリー
の推進につながる取組を普及） 

事業化の検討 
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７-３．区全域で推進する取組 

重点整備地区以外の地域についても、国が示す「移動等円滑化の促進に関する基本方

針」及び「建築物移動等円滑化誘導基準」や「道路移動等円滑化基準」等の各施設におけ

る基準等に適合した施設整備や維持が必要であるため、区の全域にわたって、取り組むべ

き事業について記載します。 

 

①音響式信号機の設置・稼働時間の延長 

音響式信号機とは、信号機が青になったことを視覚障害者に知らせるため、誘導音を

出す装置がついている信号機で、警視庁の管理により、港区では、現在 154 箇所（令和

２（2020）年３月３１日時点）に音響式信号機が設置されています。 

視覚障害者にとっては、横断歩道を安全にわたるために必要な設備である一方で、音

響式信号機の周辺住民への音の影響により、音声が鳴る時間の制限や設置の調整等の

課題があります。 

港区においては、鉄道駅や福祉施設、公共施設等、利用者が特に多く、特に優先的な

対策が必要な信号機から警視庁と具体的に協議を進めていき、区全体での音響式信号

機の設置、稼働時間の延長を推進します。 
 

【音響式信号機の種類】 

特定の時間帯のみ鳴動する信号機の他に、音響式信号機にはボタンを押すボタン式

やスイッチにふれるタッチ式スイッチの信号機に取りつけられている機器を操作する信

号機やシグナルエイド（携帯式の信号や音声案内等を動作させるのに用いる自立生活

支援用具）を利用することで利用する時のみ鳴動する信号機があります。 

  

写真 港区にある視覚障害者用付加装置付信号（左：ボタン式 右：タッチ式スイッチ） 
 

【主な取組】 

・主要な公共施設や病院、及び鉄道駅等の旅客施設、繁華街等の周辺における音

響式信号機の設置 

・既設の音響式信号機の稼働時間の延長、シグナルエイドの普及促進 
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②横断歩道橋のバリアフリー化 

横断歩道橋の役割は、自動車との立体的分離により、歩行者の安全性を高めることに

あります。港区内では４３基の横断歩道橋がありますが、５ｍ近い高さの階段を乗降しな

ければならないため、高齢者・障害者等が通行しやすいようにバリアフリー化を進めるこ

とが重要ですが、港区内でエレベーターが設置されている横断歩道橋は 8 基※であり、

バリアフリーの対応が十分とは言えない状況です。 

一方で、エレベーターやスロープの設置には、設置用地の確保や維持管理及び設置

費用等の課題があります。 

また、横断歩道橋によっては、比較的近い位置に横断歩道が設置されている場合や

横断交通自体が少ない場合などにより、利用者が極めて少ない横断歩道も存在し、横

断歩道橋の階段部が設置されていることで歩道幅員を狭めている箇所もあります。 

誰もが通行しやすいこと、及び安全性確保の観点から、横断歩道橋のバリアフリー化

の推進、必要性の低い横断歩道橋の撤去による歩道幅員の確保等の対策検討が必要

です。 
※横断歩道橋と連続した民間建築物等のエレベーターも含む 

 

        

写真 左：横断歩道橋により幅員が狭くなっている歩道 

        右：エレベーターが設置され、誰もが利用できる横断歩道橋 

 

【主な取組】 

・横断歩道橋のバリアフリー化（エレベーターの設置、スロープの設置等）検討 

・歩道幅員の確保のための必要性の低い横断歩道橋の撤去検討 
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表 港区内の横断歩道橋一覧 

No 名称 管理者 住所 エレベータ
ーの有無※ 重点整備地区 

1 赤坂歩道橋 国 赤坂７－１  赤坂駅 

2 赤坂⾒附歩道橋 国 赤坂３－１  赤坂駅 

3 豊川稲荷前歩道橋 国 元赤坂１－３  赤坂駅 

4 ⻘山⼩前歩道橋 国 南⻘山２－２２    

5 外苑前歩道橋 国 北⻘山２－１３    

6 ⻘山⼀丁目歩道橋 東京都 南⻘山２－２  赤坂駅 

7 ⻘山三丁目歩道橋 国 北⻘山３－３    

8 赤坂八・九丁目歩道
橋 東京都 赤坂９－３  赤坂駅 

9 たんす歩道橋 東京都 六本⽊２－３ 〇 六本木駅 

10 ⻁ノ⾨三丁目歩道橋 国 ⻁ノ⾨３－４    

11 ⻄新橋１丁目歩道橋 東京都 ⻄新橋１－５  新橋駅 

12 ⻄桜歩道橋 東京都 ⻁ノ⾨１－１７  新橋駅 

13 八幡町歩道橋 国 ⻁ノ⾨５－８    

14 御成⾨中学校前歩道
橋 東京都 愛宕２－５ 〇 浜松町駅 

15 新橋六丁目〜東新橋
二丁目歩道橋（通称） 国 新橋５－１４  新橋駅 

16 東新橋⼀丁目歩道橋 港区 東新橋１－９ 〇   

17 東麻布歩道橋 国 東麻布１－４    

18 芝公園歩道橋 東京都 芝公園３－３  浜松町駅 

19 芝公園山内歩道橋 東京都 芝公園３－１  浜松町駅 

20 浜松町駅北⼝歩道橋 港区 浜松町１－３１ 〇 浜松町駅 

21 天現寺歩道橋 東京都 広尾５－２５    

22 東町⼩学校前歩道橋 東京都 南麻布１－８    

23 三の橋歩道橋 東京都 南麻布２－４    

24 芝⼀・二丁目歩道橋
（通称） 国 芝２－１３  浜松町駅 

25 芝歩道橋 東京都 芝３－２２    

26 芝二・四丁目歩道橋 港区 芝２－３２  田町駅 

27 ⽩⾦志田町歩道橋 国 高輪１－４ 〇 白金高輪駅 

28 麻布古川橋歩道橋 東京都 南麻布２－１２    

29 魚籃中央歩道橋 東京都 ⽩⾦１－１２  白金高輪駅 

30 札の辻歩道橋 国 三田３－５  田町駅 

31 藻塩橋際歩道橋 東京都 芝浦３－４  田町駅 
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No 名称 管理者 住所 エレベータ
ーの有無※ 重点整備地区 

32 田町駅⻄⼝歩道橋 港区 芝５－３１ 〇 田町駅 

33 日吉坂上歩道橋 東京都 ⽩⾦台４－５    

34 三田歩道橋 国 三田３－９  白金高輪駅 

35 八千代橋歩道橋 東京都 芝浦３－１５  田町駅 

36 明治学院前歩道橋 国 ⽩⾦台１－２  品川駅 

37 高輪三丁目歩道橋 国 ⽩⾦台２－１１  品川駅 

38 高輪歩道橋 国 高輪３－２２  品川駅 

39 品川駅前歩道橋 国 高輪３－１３  品川駅 

40 港南二丁目歩道橋 東京都 港南１－１６  品川駅 

41 港南中学校前歩道橋 東京都 港南３－７  品川駅 

42 ⻘海・台場クロスウ
ォーク 国 台場２－４ 〇   

43 蓬莱橋交差点歩道橋
（名称不明） 東京都 東新橋１－５ 〇   

※横断歩道橋と連続した民間建築物等のエレベーターも含む 
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第８章 基本構想の推進に向けて 
 

８-１．推進体制 
 

（１）推進協議会等の体制 

区は、港区バリアフリー基本構想の策定及び特定事業計画実施の進行管理を行うため、

平成２５（2013）年７月に「港区バリアフリー基本構想推進協議会」（以下「推進協議会」）を

発足し、事業計画の推進に継続して取り組んでいます。 

■ 港区バリアフリー基本構想策定後も高齢者、障害者等の区民参画のもと、学識経験

者、行政や事業関係者による進行管理により、事業の段階的かつ継続的な発展に取

り組んでいきます。 

■ 「推進協議会」の下に設置する「事業者部会」では、事業の実施に関わる情報共有、

事業者間の調整、事後評価の反映、新たな課題について検討していきます。 

■ 港区庁内では港区バリアフリー構想策定の円滑な遂行を図るため、関係各課で構成

された「策定委員会」及びその下に「作業部会」を設置し、庁内の連携を図りながら検

討していきます。 

■ 区有施設の多くを所管し、地域の課題解決や身近な行政サービスの拠点となってい

る芝・麻布・赤坂・高輪・芝浦港南の各地区総合支所を中心とした「地区部会」にて、

地域の課題や地域特性を考慮し、まち歩き点検や、進捗管理を行うなど、推進協議

会との連携を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

策定委員会 
(庁内の委員会) 
作業部会 
(策定委員会の
下部組織) 

地区部会 
（推進協議会の 
附属機関） 

事業者部会 
（推進協議会の 

下部組織） 

港区バリアフリー基本構想推進協議会 

港区バリアフリー基本構想
の策定 

意⾒・ 
要望等 

区⺠・利⽤者等 
 
・まち歩き点検 
・アンケート 
・ヒアリング 
・パブリックコメ

ント 
等 

特定事業計画の策定 

連携 

意⾒・ 
要望等 

施設のバリアフリー情報の公表と情報提供 

学識経験者 

区⺠代表 
・高齢者、障害者、商店会 等 

関係⾏政機関 

特定事業者 
・公共交通事業者 
・道路、公園管理者 
・特定建築物管理者 
・交通管理者 等 

図 港区バリアフリー基本構想推進協議会の推進体制 
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（２）分野別関連施策との連携 

港区バリアフリー基本構想の具体的なバリアフリー事業の計画・実施にあたっては、重

点整備地区及び重点整備地区以外の区全域にわたって、下記のように他の分野別計画の

関連施策等との整合性と事業連携を図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

分野別計画等との事業連携 

〇福祉のまちづくりの総合的な推進 
〇心のバリアフリーの推進 
・東京都福祉のまちづくり推進計画 
・港区地域保健福祉計画 
・港区高齢者保健福祉計画 
・港区障害者計画 
・港区カラーバリアフリー・ガイドライン

〇防災情報の発信 
〇要配慮者への避難誘導支援 
・港区地域防災計画 

〇外国⼈の地域参画と協働の推進 
・港区国際化推進プラン 

〇誰もが使いやすいバリアのない安全なま
ちづくり 

・港区男⼥平等参画⾏動計画 

〇妊産婦、ベビーカー利⽤者への支援など
子育てやさしい環境づくり 

・港区子ども・子育て支援事業計画 

〇誰もが利⽤できる商店街・観光の充実 
・港区産業振興プラン 

〇公共施設（建物）の移動円滑化 
・「バリアフリー法」に関する各基準等

（東京都福祉のまちづくり条例、港区
福祉のまちづくり整備要綱等） 

・港区住宅基本計画 

〇公共施設（道路）の移動円滑化 
・「バリアフリー法」に関する各基準等 

（東京都福祉のまちづくり条例、港区
福祉のまちづくり整備要綱等） 

・港区電線類地中化整備基本方針 
・港区自転⾞利用環境整備方針 
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８-２．進行管理 

進行管理を担う推進協議会では、各事業者、施設設置管理者が作成する「特定事業計

画」の進捗状況について定期的に報告を受け、その評価や課題に対する検討を行います。 

また、区内施設のバリアフリー全般とともに港区バリアフリー基本構想に定める特定事

業計画対象施設について、現地でのまち歩きによる確認・点検、及び区民アンケート調査に

より、直接的に事業の評価を得られるようにします。 

事後評価を踏まえた計画の策定（Plan）、計画に基づく事業の実行（Do）、利用者の評

価や意見聴取による事後評価（Check）、評価を踏まえた改善（Action）、これらの

PDCA サイクルを循環することで、区全体のバリアフリーの段階的かつ継続的な発展（ス

パイラルアップ）を図っていきます。 

 

図 PDCA サイクルのイメージ図 

 

① 事後評価、段階的かつ継続的な発展（スパイラルアップ）の実施 

事後評価、段階的かつ継続的な発展（スパイラルアップ）の実施にあたっては、次の３

点の手法を用いて、多角的な意見を取り入れて進行管理していきます。 
 

ア）現地での確認・点検（まち歩き） 

バリアフリー化がされた特定事業計画の対象施設（生活関連施設・生活関連経路）

について推進協議会の委員及び多様な利用者（高齢者、要介護認定者、障害者、子

育て世代等）の参加により、定期的に現地での確認・点検作業（まち歩き等）を行い、

「改善された点」「改善が不十分な点」を現地で確認・点検することによって事業の評

価を受け、その結果を「推進協議会」等に報告します。 

   

Plan

D
o

Check

A
ct

io
n

【評価】
事後点検やアンケート
調査による実施事業の
事後評価

【改善】
新たな施設整備、
施設改善に、事後
評価を反映

【実⾏】
特定事業計画等の
整備、取組の実施

【計画】
社会状況や整備計画、要望
等に対応した計画の作成
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イ）区民アンケート調査 

バリアフリーの状況について、多様なニーズを持った、高齢者、要介護認定者、障害

者、子育て世代、外国人居住者を中心に実施します。アンケート結果については、「推

進協議会」等に報告し、評価や課題に対する検討を行います。 

 

ウ）特定事業計画の見直し 

事業者、施設設置管理者は、事後評価後の新たな課題や問題点に対する改善策を

検討し、反映するために適宜事業計画の見直しをしていくことで段階的かつ継続的な

発展（スパイラルアップ）をめざしていきます。 

 

 

② 実施予定スケジュール 

事後評価、スパイラルアップの実施予定スケジュールを下表に示します。 

 

実施予定年度 
短期事業期間 中期事業期間 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 
2021 2022 2023 2024 2025 2026 

推進協議会による進⾏管理 
（特定事業計画の進捗確認） ● ● ● ● ● ● 

現地での確認・点検（まち歩き）  
     

区⺠アンケート調査    
 

  

特定事業計画の⾒直し   ●   ● 

 

  

各重点整備地区について年度を分けて実施 

中期事業期間中に実施 
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参考資料 
 

参考資料-１．旅客施設のバリアフリー情報 

港区内の各旅客施設のバリアフリー整備実績について、令和元（2020）年度末（令和

２（2020）年３月３１日現在）の状況を各事業者へヒアリングした結果を掲載します。   

（１）駅の各種バリアフリー設備状況 

鉄道駅では、これまで、東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会の開催決定を

見据えて、障害者、高齢者、外国人等の移動制約者が複数の公共交通機関を利用して

円滑に移動できるよう、連続的・一体的なバリアフリー化が図られてきました。平成２５

（2013）年度時点では未整備の路線がありましたが、現在は多機能トイレの整備や１基

以上のエレベーターの整備は全ての路線で整備されています。また、現在整備が進めら

れているホームドアの設置は、令和２（2020）年３月３１日現在で 82.8％の進捗率とな

っています。 
 
【駅の各種バリアフリー設備状況】 

整備内容 年度 整備率 
（％） 

整備済路線数 
（路線/全路

線） 

設置数 
（箇所） 

エレベーター 
（基） 

H25(2013) 98.4 60/61 159 
H29(2017) 100.0 61/61 183 
R 元(2019) 100.0 64/64 188 

エスカレーター 
（基） 

H25(2013) 96.7 59/61 581 
H29(2017) 96.7 59/61 617 
R 元(2019) 96.9 62/64 622 

⾞いす対応トイレ 
（箇所） 

H25(2013) 95.1 58/61 71 
H29(2017) 95.1 58/61 75 
R 元(2019) 100.0 64/64 82 

ホームドア 
（箇所） 

H29(2017) 50.8 31/61 31 
R 元(2019) 82.8 53/64 53 

 

  



 

－ 137 － 

 

 

（２）移動円滑化経路の確保について 

鉄道駅では、水平移動またはエレベーターの利用により、車両への乗降を除けば駅員

または介助者なしで移動できる経路の確保がおおむね図られており、地上から各ホーム

の経路において、ワンルート以上の移動円滑化経路の整備の進捗率は89.1％（57路線

/64 路線※）（地上から改札口までのルートは 96.9％（62 路線/64 路線※）、改札口か

ら各ホームは 90.6％（58 路線/64 路線※））となっています。 

また、その他の地上から各ホームの経路においては、高低差があるが、車いす対応エ

スカレーター、階段昇降機等の利用により、最少人数の駅員または介助者で移動できる

経路として整備されています。 

一方で、複数のルートの確保については、路線数では進捗率は 29.7％（19 路線/64

路線※）また、出入口総数に対する移動円滑化経路が確保されている出入口の割合は

34.3％（68 箇所/198 箇所）となっています。 

その他の旅客施設では、全ての施設で移動円滑化が図られています。 

※路線数は各駅の路線数の合計 

 
【ワンルート整備状況】 

整備内容 年度 路線の整備率 
（％） 

整備済路線数 
（路線/全路線） 

地上⇔改札⼝ 
H25(2013) 93.4 57/61 
H29(2017) 95.1 58/61 
R 元(2019) 96.8 62/64 

改札⼝⇔各ホーム 
H25(2013) 82.0 50/61 
H29(2017) 88.5 54/61 
R 元(2019) 90.6 58/64 

地上⇔ホーム 
H25(2013) 78.7 48/61 
H29(2017) 85.2 52/61 
R 元(2019) 89.1 57/64 

 
【複数ルート整備状況】 

 整備内容 
路線の 
整備率 
（％） 

整備済路線数 
（路線/全路線） 

出入口の 
整備率 
（％） 

整備済の 
出入口 

（箇所） 

出入口の 
総数 

（箇所） 
複数ルート整備
状況 29.7 19/64 34.3 68 198 

※高輪ゲートウェイ駅は出入口が１箇所でバリアフリー整備が整備済みのため複数ルートの整備も整備済として算定 
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（３）旅客施設のバリアフリー状況について 

駅名 乗り⼊れ路線 

バリアフリー設備状況 移動円滑化経路の確保 今後のバリアフリー
化予定 平成 30

（2018）年
度 

1 日の平均 
乗降客数 

エレベー
ター 

エスカレ
ーター 

⾞いす対
応エスカ
レーター 

⾞いす対
応スロー

プ 

階段    
昇降機 

多機能トイレ 
ホーム 
ドア 改札階 ホーム階 

ワンルート整備状況 複数ルート整備状況 乗継ルートの整備状況 2020 年東京⼤会後
にバリアフリー化整
備が⾏われる予定箇

所 

⾞いす対
応 

乳幼児設
備 

オストメ
イト 男⼥共用 ⼤⼈用ベ

ッド 
地上 
⇔ 

改札⼝ 

改札⼝ 
⇔ 

各ホーム 

移動円滑化評
価（地上⇔ホ

ーム） 

出⼊⼝ 
総数 

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰﾙｰﾄ
確保数 自路線間の 

連続性 別事業者との連続性 
基 基 基 箇所 基 箇所 箇所 箇所 箇所 箇所 箇所 箇所 

新橋駅 

ＪＲ東日本 山手線 

5 20 0 0 0 2 2 2 2 0 

整備済 

1Ｆ 

 
2Ｆ 

 
○ ○ 

 
整備済 

 
3 3 

各線間において
エレベーターで
乗換可能 

ゆりかもめ・銀座線へ
の乗換については、1
経路確保 

  563,942 
ＪＲ東日本 京浜東北線 整備済 
ＪＲ東日本 東海道本線 未整備 
ＪＲ東日本 横須賀線 未整備 Ｂ5Ｆ ○ ○ 整備済 
東京メトロ 銀座線 3 1 1 0 0 1 1 1 1 0 整備済 Ｂ1Ｆ Ｂ2Ｆ ○ ○ 整備済 8 1   未整備（階段）   253,678 

都営地下鉄 浅草線 2 6 1 0 0 1 1 1 1 0 整備済 Ｂ1Ｆ Ｂ2Ｆ ○ ○ 整備済 3 2   

浅草線及び銀座線はエ
レベーターと⾞椅子対
応エスカレーターによ
る乗換可能 

  101,126 

ゆりかもめ（東京臨海新交通臨
海線） 3 10 0 0 0 1 1 1 1 1 整備済 3 4 ○ ○ 整備済 2 2   

ＪＲ各線・銀座線・浅
草線への乗換経路は⼀
度地上に出る必要があ
る 

  68,936 

浜松町駅 

ＪＲ東日本 山手線 
2 7 0 0 2 1 1 1 1 0 

整備済 
1Ｆ・3F 2Ｆ ○ ○ 整備済 2 1 

各線間において
エレベーターで
乗換可能 

東京モノレールへの乗
換は、ラッチ内乗換改
札にて経路確保 

  324,286 ＪＲ東日本 京浜東北線 未整備 

東京モノレール 5 11 0 0 0 1 2 1 1 0 整備済 2F,3F 5F ○ ○ 整備済 6 5   

ＪＲ線との乗換につい
ては移動円滑化経路整
備済み。さらに３階改
札のＪＲ線との相互通
⾏化を平成 30(2018)
年３月 17 日より開
始。 

・令和６（2024）
年完成予定の「浜松
町駅舎改良⼯事(設
計等)」が進⾏中で
あり、その中で、よ
り利便性の高いバリ
アフリー化を検討
中。 

118,000 

田町駅 
JR 東日本 山手線 

2 8 0 0 0 2 2 2 2 0 
整備済 

2F 1F ○ ○ 整備済 2 1 
各線間において
エレベーターで
乗換可能 

    
312,728 JR 東日本 京浜東北線 未整備     

品川駅 

JR 東日本 山手線 

8 26 0 0 0 2 2 2 2 0 

整備済 

2F 1F ○ ○ 整備済 2 1 
各線間において
エレベーターで
乗換可能 

京急線への乗換は、エ
レベーターにて経路確
保 

令和９（2027）年
度以降順次北側コン
コースと各ホームを
接続するエレベータ
ーを整備予定 

766,884 
JR 東日本 京浜東北線 整備済 

JR 東日本 東海道本線 未整備 東海道新幹線への乗換
は、ラッチ内乗換改札
を含め経路確保 JR 東日本 横須賀線 未整備 

JR 東海 (東海道新幹線) 2 8 0 0 0 2 2 2 2 0 整備済 2F 1F ○ ○ 整備済 2 1       
37,200 

※乗⾞⼈数
のみ 

京急 京急本線 3※ 6 0 0 0 1 1 1 1 0 未整備 1Ｆ 2Ｆ ○ ○ 整備済 2 2   JR 連絡⼝は整備済（下
りホーム部分）   288,196 

※品川駅の京急とＪＲ東日本の乗換口のエレベーターについては、京浜急行電鉄株式会社の管理のため、京浜急行電鉄株式会社の設備としています。 
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駅名 乗り⼊れ路線 

バリアフリー設備状況 移動円滑化経路の確保 今後のバリアフリー
化予定 平成 30

（2018）年
度 

1 日の平均 
乗降客数 

エレベー
ター 

エスカレ
ーター 

⾞いす対
応エスカ
レーター 

⾞いす対
応スロー

プ 

階段    
昇降機 

多機能トイレ 
ホーム 
ドア 改札階 ホーム階 

ワンルート整備状況 複数ルート整備状況 乗継ルートの整備状況 2020 年東京⼤会後
にバリアフリー化整
備が⾏われる予定箇

所 

⾞いす対
応 

乳幼児設
備 

オストメ
イト 男⼥共用 ⼤⼈用ベ

ッド 
地上 
⇔ 

改札⼝ 

改札⼝ 
⇔ 

各ホーム 

移動円滑化評
価（地上⇔ホ

ーム） 

出⼊⼝ 
総数 

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰﾙｰﾄ
確保数 自路線間の 

連続性 別事業者との連続性 
基 基 基 箇所 基 箇所 箇所 箇所 箇所 箇所 箇所 箇所 

表参道駅 

東京メトロ 銀座線 
3 10 0 0 0 1 1 1 1 0 

整備済 B2F B1F ○ ○ 整備済 

10 

1 
千代田線エレベ
ーターによる乗
換可能 

    

186,923  
東京メトロ 半蔵⾨線 整備済 B2F B1F ○ ○ 整備済     

東京メトロ 千代田線 1 7 0 1 0 1 1 1 1 0 整備済 B1F 
B2F B3F ○ ○ 整備済 1 

銀座線・半蔵⾨
線エレベーター
による乗換可能 

    

外苑前駅 東京メトロ 銀座線 3 3 2 0 2 1 1 1 1 0 整備済 B1F Ｂ2Ｆ ○ ○ 整備済 6 1   -   82,897  

⻘山⼀丁
目駅 

東京メトロ 銀座線 1 0 0 0 1 1 1 1 1 0 整備済 B1F B1F △ △ 未整備 
6 

0 未整備 未整備（階段） 1 番線側︓都交乗換
えルート 118,402  

東京メトロ 半蔵⾨線 2 3 0 0 1 1 1 1 1 0 整備済 B1F Ｂ2Ｆ ○ ○ 整備済 1 未整備 未整備(⾞いす対応エス
カレーター)   

都営地下鉄 ⼤江⼾線 3 13 1 0 0 2 2 2 2 0 整備済 B1F Ｂ5Ｆ ○ ○ 整備済 2 1   

半蔵⾨線及び銀座線(浅
草方面ホーム)はエレベ
ーターと⾞椅子対応エ
スカレーターによる乗
換可能 

メトロ(銀座線渋谷
方面側)との乗換え
エレベーター設置 

78,357  

赤坂⾒附
駅 

東京メトロ 銀座線 5 8 0 0 0 2 2 2 2 0 整備済 B1F B1F ○ ○ 整備済 9 4 エレベーターに
よる乗換可能     130,450  東京メトロ 丸ノ内線 整備済 B3F Ｂ2Ｆ 

溜池山王
駅 

東京メトロ 銀座線 2 9 1 0 1 1 1 1 1 0 整備済 B3F Ｂ2Ｆ ○ ○ 整備済 7 1 未整備     161,573  東京メトロ 南北線 3 21 1 3 0 1 1 1 1 0 整備済 B2F B3F ○ ○ 整備済 1 未整備     

⻁ノ⾨駅 東京メトロ 銀座線 1 2 0 0 1 1 1 1 1 0 整備済 B1F B1F ○ △ 未整備 11 0     
エレベーターワンル
ート整備、多機能ト
イレ整備 

115,957  

神谷町駅 東京メトロ 日⽐谷線 5 4 0 0 2 2 2 2 2 0 未整備 B1F Ｂ2Ｆ △ ○ 未整備 5 0     エレベーターワンル
ート整備 102,539  

六本⽊駅 

東京メトロ 日⽐谷線 3 6 2 0 1 2 2 2 2 0 未整備 B1F Ｂ2Ｆ ○ ○ 整備済 5 1   未整備(階段) 

エレベーター複数ル
ート整備予定 
令和３（2021）年
度 

138,950  

都営地下鉄 ⼤江⼾線 2 24 0 2 0 2 2 2 2 0 整備済 B1F B5F 
B7F ○ ○ 整備済 4 2   

日⽐谷線への乗り換え
は、⼀度地上に出る必
要あり 

  103,793  

広尾駅 東京メトロ 日⽐谷線 3 3 0 0 4 1 1 1 1 0 未整備 1F,B1F,B2F Ｂ2Ｆ ○ △ 未整備 4 0     ワンルート整備、多
機能トイレ整備 63,171  

赤坂駅 東京メトロ 千代田線 2 15 0 0 0 2 2 2 2 0 整備済 B1F Ｂ2Ｆ ○ ○ 整備済 6 1   -   97,768  
乃⽊坂駅 東京メトロ 千代田線 2 3 0 0 0 1 1 1 1 0 整備済 B1F Ｂ2Ｆ ○ ○ 整備済 4 1   -   43,434  
六本⽊⼀
丁目駅 東京メトロ 南北線 3 22 0 1 0 1 1 1 1 0 整備済 B2F B4F ○ ○ 整備済 3 1   -   86,306  

麻布⼗番
駅 

東京メトロ 南北線 2 14 0 0 0 1 1 1 1 0 整備済 B1F B3F ○ ○ 整備済 4 1   整備済   50,564  

都営地下鉄 ⼤江⼾線 2 14 0 0 0 1 1 1 1 0 整備済 B4F B6F ○ ○ 整備済 4 2   南北線はエレベーター
による乗換可能   38,177  

⽩⾦高輪
駅 

東京メトロ 南北線 5 14 0 2 0 1 1 1 1 0 整備済 B1F B3F ○ ○ 整備済 4 1   整備済(同⼀階)   43,264  
都営地下鉄 三田線 整備済   28,206  

⽩⾦台駅 東京メトロ 南北線 3 22 0 0 0 1 1 1 1 0 整備済 B2F B4F ○ ○ 整備済 2 1   整備済(同⼀階)   18,086  
都営地下鉄 三田線 整備済 10,875  
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駅名 乗り⼊れ路線 

バリアフリー設備状況 移動円滑化経路の確保 今後のバリアフリー
化予定 平成 30

（2018）年
度 

1 日の平均 
乗降客数 

エレベー
ター 

エスカレ
ーター 

⾞いす対
応エスカ
レーター 

⾞いす対
応スロー

プ 

階段    
昇降機 

多機能トイレ 
ホーム 
ドア 改札階 ホーム階 

ワンルート整備状況 複数ルート整備状況 乗継ルートの整備状況 2020 年東京⼤会後
にバリアフリー化整
備が⾏われる予定箇

所 

⾞いす対
応 

乳幼児設
備 

オストメ
イト 男⼥共用 ⼤⼈用ベ

ッド 
地上 
⇔ 

改札⼝ 

改札⼝ 
⇔ 

各ホーム 

移動円滑化評
価（地上⇔ホ

ーム） 

出⼊⼝ 
総数 

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰﾙｰﾄ
確保数 自路線間の 

連続性 別事業者との連続性 
基 基 基 箇所 基 箇所 箇所 箇所 箇所 箇所 箇所 箇所 

⼤⾨駅 

都営地下鉄 浅草線 3 10 0 0 0 2 2 2 2 0 整備済 B1F B1F ○ ○ 整備済 6 1 
⼤江⼾線はエレ
ベーターによる
乗換可能 

  
・地上(A1 ⼝)⇔改
札⼝にエレベーター
を新設 

112,622  

都営地下鉄 ⼤江⼾線 2 19 2 0 0 1 1 1 1 0 整備済 B3F B5F ○ ○ 整備済 5 3 
浅草線はエレベ
ーターによる乗
換可能 

    135,039  

三田駅 

都営地下鉄 浅草線 1 6 1 0 0 1 1 1 1 0 整備済 B1F Ｂ2Ｆ ○ ○ 整備済 5 1 

三田線は⾞椅子
対応エスカレー
ターによる乗換
可能 

    112,555  

都営地下鉄 三田線 2 15 2 0 0 1 1 1 1 0 整備済 B1F B2F 
B3F ○ ○ 整備済 3 1 

浅草線は⾞椅子
対応エスカレー
ターによる乗換
可能 

    109,806  

泉岳寺駅 都営地下鉄 浅草線 1 2 0 1 3 2 2 2 2 0 整備済 B1F Ｂ2Ｆ ○ △ 未整備 4 1       224,434  
京急 京急本線 202,800  

高輪台駅 都営地下鉄 浅草線 1 4 0 0 1 1 1 1 1 0 未整備 B1F Ｂ2Ｆ ○ △ 未整備 2 1   -   15,024  
内幸町駅 都営地下鉄 三田線 2 10 0 0 0 1 1 1 1 0 整備済 B1F Ｂ2Ｆ ○ ○ 整備済 9 2   -   45,660  
御成⾨駅 都営地下鉄 三田線 2 8 0 0 0 1 1 1 1 0 整備済 B1F B2F ○ ○ 整備済 7 2   -   49,149  
芝公園駅 都営地下鉄 三田線 3 5 0 0 0 1 1 1 1 0 整備済 B1F B2F ○ ○ 整備済 4 1   -   32,260  
赤羽橋駅 都営地下鉄 ⼤江⼾線 2 8 0 0 0 1 1 1 1 0 整備済 B1F B2F ○ ○ 整備済 2 1   -   43,070  

汐留駅 

都営地下鉄 ⼤江⼾線 3 5 0 0 0 1 1 1 1 0 整備済 B2F B3F ○ ○ 整備済 8 3   ゆりかもめはエレベー
ターによる乗換可能   54,532  

ゆりかもめ（東京臨海新交通臨
海線） 3 3 0 0 0 1 1 1 1 0 整備済 2 3 ○ ○ 整備済 2 2   

⼤江⼾線へ乗り換える
場合、地下 1 階でエレ
ベーターを乗り継ぐ 

多機能トイレ、⼀般
トイレ整備 9,497  

竹芝駅 ゆりかもめ（東京臨海新交通臨
海線） 2 3 0 0 0 1 1 1 1 0 整備済 2 3 ○ ○ 整備済 2 1   

竹芝客船ターミナルへ
は、改札階から連絡通
路で接続している 

多機能トイレ、⼀般
トイレ整備 4,818  

日の出駅 ゆりかもめ（東京臨海新交通臨
海線） 2 3 0 0 0 1 1 1 1 0 整備済 2 3 ○ ○ 整備済 2 1   

日の出船客待合所への
乗換経路は⼀度地上に
出る必要がある 

多機能トイレ、⼀般
トイレ整備 2,538  
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駅名 乗り⼊れ路線 

バリアフリー設備状況 移動円滑化経路の確保 今後のバリアフリー
化予定 平成 30

（2018）年
度 

1 日の平均 
乗降客数 

エレベー
ター 

エスカレ
ーター 

⾞いす対
応エスカ
レーター 

⾞いす対
応スロー

プ 

階段    
昇降機 

多機能トイレ 
ホーム 
ドア 改札階 ホーム階 

ワンルート整備状況 複数ルート整備状況 乗継ルートの整備状況 2020 年東京⼤会後
にバリアフリー化整
備が⾏われる予定箇

所 

⾞いす対
応 

乳幼児設
備 

オストメ
イト 男⼥共用 ⼤⼈用ベ

ッド 
地上 
⇔ 

改札⼝ 

改札⼝ 
⇔ 

各ホーム 

移動円滑化評
価（地上⇔ホ

ーム） 

出⼊⼝ 
総数 

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰﾙｰﾄ
確保数 自路線間の 

連続性 別事業者との連続性 
基 基 基 箇所 基 箇所 箇所 箇所 箇所 箇所 箇所 箇所 

芝浦ふ頭
駅 

ゆりかもめ（東京臨海新交通臨
海線） 2 2 0 0 0 1 1 1 1 0 整備済 2 3 ○ ○ 整備済 2 1   - 多機能トイレ、⼀般

トイレ整備 5,287  

お台場海
浜公園駅 

ゆりかもめ（東京臨海新交通臨
海線） 1 2 0 0 0 1 1 1 1 0 整備済 2 3 ○ ○ 整備済 2 1   -   18,160  

台場駅 ゆりかもめ（東京臨海新交通臨
海線） 1 2 0 0 0 1 1 1 1 0 整備済 2 3 ○ ○ 整備済 2 1   -   23,790  

高輪ゲー
トウェイ
駅 

ＪＲ東日本 山手線 
4 6 0 0 0 2 2 2 2 0 

整備済 2 1 ○ ○ 整備済 
1 1 

各線間において
エレベーターで
乗換可能 

    - ＪＲ東日本 京浜東北線 整備済 2 1 ○ ○ 整備済 

⻁ノ⾨ヒ
ルズ駅 東京メトロ 日⽐谷線 3 0 0 0 0 1 1 1 1 0 整備済 2 2 ○ ○ 整備済 2 2   - - - 

浜松町バ
スターミ
ナル 

高速・観光・路線バス                      -    

竹芝客船
ターミナ
ル 

旅客船 2 5 4 2 2 2 0 0 2 0   0 0 ○ ○ 整備済 1 3   -   3,070  

日の出船
客待合所 海上バス 0 0 0 0 0 1 1 0 1 0   0 0 ○ ○ 整備済 1 1   -   - 

お台場海
浜公園海
上バス乗
り場 

海上バス 0 0 0 0 0 1 1 1 1 0   0 0 ○ ○ 整備済 1 1   -   - 
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＜各項目についての補足説明＞ 

１．多機能トイレについて 

・１か所のトイレについて付加されている機能についてそれぞれ１とカウントしています。

（設置されている設備の数とは異なります） 

・乳幼児設備はおむつ交換台、ベビーチェア、授乳室等の設備いずれかが１つでもある

場合にカウントしています。 

・男女共用は男性入口、女性入口の他にもう１つ男女共用の多機能トイレが設置されて

いる場合にカウントしています。 
 

２．ホームドアについて 

・ホームドアは上下線両方に設置した場合、整備済としています。 

 ※乗客が基本的におらず、固定柵を整備済で安全対策が取られている番線は整備

済としています。 
 

３．移動等円滑化経路の確保について 

・移動等円滑化経路とはホームから出入口までの間に高低差がある場合、高齢者、障

害者等が単独でエレベーターや傾斜路等によってスムーズに移動できる経路を定義

しています。 
 

４．ワンルート整備状況の凡例について 

〇：水平移動またはエレベーターの利用により、車両への乗降を除けば駅員または介助

者なしで移動できる経路 

△：高低差があるが、車いす対応エスカレーター、階段昇降機等の利用により、最少人

数の駅員または介助者で移動できる経路 

×：高低差があり、階段のみのため、数名の駅員または介助者が必要な経路 

・移動等円滑化評価の欄は地上からホームまでを駅員または介助者なしで移動できる

経路がある場合を「整備済」それ以外を「未整備」としています。 
 

５．複数ルート整備状況について 

〇都営地下鉄について下記の注釈があります。 

・出入口数は自社財産・管理＋自社駅に直結している接続口 

・バリアフリールートには階段昇降機、車いす対応エスカレーターを含む 

・バリアフリールート確保数は駅及び直近にある利用可能なバリアフリールート数 

・時間制限があるものも含んでいる（三田駅 A3） 

・新橋駅、汐留駅の地下歩道のエレベーター及び麻布十番の出入口１（東京メトロ）は

出入口数に含まない 

〇ゆりかもめについて下記の注釈があります。 

・複数ルート整備状況の数値は区の現地調査による 
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参考資料-２．バリアフリーのまちづくりに関する港区民アン

ケート調査結果（令和元（2020）年度） 
 

（１）調査概要 

①調査の目的 

本調査は、港区バリアフリー基本構想及び特定事業計画における事業の進行管理を

行い、スパイラルアップ（継続的発展）を推進するため、港区バリアフリー基本構想に基

づく事後評価として、バリアフリーに関する多様なニーズを持った高齢者、障害者、子育

て中の親、外国人の方の意向を把握するために実施しました。 
 

②調査期間及び対象 

調 査 期 間 ： 令和元（2020）年９月２６日～令和元（2020）年１０月１８日 
調査対象者数 ： 3,000 人（住民基本台帳から無作為抽出） 

調 査 方 法 ： 郵送配布・郵送回収 

回  収  数 ： 964 件（回収率 32.1%） 

 

対象 

⾼齢者 障害者 外国⼈ 子育て中の親 

介護認定者を含む
65 歳以上の区⺠ 

身体障害者手帳、
愛の手帳、精神障
害者保健福祉手帳
を所持している区
⺠ 

外国⼈登録をして
いる区⺠ 

３歳以下の子ども
のいる子育て世帯
の親である区⺠ 

標本数 985 ⼈ 815 ⼈ 400 ⼈ 800 ⼈ 
回収数 

(回収率) 
288 件 

(29.2％) 
328 件 

(40.2％) 
40 件 

(10.0％) 
308 件 

(38.5％) 
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（２）調査結果 

①外出頻度と目的・手段、傾向について 

  

ア）外出状況について 

６年前と比較して、「週に３回以上」「ほぼ毎日」はあわせて外出している方は 2.2％増

加、「もう少し外出したい」「もっと外出したい」はあわせて 5.4％増加しています。 
 
 

   
   

 

イ）外出目的・手段について 

外出目的は、「通勤通学通園通所」「買い物食事」が増加しており、また、外出手段で

は「徒歩」、子育てにおいては「電車」が増加しています。 
 
 

                   

 
 

  

59.2 

53.0 

23.9 

27.9 

9.9 

10.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019

2013

ほぼ毎日
週に３回以上
週に１回程度

月に1回程度
年に数回程度
無回答

30.3 

34.1 

36.3 

32.5 

18.3 

16.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019

2013

満足している
ほぼ満足している
もう少し外出したい

もっと外出したい
どちらとも言えない
無回答

29.9 

11.9 

0% 50% 100%

70.0 

49.0 

0% 50% 100%

2019

2013

35.4 

32.1 

0% 25% 50%

22.3 

18.8 

0% 25% 50%

2019

2013

外出頻度は増加傾向にあります。また、徒歩での外出頻度が増えている⼀方
で、公共交通機関を⼀⼈で利用できる方は減少しています。健康年齢の低下等も
考えられるため、バリアフリーが要因とは⼀概には⾔い切れませんが、⼀⼈でも
利用できる環境として、ハード・ソフト両面のバリアフリーの整備は必要であ
り、また、公共交通機関においては、利用しやすい環境の整備が課題です。 

図 外出頻度 図 外出状況の満⾜度 

【通勤・通学・通園・通所】 【買い物・食事】 【徒歩】 【電⾞(子育て中の親)】 

図 外出目的 図 外出手段 
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ウ）公共交通機関の利用状況について（高齢者・障害者） 

電車・バス・タクシーいずれも「一人で利用できる」が減少しています。また、バス、タク

シーは「介助者がいれば利用できる」が増加していますが、電車は「介助者がいれば利

用できる」が減少しています。 
 
 

 

 
 

 

②情報の調べ方について 

  

外出前に調べる情報の調べ方はホームページ等の情報の充実等より、電話や FAX

等の利用が減少して、個人で調べることのできるパソコンやスマートフォン等が増加して

います。一方で、高齢者や障害者の「自分が調べる」は減少しています。 
 
 
 

      

 
     

  

55.5 

63.9 

22.7 

20.1 

0% 25% 50% 75% 100%

50.6 

58.6 

26.1 

26.7 

0% 25% 50% 75% 100%

2019

2013

56.7 

65.5 

28.9 

24.3 

0% 25% 50% 75% 100%

一人で利用できる
介助者がいれば利用できる

介助者がいても利用できない
その他

無回答

   【電⾞】            【バス】           【タクシー】 

図 公共交通機関の利用状況 

高齢者や障害者自身が調べることは減少していますが、⼀方で、インターネッ
トのある環境に慣れた世代※の高齢化により、今後は自分で調べる高齢者等の増
加が想定されます。 
※50 歳代以下の 90％以上がインターネットを活用（総務省「平成 30 年版 情

報通信⽩書」参照） 

図 情報の調べ方 図 情報を調べる⼈（高齢者・障害者） 

家族や知人、ヘルパーが調べる（教えてもらう）

52.4 

54.2 

36.6 

32.7 

10.9 

13.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019

2013

自分が調べる

無回答

20.2 

30.0 

0% 50% 100%

72.1 

52.6 

0% 50% 100%

2019

2013

【電話・FAX で 
問い合わせ】 

【パソコンやスマート 
フォン等で検索】 
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③港区の取組の認知度について 

  

「港区バリアフリー基本構想」や重点整備地区の認知度は 23.7％、「港区バリアフリ

ーマップ」の区ホームページの認知度は 12.2％、心のバリアフリーの取組の認知度は

11.6％といずれの項目も、６年前と比べて大きな変化がみられません。 

「ヘルプカード」や「ヘルプマーク」の認知度は約 63.0％と高く、６年前と比べて非常

に高くなっています。 
 
 
 

    

   

 
 
 
 
 
 
 

    

 

 
 

  

3.4 

4.5 

20.3 

20.8 

65.5 

60.6 

10.8 

14.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019

2013

1.2 

2.6 

11.0 

17.5 

76.6 

65.7 

11.2 

14.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019

2013

活用している・活用したことがある 知らない・聞いたことがない
無回答知っているが、活用したことはないたことがある

11.6 

11.1 

77.1 

73.9 

11.3 

15.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019

2013

63.0 

19.9 

27.5 

66.2 

9.5 

13.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019

2013

知っている・聞いたことがある 知らない・聞いたことがない
無回答

全国的に普及しているヘルプカードやヘルプマークの認知度は高くなっていま
す。⼀方で自治体ごとに計画や取組が異なるバリアフリー基本構想やバリアフリ
ーマップ、心のバリアフリーについては広く認知されていません。 

そのため、港区のバリアフリーに関する情報の発信や、心のバリアフリーがバ
リアフリーの取組の中でどのような位置づけであるのかを明確にする等、意識啓
発を推進していくことが必要です。 

図 左「港区バリアフリー基本構想」や重点整備地区の認知度 
右 港区バリアフリーマップの区ホームページの認知度 

図 左 港区の「心のバリアフリー」の取組の認知度 
   右 「ヘルプカード」や「ヘルプマーク」の認知度 
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④道路、電車、バス、施設の利便性の評価について 

ア）道路の利便性の評価について 

  

６年前と比べた道路・歩道の

利便性の変化は、「便利になっ

た」「やや便利になった」の合計

が子育て中の親は 30.2％で

あり、障害者は 41.2％、外国

人は 42.5％と一定の評価を得

ており、高齢者は 50.6％と特

に高くなっています。 
 

 

【便利になった点】 
便利になった点 高齢者 障害者 外国⼈ 子育て 

道が広くなった（歩道が広くなった） ○ ○ ○ ○ 
歩道の凸凹や斜めに傾いている箇所が緩和された ○ ○ ○ ○ 
横断歩道部分の歩道と⾞道の段差が⼩さくなった ○ ○ ○  
歩道ができた   ○  
歩道と⾞道の区別が分かりやすくなった   ○  
【問題点や不便な点】 

問題点や不便な点 高齢者 障害者 外国⼈ 子育て 
道が狭い（歩道が狭い） ○ ○ ○ ○ 
歩道を⾛る自転⾞が多くて危険 ○ ○ ○ ○ 
歩道が⾞道側に傾いている ○ ○  ○ 
歩道が凸凹している ○ ○  ○ 
歩道橋にエレベーターが設置されていないため・
使えない ○ ○  ○ 

坂が多い・坂が急である ○ ○  ○ 
横断歩道部分の歩道と⾞道の段差が⼤きい ○   ○ 
歩道に不法占用の看板・商品等や放置自転⾞があ
って歩きにくい ○ ○   

歩道がない   ○  
※表について、便利になった点や問題点等については選択肢より、回答の割合が 20％を超えた 

項目を抽出し、回答者属性で分類しました。  

歩道の拡幅、凸凹や段差の解消等の歩道の整備が特に求められており、便利に
なった点としても挙げられています。また、港区の特徴である坂への対応も求め
られており、手すりの設置の他、急斜面地等の開発の際のバリアフリーの経路の
設置等、官⺠連携による歩⾏空間の連続性の確保の推進が必要です。 

図 道路の利便性の評価 

8.9 

25.0 

14.9 

21.7 
15.3 

21.3 

17.5 

26.3 

28.9 
25.0 

32.5 

20.0 

42.2 

38.0 
36.8 

3.3 

3.2 3.8 

34.1 

35.0 

9.5 

6.5 
17.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育て
外国人
障害者
高齢者
全体

便利になった
やや便利になった
変化していない

やや不便になった
不便になった
2013 年以前の状況を知ら
ないため、分からない
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イ）電車の利便性の評価について 

  
６年前と比べた鉄道の利便

性の変化は、「便利になった」

「やや便利になった」の合計が

高齢者は 19.8％、障害者は

22.2 ％ 、 子 育 て 中 の 親 は

14.2％と低くなっています。一

方で外国人の評価は35.3％と

一定の評価を得ています。 
 
 

 

【整備を進めてほしいこと】 
整備を進めてほしいこと 高齢者 障害者 外国⼈ 子育て 

ホームから出⼝までバリアフリールートの整備  ○  ○ 
エレベーターの設置    ○  

  

電⾞の利便性では、ホームドアの設置やトイレの整備等が⾏われ、利便性が高
くなっていますが、バリアフリールートの整備の要望が強いため、利便性の評価
が他の事業と⽐べて低くなっていると思われます。そのため、バリアフリールー
トの整備が求められています。 

7.5 
23.5 

12.1 
11.3 
10.5 

6.7 
11.8 

10.1 
8.5 
8.3 

45.8 
11.8 

46.3 
49.3 

44.2 

36.8 
52.9 

28.2 
31.0 

34.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育て
外国人
障害者
高齢者
全体

図 ６年前と⽐べた電⾞の利便性の評価 

便利になった
やや便利になった
変化していない

やや不便になった
不便になった
2013 年以前の状況を知ら
ないため、分からない
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ウ）バスの利便性の評価について 

  
６年前と比べたバス車両やバス停等の利便性の変化は、「便利になった」「やや便利に

なった」の合計が高齢者、障害者の評価は 50％以上と高く、高齢者が 59.7％、障害者

が 50.8％です。 

また、路線バスに乗った際に問題や不便さを感じることは、高齢者、障害者、子育て中

の親が 20％以上と高くなっており、子育て中の親は 59.9％と特に高くなっています。 
 
 

  

  

  

【便利になったこと】 
便利になった点 高齢者 障害者 外国⼈ 子育て 

路線が増えた・バス停が増えた ○ ○ ○ ○ 
バス停でバスの運⾏情報を確認できるようになっ
た ○ ○ ○ ○ 

時刻通りにバスが到着するようになった ○ ○ ○  
運転手の対応が良くなった ○ ○ ○  
ノンステップバスの⾞両が増えた ○ ○  ○ 
バス停に屋根やベンチが設置された ○ ○  ○  
【路線バスの問題点や不便なこと】 

路線バスの問題点や不便なこと 高齢者 障害者 外国⼈ 子育て 
運転手の案内が丁寧でない  ○ ○  
⾏き先など、アナウンスが聞こえない・聞こえにく
い ○  ○  

ベビーカー使用について    ○ 
  

11.8 
17.6 

26.8 
36.3 

23.1 

15.2 
8.8 

24.0 
23.4 

19.8 

30.6 
17.6 

25.6 
25.9 

27.2 

2.7 

5.2 3.2 

38.7 
55.9 

15.2 
9.0 

24.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育て
外国人
障害者
高齢者
全体

12.8 

32.4 

16.8 

18.9 

16.5 

25.9 

50.0 

52.8 

49.3 

41.6 

59.9 

17.6 

26.0 

25.4 

38.4 

1.3 

4.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育て
外国人
障害者
高齢者
全体

便利になった
やや便利になった
変化していない

やや不便になった
不便になった
2013 年以前の状況を知ら
ないため、分からない

バスは利用しない
バスを利用しているが、
特に問題や不便さを感じ
ることはない

問題や不便を感じ
ることがある
無回答

バスの利便性では、バスの運⾏本数の増加、運⾏状況が分かりやすくなったこ
と、バス停に屋根やベンチの設置により、便利になったため、バスの利便性のが
よくなったの評価が高くなっています。⼀方で、案内の⾳量や表示の⾒えやすさ
等の質の向上が求められています。また、子育て中の親は特に課題があると感じ
ており、ベビーカーの使用についての対応が求められています。 

図 ６年前と⽐べたバスの利便性の 
評価 

 

図 路線バスの問題点や不便なこと 
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エ）公共施設の利便性の評価について 

  
公共施設を利用する際に「問題や不便と感じている施設がある」は低く、子育て中の

親が 19.5％と最も高く、次いで外国人が 15.0％、障害者が 10.4％です。特に高齢者

は 5.9％と非常に低くなっています。 
 
 

  

  

  
 

【便利になったこと】 
便利になった点 高齢者 障害者 外国⼈ 子育て 

道や駅から施設までの案内がない、分かりにくい ○    
休憩スペースがない ○    
スタッフの対応がよくない  ○   
施設の⼊⼝や施設内の通路が狭い   ○  
施設の中に案内がない・分かりにくい   ○  
筆談の対応がない   ○  

窓⼝の対応や手続きをする際の問題点や不便なこと 高齢者 障害者 外国⼈ 子育て 
用紙に記⼊する方法や内容がわからない時、すぐ
に聞ける職員がいない ○ ○ ○ ○ 

手続き用紙や書類の⽂字が⼩さい ○ ○ ○  
⾔葉が難しい   ○  
漢字に“ふりがな”が付いていない   ○   

  

71.4 

57.5 

54.9 

45.8 

57.6 

19.5 

15.0 

10.4 

5.9 

12.1 

9.1 

27.5 

34.8 

48.3 

30.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育て
外国人
障害者
高齢者
全体

特に問題や不便さを感じている施設はない
問題や不便と感じている施設がある
無回答

公共施設で利用する際に問題や不便と感じている施設がある割合は低いです
が、施設の利用及び窓⼝の対応では共通して、施設内外の案内や用紙等の表記に
関すること等のユニバーサルデザインの取組や職員の対応の向上等の心のバリア
フリーが求められています。 

図 公共施設の利便性の評価について 
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オ）公園の利便性の評価について 

  

公園・児童遊園を利用する際に「問題や不便と感じている施設がある」はいずれの回

答者属性も 30％以上であり、特に子育て中の親は 45.6％と高くなっています。 
 
 

  

  

  
 

【便利になったこと】 
便利になった点 高齢者 障害者 外国⼈ 子育て 

日影・雨よけがない ○ ○ ○ ○ 
休憩所・ベンチがない  ○   
トイレがない、また、狭く、使いづらい   ○   
※表について、便利になった点や問題点等については選択肢より、回答の割合が２０％を超えた項目を抽出し、回答者属

性で分類しました。  
  

52.3 

60.0 
61.4 

59.5 

56.3 

45.6 

33.3 
31.8 

32.4 

39.1 

2.1 

6.7 
6.8 

8.1 

4.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育て
外国人
障害者
高齢者
全体

特に問題や不便さを感じている施設はない
問題や不便と感じている施設がある
無回答

公園の利便性では、問題や不便と感じている施設があるの割合が高く、日影や
雨よけについては、いずれの回答者属性も課題としており、利用しやすい環境の
整備が求められています。 

図 公共施設の利便性の評価について 
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⑤海外の出身国、出身都市と比較した港区のバリアフリーの進捗(外国人) 

  

いずれの項目もバリアフリーの進捗状況は約 50％が「進んでいる」と高くなっていま

す。「鉄道駅」は「進んでいる」が 55.0％と最も高くなっています。一方で、「進んでいな

い」は「周囲の気配り」「鉄道」は 15％以上となっています。 
 

 
 

《鉄道で整備を進めてほしいこと》 

整備を進めてほしいことについて 20％を超えている割合の高い要望はありませんが、

最も高い要望では「エレベーターの設置」が挙げられています。 
 

 
  

海外の出身都市と⽐較した港区のバリアフリーの進捗では、いずれの項目も評
価が高くなっています。⼀方で、周囲の気配りや鉄道は他の項目より低い評価が
⼀定の割合であります。 

周囲の気配りについては、公共施設の窓⼝の対応や手続きについて不便さを感
じることが挙げられます。また、鉄道についてはエレベーターの設置が最も要望
されています。 

図 海外の出身国、出身都市と⽐較した港区の 
バリアフリーの進捗状況 

進んでいる
同程度
進んでいない

分からない
無回答

50.0 
55.0 

47.5 
45.0 
47.5 

52.5 

25.0 
10.0 

30.0 
30.0 
25.0 
17.5 

10.0 
17.5 

10.0 
7.5 

10.0 
15.0 

5.0 

5.0 
7.5 
5.0 

12.5 
12.5 
10.0 
12.5 
10.0 
10.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

道路
鉄道駅
公園
バス

公共施設
周囲の気配り

図 鉄道で整備を進めてほしいこと 

2.9 

11.8 

5.9 

5.9 

2.9 

2.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ホームドアの設置
エレベーターの設置

上りエスカレーターの設置
使いやすい券売機の設置

階段の段鼻の色の明確さ
その他
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《窓口の対応や⼿続きをする際に『不便さ』を感じることの有無》 

窓口の対応や手続きをする際に『不便さ』を感じることの有無について、「不便を感じ

ることがある」は外国人が最も高く 25.0％です。 
 

 

 

<出⾝国・出⾝都市の⼀覧> 

 
 

  

81.2 

50.0 

53.7 
45.5 

59.9 

12.3 

25.0 

16.5 
12.2 

14.2 

6.5 

25.0 

29.9 
42.4 

25.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育て
外国人
障害者
高齢者
全体

特に不便を感じることはない
不便を感じることがある
無回答

図 窓⼝の対応や手続きをする際に 
『不便さ』を感じることの有無 

中国（北京、上海、広州、⻩州、福建、江蘇省、蘇州市、山東省煙台市、藩陽）、 
アメリカ（シカゴ、ニューヨーク、ハワイ、バージニア州、オレゴン州）、 
フランス、イタリア、インド（ムンバイ）、オーストラリア（パース）、 
オランダ（ノールトブラバント）、コロンビア（ボゴタ）、 
サウジアラビア（ジェッダ）、シンガポール、スペイン（サン・セバスティアン）、 
ドイツ（ボン）、ネパール（カブレ郡）、ノルウェー（ボードー）、 
フランス（パリ）、ペルー（リマ）、ポーランド（ワルシャワ）、韓国（ソウル）、 
香港 
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参考資料-３．港区バリアフリー基本構想推進協議会設置要綱 
   

港区バリアフリー基本構想推進協議会設置要綱 
 

平成２５年７月１日 

２５港街土第７３０号 

 

（設置） 

第１条 港区バリアフリー基本構想（以下「基本構想」と総称する。）に関する必要な事

項を協議し、バリアフリー化事業の計画的な推進を図るため、港区バリアフリー基本構想

推進協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項について協議し、その結果を区長に報告する。 

（１） 基本構想に基づく事業計画の推進に関する事項 

（２） 基本構想の評価及び見直しに関する事項 

（３） その他事業者とのバリアフリーの推進に関する事項 

（組織） 

第３条 協議会は、次に掲げる者のうちから、区長が委嘱し、又は任命する委員４０人

以内をもって組織する。 

（１） 学識経験者 

（２） 高齢者、障害者団体等の区民代表者 

（３） 公共交通事業者 

（４） 交通管理者 

（５） 施設管理者 

（６） 関係行政機関 

（７） 区職員 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない、ただし、委員に欠員が生じた場合に

おける補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 協議会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長は、委員の互選により選出する。 

３ 会長は、会務を統括する。 

４ 副会長は、委員のうちから会長が指名する。 

５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 
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（運営） 

第６条 協議会は、会長が招集する。 

２ 協議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 協議会は、必要に応じて委員以外の者に対して会議への出席を求め、その意見を

聴くことができる。 

４ 協議会は、公開とする。ただし、会長が必要と認めるときは、非公開とすることがで

きる。 

（事業者部会） 

第７条 会長は、所掌事項の円滑な遂行を図るため必要と認めるときは、事業者部会

を設置することができる。 

２ 事業者部会長は、街づくり支援部地域交通課長をもって充てる。 

３ 事業者部会員は、公共交通事業者、交通管理者、施設管理者及び区職員のうちか

ら事業者部会長が指名する。 

４ 事業者部会長に事故があるときは、あらかじめ事業者部会長が指名する者がその

職務を代理する。 

（地区部会） 

第８条 会長は、所掌事項の円滑な遂行を図るため必要と認めるときは、地区部会を

設置することができる。 

２ 地区部会長は、街づくり支援部地域交通課長をもって充てる。 

３ 地区部会員は、高齢者、障害者団体等の区民代表者、交通管理者、施設管理者及

び区職員のうちから地区部会長が指名する。 

４ 地区部会長に事故があるときは、あらかじめ地区部会長が指名する者がその職務

を代理する。 

（庶務） 

第９条 協議会及び事業者部会並びに地区部会の庶務は、街づくり支援部地域交通

課において処理する。 

（委任） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が別

に定める。 

付 則 

１ この要綱は、平成２５年７月１日から施行する。 

２ 港区交通バリアフリー基本構想策定協議会設置要綱（平成１８年９月１日１８港環計

第２３３号）は、廃止する。 

付 則 

この要綱は、平成２８年２月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。  
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参考資料-４．港区バリアフリー基本構想推進協議会名簿 
 

 区 分 委員 備 考 関係部署 
1 学識経験者 日本⼤学理⼯学部交通システム⼯学科 教授   
2 

区⺠代表 

港区⽼⼈クラブ連合会 代表 （会⻑）   
3 港区視覚障害者福祉協会 代表 （会⻑）   
4 港区中途障害者会 代表 （会⻑）   

5 港区重症心身障害児(者)を守る会 代表  
（会⻑）   

6 港区商店街連合会 代表 （副会⻑）                       
7 港区観光協会 代表 （会⻑）                 
8 港区子ども・子育て会議 （公募区⺠代表）                       

9 社会福祉団体 社会福祉法⼈ 
港区社会福祉協議会 事務局次⻑ 

地域福祉の推進区⺠利
用者へのバリアフリー
情報 

10 

⾏政 港区 

街づくり支援部⻑   

11 産業・地域振興支援部  
国際化・⽂化芸術担当課⻑              外国⼈（多⾔語化） 

12 産業・地域振興支援部 産業振興課⻑              商店街 
13 産業・地域振興支援部 観光政策担当課⻑        観光 
14 子ども家庭支援部 子ども家庭課⻑ 子育て世代 
15 保健福祉支援部 保健福祉課⻑ 地域保健福祉計画 
16 保健福祉支援部 障害者福祉課⻑ 心のバリアフリー 
17 保健福祉支援部 高齢者支援課⻑ 高齢者 

18 街づくり支援部 建築課⻑ 福祉の街づくり条例・
要綱建築指導 

19 

施設管
理者 
道路・
公園等 

国 国⼟交通省東京国道事務所 
交通対策課⻑ 

道路特定事業計画・国
道 

20 東京都 建設局 第⼀建設事務所 
補修課⻑ 

道路特定事業計画・都
道 

21 

港区 

赤坂地区総合支所 
まちづくり課⻑ 

道路・公園管理者（支
所代表）・区道・区⽴
公園等 

22 高輪地区総合支所 管理課⻑ 施設設置管理者（支所
代表） 

23 教育委員会事務局 教育推進部 
教育⻑室⻑ 

施設設置管理者（教育
委員会） 

24 教育委員会事務局 学校教育部 
学務課⻑ 

施設設置管理者（教育
委員会） 

25 

交通管
理者 警視庁 

愛宕警察署 交通課⻑ 交通安全特定事業計画 
26 三田警察署 交通課⻑ 交通安全特定事業計画 
27 麻布警察署 交通課⻑ 交通安全特定事業計画 
28 赤坂警察署 交通課⻑ 交通安全特定事業計画 
29 高輪警察署 交通官 交通安全特定事業計画 
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 区 分 委員 備 考 関係部署 
30 

交通事
業者 

鉄 道 

東日本旅客鉄道株式会社東京支社 
 総務部企画室 副課⻑ 

公共交通特定事業計画 
JR 東日本 

31 東京都交通局 総務部 技術調整担当課⻑ 公共交通特定事業計画 
都営地下鉄 

32 東京地下鉄株式会社 鉄道統括部 計画課 
移動円滑化設備整備促進担当課⻑ 

公共交通特定事業計画 
東京メトロ 

33 
東海旅客鉄道株式会社  
新幹線鉄道事業本部 企画部 
担当課⻑ 

公共交通特定事業計画 
東海道新幹線 

34 京浜急⾏電鉄株式会社 鉄道本部 
鉄道統括部 事業統括課⻑ 

公共交通特定事業計画 
京浜急⾏ 

35 

バ ス 

東京都交通局 自動⾞部  
事業改善担当課⻑ 

公共交通特定事業計画 
都営バス 

36 株式会社フジエクスプレス 
常務取締役 業務部⻑ 

公共交通特定事業計画 
コミュニティバス「ち
ぃばす」 

37 
東京モ
ノレー
ル 

東京モノレール株式会社 総務部 
管理課⻑ 

公共交通特定事業計画 
東京モノレール 

38 ゆりか
もめ 

株式会社ゆりかもめ 技術部 
施設課⻑  

公共交通特定事業計画 
ゆりかもめ 

事務局 港 区 街づくり事業担当部⻑                      
街づくり支援部 地域交通課⻑   
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参考資料-５．港区バリアフリー基本構想推進協議会 事業者部会名簿 
 

 区 分 委員 備 考 関係部署 
1 部会⻑ 港区 街づくり支援部 地域交通課⻑   
2 

施設管
理者 
道路・
公園等 

国 国⼟交通省東京国道事務所 
交通対策課 専⾨官 

道路特定事業計画・国
道 

3 
東京都 

東京都第⼀建設事務所 
補修課 課⻑代理（調査担当） 

道路特定事業計画・都
道 

4 東京都東部公園緑地事務所 
管理課 課⻑代理（維持担当） 

都市公園特定事業計
画・都⽴公園 

5 

港区 

赤坂地区総合支所 まちづくり課 
⼟⽊担当係⻑ 

道路・公園管理者 (支
所代表)・区道・区⽴公
園等 

6 赤坂地区総合支所 まちづくり課 
まちづくり係⻑ 

道路・公園管理者 (支
所代表)・区道・区⽴公
園等 

7 高輪地区総合支所 管理課 
管理係⻑ 

施設設置管理者（支所
代表） 
支所等 

8 高輪地区総合支所 管理課 
施設運営担当係⻑ 

施設設置管理者（支所
代表） 
いきいきプラザ等 

9 教育委員会事務局 教育推進部 
教育⻑室 教育総務係⻑ 

施設設置管理者（教育
委員会） 
運動施設・図書館等 

10 教育委員会事務局 学校教育部 
学務課 学校運営支援係⻑ 

施設設置管理者（教育
委員会） 
⼩学校・中学校 

11 

交通管
理者 警視庁 

交通部 交通規制課 都市交通管理第二係⻑ 交通安全特定事業計画 
12 愛宕警察署 交通課 交通規制係⻑ 交通安全特定事業計画 
13 三田警察署 交通課 交通規制係⻑ 交通安全特定事業計画 
14 麻布警察署 交通課 交通規制係⻑ 交通安全特定事業計画 
15 赤坂警察署 交通課 交通規制係⻑ 交通安全特定事業計画 
16 高輪警察署 交通課 交通規制係⻑ 交通安全特定事業計画 
17 

交通事
業者 鉄 道 

東日本旅客鉄道株式会社東京支社 
総務部 企画室 係⻑ 

公共交通特定事業計画 
JR 東日本 

18 東京都交通局 総務部 
企画調整課 課⻑代理 

公共交通特定事業計画 
都営地下鉄 

19 東京地下鉄株式会社 鉄道統括部 
計画課 課⻑補佐 

公共交通特定事業計画 
東京メトロ 

20 
東海旅客鉄道株式会社 
新幹線鉄道事業本部 
企画部 主任 

公共交通特定事業計画 
東海道新幹線 

21 
京浜急⾏電鉄株式会社 
鉄道本部 鉄道統括部 
事業統括課 課⻑補佐 

公共交通特定事業計画 
京浜急⾏ 
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 区 分 委員 備 考 関係部署 
22 

交通事
業者 

バ ス 

東京都交通局 自動⾞部 
計画課 事業企画担当 課⻑代理 

公共交通特定事業計画 
都営バス 

23 株式会社フジエクスプレス 
業務部係⻑ 

公共交通特定事業計画 
コミュニティバス「ちぃ
ばす」 

24 
東京 
モノレ
ール 

東京モノレール株式会社 
総務部 管理課⻑ 

公共交通特定事業計画 
東京モノレール 

25 ゆりか
もめ 

株式会社ゆりかもめ 技術部 
施設課 ⼯務係⻑ 

公共交通特定事業計画 
ゆりかもめ 

26 社会福祉団体 
社会福祉法⼈ 
港区社会福祉協議会 
ボランティア・地域活動支援係⻑ 

地域福祉の推進 
区⺠利用者へのバリア
フリー情報 

27 

⾏政 港区 

産業・地域振興支援部 
地域振興課 国際化推進係⻑              

外国⼈ 
（多⾔語化） 

28 産業・地域振興支援部 
産業振興課 産業振興係⻑              商店街 

29 産業・地域振興支援部 
産業振興課 観光政策担当係⻑      観光 

30 子ども家庭支援部 子ども家庭課 
子ども・子育て支援係⻑ 子育て世代 

31 保健福祉支援部 保健福祉課 
地域保健福祉副係⻑ 地域保健福祉計画 

32 保健福祉支援部 障害者福祉課  
障害者福祉係⻑ 心のバリアフリー 

33 保健福祉支援部 高齢者支援課  
高齢者福祉係⻑ 高齢者 

34 街づくり支援部 ⼟⽊課  
⼟⽊計画係⻑ 

開発事業に関わる公共
施設のバリアフリー 

35 街づくり支援部 建築課  
建築審査係⻑ 

福祉の街づくり条例・
要綱建築指導 

事務局 港区 街づくり支援部 地域交通課  
交通対策係  
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参考資料-６．港区バリアフリー基本構想策定委員会設置要綱 
   

港区バリアフリー基本構想策定委員会設置要綱 
 

令和元年１０月１日 

３１港街地第９０４号 

 

（設置） 

第１条 港区バリアフリー基本構想の検討及び策定を行うため、港区バリアフリー基本

構想策定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

（１）港区バリアフリー基本構想の検討及び策定に関すること。 

（２）その他バリアフリーに関し、区長が必要と認める事項 

（組織） 

第３条 委員会は、委員長、副委員長及び委員をもって組織する。 

２ 委員長は、街づくり事業担当部長をもって充て、会務を統括する。 

３ 副委員長は、街づくり支援部長をもって充て、委員長を補佐し、委員長に事故があ

るときは、その職務を代理する。 

４ 委員は、別表に掲げる者をもって充てる。 

（運営） 

第４条 委員会は、委員長が招集する。 

２ 委員長は、会議録を作成し、これを保存しなければならない。 

（意見聴取） 

第５条 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に対して委員会への出

席を求め、その意見を聴くことができる。 

（部会） 

第６条 委員会は、所掌事項の円滑な遂行を図るため、委員会に部会を置くことがで

きる。 

２ 部会は、部会長、副部会長及び部会員をもって組織する。 

３ 部会長は、街づくり支援部地域交通課長をもって充て、部会を招集し、会務を統括

する。 

４ 副部会長及び部会員は、職員のうちから委員長が指名する。 

５ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故があるときは、その職務を代理する。 
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（庶務） 

第７条 委員会及び部会の庶務は、街づくり支援部地域交通課において処理する。 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、委員長が別に定める。 

 

付 則 

この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 

別表（第３条関係） 

芝地区総合支所まちづくり課長 

麻布地区総合支所まちづくり課長 

赤坂地区総合支所まちづくり課長 

高輪地区総合支所管理課長 

高輪地区総合支所まちづくり課長 

芝浦港南地区総合支所まちづくり課長 

産業・地域振興支援部国際化・文化芸術担当課長 

産業・地域振興支援部産業振興課長  

産業・地域振興支援部観光政策担当課長               

保健福祉支援部保健福祉課長 

保健福祉支援部高齢者支援課長 

保健福祉支援部障害者福祉課長 

子ども家庭支援部子ども家庭課長 

街づくり支援部都市計画課長 

街づくり支援部建築課長 

街づくり支援部土木課長 

街づくり支援部地域交通課長 

企画経営部企画課長 

教育委員会事務局教育推進部教育長室長 

教育委員会事務局学校教育部学務課長 
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参考資料-７．港区バリアフリー基本構想策定委員会委員名簿 
 

 区 分 委員 備 考 関係部署 
1 委員⻑ 街づくり事業担当部⻑   
2 副委員⻑ 街づくり支援部⻑   

3 委員 芝地区総合支所 
まちづくり課⻑ 

道路・公園特定事業計画 
区道、区⽴公園 

4 委員 麻布地区総合支所 
まちづくり課⻑ 

道路・公園特定事業計画 
区道、区⽴公園 

5 委員 赤坂地区総合支所 
まちづくり課⻑ 

道路・公園特定事業計画 
区道、区⽴公園 

6 委員 高輪地区総合支所 
まちづくり課⻑ 

道路・公園特定事業計画 
区道、区⽴公園 

7 委員 芝浦港南地区総合支所 
まちづくり課⻑ 

道路・公園特定事業計画 
区道、区⽴公園 

8 委員 街づくり支援部 
都市計画課⻑ 都市計画マスタープラン 

9 委員 街づくり支援部 
建築課⻑ 

建築物バリアフリー・法
規整備 

10 委員 街づくり支援部 
⼟⽊課⻑ 

道路計画・公園計画 
（公共施設整備） 

11 委員 街づくり支援部 
地域交通課⻑ バリアフリー基本構想 

12 委員 高輪地区総合支所 
管理課⻑ 

建築物特定事業計画 
総合支所管理課代表 
（支所等） 

13 委員 教育委員会事務局教育推進部 教育⻑室⻑ 建築物特定事業計画 
区有施設（教育委員会） 

14 委員 教育委員会事務局学校教育部 学務課⻑ 建築物特定事業計画 
区有施設（教育委員会） 

15 委員 産業・地域振興支援部 
国際化・⽂化芸術担当課⻑              外国⼈（多⾔語化） 

16 委員 産業・地域振興支援部 産業振興課⻑              商店街 
17 委員 産業・地域振興支援部 観光政策担当課⻑        観光 
18 委員 子ども家庭支援部 子ども家庭課⻑ 子育て世代 

19 委員 保健福祉支援部 保健福祉課⻑              
保健福祉計画、福祉関連
施設計画（福祉のまちづ
くり） 

20 委員 保健福祉支援部 高齢者支援課⻑ 高齢者 

21 委員 保健福祉支援部 障害者福祉課⻑ 心のバリアフリー、 
ヘルプカード 

22 委員 企画経営部 企画課⻑   
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参考資料-８．これまでの検討経緯 

 
事業者部会

（推進協議会附属機関）
作業部会

（策定委員会部会）

港区バリアフリー基本構想策定委員会（庁内）

12

1

2

港区バリアフリー基本構想推進協議会

12

1

2

3

年 月

3

令
和
２
年
度

4

5

6

7

8

9

10

11

令
和
元
年
度

10

11

第13回推進協議会

2月上旬

・パブリックコメント報告

・本基本構想案の審議

港区バリアフリー基本構想の策定

第10回推進協議会

（令和元年12月2日）

・推進協議会について

・策定方針について

・区民アンケートについて

第11回推進協議会

（令和2年7月31日）

・素案（たたき台）の審議

第12回推進協議会

（令和2年１０月１５日）

・本基本構想素案の審議

パブリックコメント

（１か月）

第１回策定委員会

（令和元年10月29日）

・策定委員会について

・策定方針について

・スケジュールについて

第２回策定委員会

（令和2年2月28日）

・策定の基本的な考え方

（基本理念など）

・重点整備地区、生活関連

施設、生活関連経路

第１回作業部会

（令和2年1月28日）

・策定の基本的な考え方

（基本理念など）

・重点整備地区、生活関連

施設、生活関連経路

第９回事業者部会

（令和２年７月10日）

・素案（たたき台）の審議

・重点整備地区、生活関連

施設、生活関連経路

第3回策定委員会

（令和２年７月7日）

・素案（たたき台）の審議

・重点整備地区、生活関連

施設、生活関連経路

区民委員の個別ヒアリングを

実施(令和２年7月10日～7月

17日)

第４回策定委員会

（書面開催 令和２年８月３１日）

・本基本構想素案の審議

第10回事業者部会

（書面開催 令和2年9月2日）

・本基本構想素案の審議

第5回策定委員会

1月中旬

・パブリックコメント報告

・本基本構想案の審議
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参考資料-９．用語集 
 

あ⾏ 

愛の⼿帳 
東京都愛の手帳交付要綱に基づき、知

的障害者（児）の保護及び自立更生の援助

を図るとともに、知的障害者（児）に対する

社会の理解と協力を深めるために交付す

るもの。障害の程度により、１度から４度に

区分される。 

移動等円滑化基準 
バリアフリー法に基づき、旅客施設、車

両、道路、信号機、建築物、路外駐車場、都

市公園等の移動等円滑化に関する基準。 

移動等円滑化に関する基本⽅針 
バリアフリー法第３条に基づき、移動等

円滑化を総合的かつ計画的に推進するた

めの基本方針。 

インクルーシブ公園 
障害の有無に関わらず子どもたちが遊

ぶことのできる公園。 

エスコートゾーン 
視覚障害者横断帯の通称。横断歩道の

中央部に視覚障害者が認知できる突起を

設け、横断歩道内をまっすぐ進めるように

するもの。 

オストメイト 
疾患部の全部又は一部の摘出手術を受

け、腹部に排泄するためのストーマ（人工

肛門・人工膀胱）を造設し、排せつ、排尿に

対応するためのストーマ装具である人工肛

門や人工膀胱を装着している人たちのこと。 

大⼈⽤ベッド（トイレ設備） 
主に多機能トイレ内に設置され、高齢者・

障害者等を含む、より多くの人が共用でき、

多目的に利用できる大型のベッド。 

音響式信号機 
信号機が青になったことを視覚障害者に

知らせるため、誘導音を出す装置がついて

いる信号機。

 

 

か⾏ 

階段昇降機 
階段の昇り降りが困難になった方が、機

械の力で階段の昇り降りをする乗り物。室

内や屋外にガイドレールを設置し、そのガイ

ドレールにそって備え付けた椅子が駆動す

る。 

交通バリアフリー法 
「高齢者、身体障害者等の公共交通機

関を利用した移動の円滑化の促進に関す

る法律」（平成１２年（２０００）１１月施行）の

略称。公共交通機関のバリアフリー化と、

市区町村が定める移動円滑化基本構想

（交通バリアフリー基本構想）の枠組みを

定めたもの。バリアフリー法の施行に伴い、

ハートビル法と統合、拡充された。 

⾼齢者⼈口 
年齢別人口の６５歳以上の人口。 

心のバリアフリー 
様々な心身の特性や考え方を持つすべ

ての人々が相互に理解を深めようとコミュ

ニケーションを取り、支え合うこと。 

 
 

さ⾏ 

視覚障害者誘導⽤ブロック 
視覚障害者を誘導するために床面や路

面などに敷設される、線状、点状の突起を

もったブロック。 

シグナルエイド 
視覚障害者が使用することを目的とした

製品でボタンを押すと電波を送信し、周囲

に設置された音声標識ガイドシステム、歩

行時間延長信号機、音響案内装置を動作

させることができる機器。  

参考資料-９．用語集 
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持続可能な開発目標（SDGｓ） 
平成 27（2015）年 9⽉の国連サミットに

おいて、「誰一人取り残さない」社会の実現

をめざし、採択された２０３０年までの国際

⽬標。 

障害を理由とする差別の解消の推進に関
する基本⽅針 

障害を理由とする差別の解消の推進に

関する法律第６条に基づき、障害を理由と

する差別の解消に向けた、政府の施策の

総合的かつ一体的な実施に関する基本方

針。 

障害を理由とする差別の解消の推進に関
する法律 

国連の「障害者の権利に関する条約」の

締結に向けた国内法制度の整備の一環と

して制定され、差別の禁止と合理的配慮等

について位置づけを定めている（平成 28

（2016）年施行）。 

重点整備地区 
バリアフリー法に基づく基本構想に定め

る地区。バリアフリー化のための事業を重

点的かつ一体的に推進すべき地区として

区市町村が定めるもの。 

新型コロナウイルス感染症 
人に感染する「コロナウイルス」として新

た に 見 つ か っ た 「 新 型 コ ロナ ウ イ ル ス

（SARS-CoV-２）」による感染症。令和２

年より急速に世界中で感染拡大した。 

新型コロナウイルス感染症対策に関する
ガイドライン 

令和２（２０20）年５月４日に改訂された「新

型コロナウイルス感染症対策の基本的対

処方針」等を受けて、各関係団体等が業種

や施設の種別毎に自主的な感染予防のた

めの取組を進めるために作成したガイドラ

イン。

⾝体障害者⼿帳 

身体障害者福祉法に定める障害程度に

該当すると認められた場合に、交付される

もの。障害の程度により、１級から６級に区

分される。 

スパイラルアップ 
計 画 （ Plan ） → 実 施 （ Do ） → 評 価

（Check）→改善（Action）の PDCA サイ

クルに基づき取組を進めながら理想に向か

っていくプロセス。「継続的に改善すること」

として用いられる。 

生活関連施設 
バリアフリー法で定義する高齢者、障害

者等が日常生活又は社会生活において利

用する旅客施設、官公庁施設、福祉施設

等の施設。 

生活関連経路 
バリアフリー法で定義する生活関連施設

相互間の経路のこと。 

生産年齢⼈口 
年齢別人口の１５歳以上６４歳以下の人

口。 

精神障害者保健福祉⼿帳 
一定の精神障害の状態にあることを証

明するもので、障害の程度により１級から３

級に区分される。 

ソーシャル・ディスタンス 
新型コロナウイルス感染症の感染拡大を

防ぐための社会的距離の確保、人的接触

距離の確保として提唱された考え方。 

ソフト事業 
考え方，システム，制度など主に運用に

関する事業のこと。 
 
た⾏ 

多機能トイレ 
車いす使用者が使用できる広い空間が

確保され、さらに足の不自由な人、乳幼児

同伴者、オストメイトなどの多様な利用者に

対応した設備を設けたトイレ。 
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特定事業 
バリアフリー法に基づき基本構想に記載

する事業のことで、事業の内容、実施者、

対象施設、整備時期の目安を示したもの。

公共交通特定事業、道路特定事業、建築

物特定事業、路外駐車場特定事業、都市

公園特定事業、交通安全特定事業及びそ

の他事業に分類される。 

特定事業計画 
バリアフリー法に基づき基本構想に記載

された特定事業に関し、関係する事業者が

作成する実行計画。 

 
 

な⾏ 

年少⼈口 
年齢別人口の１４歳以下の人口。 

ノンステップバス 
車いす使用者の乗降の際はスロープ板

など、乗降部に階段がなく、スムーズな乗

降が可能なバス。 

 
 

は⾏ 

ハード事業 
道路や建築物，設備など主に施設に関

する事業のこと。 

ハートビル法 
「高齢者、身体障害者等が円滑に利用で

きる特定建築物の建築の促進に関する法

律」（平成６年（２０００）９月施行）の略称。

一定規模以上の特別特定建築物の新築な

どにおける基準適合義務などを定めたもの。

バリアフリー法の施行に伴い、交通バリア

フリー法と統合された。 

パブリックコメント 

行政が計画を策定する際に、あらかじめ計

画の原案を公表し、寄せられた意見を考慮

して最終決定するための一連の手続のこと。

バリアフリー 
障害者などが社会生活をしていく上で

物理的、社会的、制度的、心理的、情報面

など、すべての障壁（バリア）となるものを

除去すること。 

バリアフリー基本構想 
バリアフリー法に基づき、区市町村の区

域内の重点整備地区について、移動等円

滑化に係る事業の重点的かつ一体的な推

進に関して定める構想。 

バリアフリー法 
「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律」（平成１８（２００６）年１２

月施行）の略称。 

ピクトグラム 
文字・言語によらず「絵文字」「絵単語」

等、何らかの情報や注意を示すために用い

られる視覚記号（サイン）の一つ。 

福祉タクシー 
道路運送法第３条に掲げる一般乗用旅

客自動車運送事業を営む者であって、一

般タクシー事業者が福祉自動車を使用し

て行う運送や、障害者等の運送に業務の

範囲を限定した許可を受けたタクシー事業

者が行う運送のこと。 

ヘルプカード 
援助や配慮を必要としている人が災害

時や日常生活の中で困ったときに、周囲の

配慮や手助けをお願いしやすくするカード。 

ヘルプマーク 
援助や配慮を必要としていることが外見

からは分からない人が、援助が得やすくな

るよう、東京都が作成したピクトグラム。 

 

ホームドア・可動式ホーム柵 
ホーム上の利用者への安全対策の一つ

で、線路内への転落事故や列車との接触

事故を未然に防ぐため、駅のホームで線路

に面する部分に設置された可動式の開口

部を持った仕切り。  
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ま⾏ 

みんなとパトロール 
「自分たちのまちの安全は自分たちで守

る」という防犯意識の向上を図りながら、区

民、事業者、行政等が一体となって実施す

る、生活の安全確保と犯罪機会の未然防

止のためのパトロール。 

 
 

や⾏ 

ユニバーサルデザイン 
障害の有無、年齢、性別、人種等にかか

わらず、多様な人々が利用しやすいよう、

あらかじめ都市や生活環境をデザインする

考え方に基づき、７つの原則によって構成

された考え方。 

ユニバーサルデザイン遊具 
スロープがあり車いすの方も登ることの

ができる滑り台や座って等、誰もが遊ぶこ

とのできる遊具 

ユニバーサルデザイン 2020 ⾏動計画 
共生社会の実現に向けた大きな二つの

柱として、国民の意識やそれに基づくコミュ

ニケーション等個人の行動に向けて働きか

ける取組と、ユニバーサルデザインの街づ

くりを推進する取組を検討し、とりまとめた

計画。 

ユニバーサル社会実現推進法 
「ユニバーサル社会の実現に向けた諸施

策の総合的かつ一体的な推進に関する法

律」（平成３０（２０１８）年１２月施行）の通称。

ユニバーサル社会の実現に向けた諸施策

を総合的かつ一体的に推進するために必

要な事項を定めたもの。 

 
 

ら⾏ 

リフト付きバス 
車イスに乗ったまま車内へ乗り込めるス

ロープや電動リフトが付いた車両。 

わ⾏ 

ワンルート 
駅のバリアフリー化においてホームから

出入口までの間にエレベーターや傾斜路

等によって段差のない移動ルートを最低１

つ確保することが求められている。 

 
 
 
 

英字 

BRT 
「Bus Rapid Tranit」の略称。連節バ

スの採用等により、通常の路線バスと比べ

て速達性・定時性に優れ、電車と忖度のな

い輸送力と機能の確保が可能となるバス

高速輸送システム。 

IoT 
「InternetofThings」の略称。現実世

界の物理的なモノに通信機能を搭載して、

インターネットに接続・連携させる技術。 

JISZ8210 
工業標準化法に基づき，作成されたピク

トグラム。 

Uni-Voice 
JAVIS（日本視覚障がい情報普及支援

協会）が開発した 2 次元コード。スマートフ

ォン用音声コードリーダーアプリ「Uni-

Voice」（iOS／Android 版）及び、視覚

障害者向けアプリ「Uni-VoiceBlind」で

読み取ることで、音声コードUni-Voiceに

格納された文字情報を音声で読み上げる

と同時に、テキストにて画面表示される。 


